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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1)連結経営指標等

回次 第12期 第13期 第14期 第15期 第16期

決算年月 平成23年１月 平成24年１月 平成25年１月 平成25年12月 平成26年12月

売上高 （百万円） 276,962 247,177 206,691 185,105 225,319

経常利益又は

経常損失(△)
（百万円） △26,158 △5,695 9,464 7,065 21,926

当期純利益又は

当期純損失(△)
（百万円） △65,587 △84,369 3,426 715 16,289

包括利益 （百万円） － △88,126 8,552 16,281 26,922

純資産額 （百万円） 216,143 126,773 180,325 194,836 216,725

総資産額 （百万円） 561,777 436,420 493,334 498,522 510,570

１株当たり純資産額 （円） 761.97 424.47 436.94 473.42 538.81

１株当たり当期純利益金

額又は１株当たり当期純

損失金額（△）

（円） △254.46 △327.33 8.93 △1.22 58.84

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額
（円） － － － － 53.18

自己資本比率 （％） 35.0 25.1 32.2 33.7 36.2

自己資本利益率 （％） △28.5 △55.2 2.6 0.4 9.2

株価収益率 （倍） － － 106.27 － 29.72

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 29,188 18,916 16,308 2,341 29,845

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △12,017 △17,472 △15,228 △8,735 △9,814

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △34,344 △29,583 47,502 △4,513 △19,741

現金及び現金同等物の

期末残高
（百万円） 53,876 25,464 72,103 62,863 65,716

従業員数
（人）

9,459 8,328 7,879 7,277 7,396

(外、平均臨時雇用者数) (160) (106) (61) (58) (176)

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第12期及び第13期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、

また、潜在株式がないため記載しておりません。第14期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。第15期の潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失であるため記載して

おりません。

３．株価収益率については、第12期、第13期及び第15期は１株当たり当期純損失であるため記載しておりませ

ん。

４．当社は、平成24年５月11日に第三者割当増資によりＡ種種類株式450株を新規発行しております。

５．第15期は、決算期変更により平成25年２月１日から平成25年12月31日までの11ヶ月間となっております。
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(2)提出会社の経営指標等

回次 第12期 第13期 第14期 第15期 第16期

決算年月 平成23年１月 平成24年１月 平成25年１月 平成25年12月 平成26年12月

売上高 （百万円） 232,649 207,337 169,467 139,434 177,426

経常利益又は

経常損失（△）
（百万円） △17,233 660 7,087 △380 9,030

当期純利益又は

当期純損失（△）
（百万円） △83,210 △97,359 9,038 △1,479 9,712

資本金 （百万円） 114,107 114,107 136,607 136,607 136,607

発行済株式総数       

普通株式 （株） 257,751,739 257,751,739 257,751,739 257,751,739 257,751,739

Ａ種種類株式 （株） － － 450 450 450

純資産額 （百万円） 207,990 110,106 160,554 160,864 169,288

総資産額 （百万円） 531,275 390,256 456,824 456,645 457,871

１株当たり純資産額 （円） 806.95 427.19 443.96 445.54 477.85

１株当たり配当額       

普通株式

（円）

－ － 2.00 1.00 4.00

(うち１株当たり中間

配当額)
(－) (－) (－) (－) (－)

Ａ種種類株式 （円） － － 2,500,000.00 2,287,671.23 2,500,000.00

１株当たり当期純利益金

額又は１株当たり当期純

損失金額（△）

（円） △322.84 △377.73 30.70 △9.73 33.32

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額
（円） － － 30.40 － 31.71

自己資本比率 （％） 39.1 28.2 35.1 35.2 37.0

自己資本利益率 （％） △33.3 △61.2 6.7 △0.9 5.9

株価収益率 （倍） － － 30.91 － 52.49

配当性向 （％） － － 6.5 － 12.0

従業員数
（人）

4,629 4,045 3,880 3,455 3,415

(外、平均臨時雇用者数) (37) (28) (24) (20) (74)

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第12期及び第13期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、

また、潜在株式がないため記載しておりません。第15期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

３．第12期、第13期及び第15期の株価収益率については、１株当たり当期純損失であるため記載しておりませ

ん。

４．第12期及び第13期の配当性向については、１株当たり当期純損失であり、また、配当を行っていないため記

載しておりません。第15期の配当性向については、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

５．当社は、平成24年５月11日に第三者割当増資によりＡ種種類株式450株を新規発行しております。

６．第15期は、決算期変更により平成25年２月１日から平成25年12月31日までの11ヶ月間となっております。
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２【沿革】

　当社は、平成11年７月に住友金属工業株式会社、三菱マテリアル株式会社及びその子会社である三菱マテリアルシ

リコン株式会社の共同出資（住友金属工業株式会社及び三菱マテリアルグループがそれぞれ50％出資）により、

300mm口径のシリコンウェーハ（以下「300mmウェーハ」といいます。）の開発及び製造を目的に設立されました。

　平成14年２月には、住友金属工業株式会社よりシリコン事業（シチックス事業本部）の営業を譲り受けるととも

に、シリコン事業を営んでいた三菱マテリアルシリコン株式会社と合併することにより、両社のシリコンウェーハ事

業を完全統合し各種シリコンウェーハを製造及び販売する専業メーカーとなりました。

年月 事項

平成11年７月 住友金属工業㈱＜現 新日鐵住金㈱＞、三菱マテリアル㈱及び三菱マテリアルシリコン㈱の共同出資に

より、㈱シリコン ユナイテッド マニュファクチュアリングとして設立。

平成13年10月 300mmウェーハの生産開始。

平成14年１月 米国における持株会社としてSUMCO USA Corp.を設立。

平成14年２月 住友金属工業㈱＜現 新日鐵住金㈱＞よりシリコン事業（シチックス事業本部）の営業を譲り受けると

ともに、三菱マテリアルシリコン㈱と合併、同時に商号を三菱住友シリコン㈱に変更。

平成17年８月 商号を㈱ＳＵＭＣＯに変更。

平成17年11月 ㈱東京証券取引所市場第一部上場。

平成18年10月 コマツ電子金属㈱＜現 SUMCO TECHXIV㈱＞株式の公開買付けにより同社を子会社化。

平成18年10月 SUMCO Oregon Corp.を清算。

平成19年１月 SUMCO USA Corp.を清算。

平成19年12月 FORMOSA SUMCO TECHNOLOGY CORPORATIONが台湾証券交易所（証券取引所）に正式上場。

平成20年５月 株式交換の方法により、SUMCO TECHXIV㈱を完全子会社化。

平成20年８月 会社分割の方法により、SUMCO TECHXIV㈱の営業部門及び技術部門を当社が承継。

平成23年２月 当社尼崎工場閉鎖。

平成24年11月 ジャパンスーパークォーツ株式会社を吸収合併。

平成25年３月 SUMCOソーラー株式会社を清算。

平成25年７月 当社生野工場閉鎖。

（注）平成24年10月、住友金属工業株式会社が新日本製鐵株式会社と合併し新日鐵住金株式会社となりました。
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　なお、平成14年２月の事業統合までの住友金属工業株式会社旧シチックス事業本部及び旧三菱マテリアルシリコン

株式会社の沿革は以下のとおりであります。

 

①住友金属工業株式会社旧シチックス事業本部

年月 事項

昭和12年１月 大阪特殊製鉄所として設立。

昭和27年11月 商号を大阪チタニウム製造㈱に変更。

昭和30年９月 大阪証券取引所に上場（昭和39年10月１日資本構成上第二部指定）。

昭和30年12月 東京証券取引所に上場（昭和39年10月１日資本構成上第二部指定）。

昭和37年１月 大阪チタニウム製造㈱尼崎工場＜後の当社尼崎工場＞においてシリコンウェーハの生産開始。

昭和48年８月 大阪チタニウム製造㈱と住友金属工業㈱が共同出資で、シリコンウェーハ製造会社として九州電子金

属㈱を設立。

昭和50年10月 九州電子金属㈱佐賀工場＜現 当社九州事業所（佐賀）＞においてシリコンウェーハの生産開始。

昭和57年４月 大阪チタニウム製造㈱と九州電子金属㈱が共同出資で、米国でのシリコンウェーハの販売拠点として

OTC America Inc.＜現 SUMCO Phoenix Corp.＞を設立。

昭和59年２月 九州電子金属㈱伊万里工場＜現 当社九州事業所（伊万里）＞においてシリコンウェーハの生産開始。

昭和60年９月 東京・大阪両証券取引所の市場第一部に指定。

平成４年10月 大阪チタニウム製造㈱が九州電子金属㈱を吸収合併しシリコン事業を統合。

平成５年１月 大阪チタニウム製造㈱が商号を住友シチックス㈱に変更。

平成９年４月 住友シチックス㈱が太陽電池用シリコンウェーハの製造を目的として和歌山シチックスソーラー㈱＜

後に商号変更しSUMCOソーラー㈱＞を設立。

平成９年10月 住友シチックス㈱が㈱住友シチックス尼崎＜現 ㈱大阪チタニウムテクノロジーズ＞にシリコンウェー

ハを除くすべての事業を営業譲渡し、シリコンウェーハ専業メーカーとなる。

平成10年10月 住友金属工業㈱＜現 新日鐵住金㈱＞と住友シチックス㈱が合併し、住友金属工業㈱シチックス事業本

部が発足。

（注）平成24年10月、住友金属工業株式会社が新日本製鐵株式会社と合併し新日鐵住金株式会社となりました。
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②旧三菱マテリアルシリコン株式会社

年月 事項

昭和33年12月 新日本窒素肥料㈱＜現 チッソ㈱＞が半導体用高純度シリコンの製造・販売を目的に日窒電子化学㈱を

設立。

昭和34年10月 三菱金属鉱業㈱＜現 三菱マテリアル㈱＞等が半導体用高純度シリコンの製造・販売等を目的に日本電

子金属㈱を設立。

日窒電子化学㈱野田工場が生産開始。

昭和39年３月 新日本窒素肥料㈱＜現 チッソ㈱＞がチッソ電子化学㈱を設立。

昭和39年８月 日窒電子化学㈱が解散し、チッソ電子化学㈱に資産を譲渡。

昭和49年２月 三菱金属㈱＜現 三菱マテリアル㈱＞がチッソ電子化学㈱を子会社化、同時にチッソ電子化学㈱が商号

を東洋シリコン㈱に変更。

昭和53年２月 東洋シリコン㈱が商号を日本シリコン㈱に変更。

昭和54年１月 日本シリコン㈱が日本電子金属㈱のシリコン事業を営業譲受。

昭和57年５月 日本シリコン㈱生野工場＜後の当社生野工場＞が操業開始。

昭和59年６月 日本シリコン㈱がシリコンウェーハ製造子会社として、山形シリコン㈱＜現 当社米沢工場＞を設立。

昭和61年12月 三菱金属㈱、三菱鉱業セメント㈱＜両社 現 三菱マテリアル㈱＞及び三菱商事㈱が共同でSiltec

Corp.＜後に商号変更しMitsubishi Silicon America Corp.＞を買収。

平成３年６月 日本シリコン㈱がエピタキシャルウェーハ製造子会社として、千歳シリコン㈱＜現 当社千歳工場＞を

設立。

平成３年10月 日本シリコン㈱が商号を三菱マテリアルシリコン㈱に変更。

平成７年４月 三菱マテリアルシリコン㈱が山形シリコン㈱を吸収合併。

平成８年12月 三菱マテリアル㈱、三菱マテリアルシリコン㈱等の共同出資により、シリコンウェーハ製造子会社と

してPT. MSIL Indonesia＜現 PT. SUMCO Indonesia＞を設立。

平成12年９月 三菱マテリアルシリコン㈱がMitsubishi Silicon America Corp.＜後に商号変更しSUMCO Oregon

Corp.＞を子会社化。

平成13年１月 三菱マテリアルシリコン㈱が千歳シリコン㈱を吸収合併。

平成13年10月 三菱マテリアルシリコン㈱が三菱マテリアルクォーツ㈱＜現 当社ＪＳＱ事業部＞を子会社化。

（注）１．昭和48年12月、三菱金属鉱業株式会社が商号を三菱金属株式会社に変更しました。

２．平成２年12月、三菱金属株式会社が、三菱鉱業セメント株式会社と合併し、三菱マテリアル株式会社に商号

を変更しました。
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３【事業の内容】

当社の関係会社は国内子会社７社（連結子会社５社、非連結子会社２社）及び海外子会社12社（連結子会社10社、

非連結子会社２社）であります。また、当社のその他の関係会社は新日鐵住金株式会社と三菱マテリアル株式会社で

あり、当社は当該両社のグループに属しております。

当社と当社の子会社で構成されるグループ（以下「当社グループ」といいます。）の事業は半導体（注１）メー

カー向けシリコンウェーハの製造及び販売を主体とした「高純度シリコン事業」のみの単一セグメントであります。

 

(1)高純度シリコン事業について

当社グループが製造及び販売を行う半導体用シリコンウェーハは、当社グループの顧客である半導体メーカーが

メモリーやＭＰＵ（超小型演算処理装置）等の各種半導体を製造する上で基板材料として用いられるものでありま

す。

半導体の製造工程においては、シリコンウェーハの口径が大きいほど一枚当たりのシリコンウェーハから切り出

される半導体の個数が多くなるため生産性が向上し、さらに、半導体を切り出す際に周縁部で無駄となる部分の割

合が減ることで歩留りが向上するため、半導体メーカーにおけるコスト削減の要請に応え、シリコンウェーハの口

径は100mmから、125mm、150mm、200mm、300mmと世代毎にその口径が大きくなっております。

このような背景のもと、当社グループは、国内外の製造拠点において、各口径のポリッシュトウェーハ（注２）

や、その表面にさらに特殊加工を施したエピタキシャルウェーハ（注３）等の製造を行っております。

(2)当社グループの生産体制及び販売体制について

（半導体用シリコンウェーハの製造工程及び製造方法）

半導体用シリコンウェーハの製造工程は、大きく「単結晶引上工程」と「ウェーハ加工工程」に区分されます。

単結晶引上工程においては、結晶炉内に設置した高純度石英ルツボ（注４）の中で加熱溶融した多結晶シリコン

を、時間をかけて単結晶を成長させながら引き上げることにより、単結晶シリコンのインゴット（塊）を製造いた

します。次に、ウェーハ加工工程において、単結晶引上工程にて製造された単結晶シリコンインゴットを厚さ１mm

以下にスライスし、研削、研磨、洗浄等の工程を経てシリコンウェーハ（ポリッシュトウェーハ）に仕上げます。

さらにポリッシュトウェーハの表面に特殊加工を施したエピタキシャルウェーハなどの製品も製造しております。

 

（当社グループの生産体制）

当社グループにおいて、300mmウェーハについては、伊万里工場、佐賀工場、米沢工場、SUMCO TECHXIV株式会社

の長崎工場、台湾のFORMOSA SUMCO TECHNOLOGY CORPORATIONに製造拠点を置いております。

200mm以下のウェーハについては、伊万里工場、佐賀工場、米沢工場、千歳工場、SUMCO TECHXIV株式会社の長崎

工場及び宮崎工場、米国のSUMCO Phoenix Corporation及びその製造子会社、インドネシアのPT. SUMCO

Indonesia、台湾のFORMOSA SUMCO TECHNOLOGY CORPORATIONに製造拠点を置いております。

半導体用シリコンウェーハ製造工程において使用される設備の一部は、「その他の関係会社」である新日鐵住金

株式会社の子会社である日鉄住金ファインテック株式会社、及び「その他の関係会社」である三菱マテリアル株式

会社の子会社である三菱マテリアルテクノ株式会社から購入しております。

また、三菱マテリアル株式会社及びその子会社並びに新日鐵住金株式会社の関連会社である株式会社大阪チタニ

ウムテクノロジーズから原材料を購入しております。

 

（当社グループの販売体制）

当社グループの販売体制は、全世界の半導体メーカーに対応するため、次のような体制としております。

日本国内では東京、大阪、福岡に営業拠点を置き、北米地域ではSUMCO Phoenix Corporationに販売機能を置いて

おります。また、アジア地域には台湾及びシンガポールに営業活動を行う子会社を置くとともに、台湾及び韓国に

技術サポートを行う子会社を置いております。欧州とその近隣地域では、英国の販売子会社であるSUMCO Europe

Sales Plcが営業活動を行っております。
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（注１）半導体

一般に「半導体」という場合、物質・物性の呼び名でなく、半導体を材料として用いて作られたダイ

オードやトランジスタ、またトランジスタ等の集積回路であるIC（これらを総称して「デバイス」ともい

います。）等を指します。

 

（注２）ポリッシュトウェーハ

半導体用のシリコンウェーハの表面はインゴット状の単結晶から円板状にスライスされた後、鏡面加工を

施されます。この状態のウェーハを「ポリッシュトウェーハ」といいます。

 

（注３）エピタキシャルウェーハ

ポリッシュトウェーハの表面上に、反応炉内で気相成長法によって薄いシリコン単結晶層を形成させ、こ

れによって表面部分の品質を高めたものであります。

 

（注４）高純度石英ルツボ

シリコン単結晶を製造する際に使用される容器には、加熱溶融した原材料にシリコン以外の不純物が混入

しないことが求められることから、高純度石英ルツボが使用されます。
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［事業系統図］

　以上の事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。（※は連結子会社）

 

 

当連結会計年度において、SUMCO Taiwan Technology Corporationを連結子会社といたしました。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の
内容

議決権の所
有割合又は
被所有割合
（％）

関係内容

（連結子会社）      

SUMCO TECHXIV

株式会社

（注）１,４

長崎県

大村市
100

半導体用シリ

コンウェーハ

の製造

100
役員の兼任等　　　　有

融資               有

SUMCOテクノロジー

株式会社

千葉県

野田市
12

半導体用シリ

コンウェーハ

の再生加工

100 役員の兼任等　　　　有

SUMCOサービス

株式会社

佐賀県

杵島郡
12

シリコン

ウェーハ運搬

容器の洗浄他

100 役員の兼任等　　　　有

SUMTECサービス

株式会社

長崎県

大村市
18

福利厚生サー

ビス他

100

(100)
－

SUMCO保険サービス

株式会社

長崎県

大村市
8
損保代理及び

生保募集業他

100

(100)
－

SUMCO Phoenix

Corporation

（注）１,５

米国アリゾナ州

フェニックス

483,865

千米ドル

半導体用シリ

コンウェーハ

の製造・販売

100
役員の兼任等　　　　有

債務保証　　　　　　有

SUMCO Southwest

Corporation

（注）１,５

米国アリゾナ州

フェニックス

420,695

千米ドル

半導体用シリ

コンウェーハ

の製造

100

(100)
役員の兼任等　　　　有

SUMCO Funding

Corporation

（注）５

米国アリゾナ州

フェニックス

100

千米ドル
金融

100

(100)
－

STX Finance

America, Inc.

（注）５

米国ニューメキシコ

州アルバカーキ

50

千米ドル
金融

100

(100)
－

SUMCO Personnel

Services Corporation

（注）５

米国アリゾナ州

フェニックス

10

千米ドル
人事管理等

100

(100)

米国事業会社への人材派

遣及び日本人駐在員の給

与計算、支払業務を代行

しております。

役員の兼任等　　　　有

SUMCO Europe Sales

Plc
英国ロンドン

22,700

千米ドル

半導体用シリ

コンウェーハ

の販売

100 役員の兼任等　　　　有

PT. SUMCO Indonesia
インドネシア

チカランバラ

10,000

千米ドル

半導体用シリ

コンウェーハ

の製造

100

(0)

役員の兼任等　　　　有

債務保証　　　　　　有
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名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の
内容

議決権の所
有割合又は
被所有割合
（％）

関係内容

SUMCO Singapore

Pte. Ltd.
シンガポール

57

千米ドル

半導体用シリ

コンウェーハ

の販売

100 役員の兼任等　　　　有

FORMOSA SUMCO

TECHNOLOGY CORPORATION

（注）１,６

台湾

雲林縣

7,756

百万

新台湾ドル

半導体用シリ

コンウェーハ

の製造・販売

49

(49)
役員の兼任等　　　　有

SUMCO Taiwan

Technology Corporation

台湾

新竹市

10

百万

新台湾ドル

技術サポート

及び半導体用

シリコン

ウェーハの販

売

100 役員の兼任等　　　　有

（その他の関係会社）      

新日鐵住金株式会社

（注）２

東京都

千代田区
419,524 鉄鋼業

（被所有）

直接27.8
役員の兼任等　　　　有

三菱マテリアル株式会社

（注）２

東京都

千代田区
119,457 非鉄金属業

（被所有）

直接27.8

役員の兼任等　　　　有

債務被保証　　　　　有

（注）１．特定子会社に該当しております。

２．有価証券報告書を提出しております。

３．議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数となっております。

４．債務超過会社で債務超過の額は、平成26年12月末時点で3,313百万円となっております。

５．SUMCO Phoenix Corporation（連結）については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売

上高に占める割合が10％を超えております。

主要な損益情報等　（１）売上高　　　　38,428百万円

　　　　　　　　　（２）経常損益　　　 1,842百万円

　　　　　　　　　（３）当期純損益　　 1,597百万円

　　　　　　　　　（４）純資産額　　　20,007百万円

　　　　　　　　　（５）総資産額　　　26,397百万円

６．FORMOSA SUMCO TECHNOLOGY CORPORATIONについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結

売上高に占める割合が10％を超えております。

主要な損益情報等　（１）売上高　　　　38,809百万円

　　　　　　　　　（２）経常損益　　　 7,127百万円

　　　　　　　　　（３）当期純損益　　 5,983百万円

　　　　　　　　　（４）純資産額　　　62,031百万円

　　　　　　　　　（５）総資産額　　　70,865百万円
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５【従業員の状況】

当社グループの事業は「高純度シリコン」のみの単一セグメントであり、セグメント情報に関連付けては記載して

おりません。

 

 (1)連結会社の状況

平成26年12月31日現在
 

セグメントの名称 従業員数（人）

高純度シリコン 7,396 （176）

（注）従業員数は就業人員（当社グループからグループ外部への出向者を除き、グループ外部から当社グループへの出

向者を含むほか、常用パートを含む。）であり、臨時雇用者数（人材派遣会社からの派遣社員は含み、常用パー

トは除く。）は、年間の平均人員を（　）に、外数で記載しております。

 

(2)提出会社の状況

平成26年12月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

3,415（74） 41.1 16.9 5,961,600

（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含むほか、常用パートを

含む。）であり、臨時雇用者数（人材派遣会社からの派遣社員を含み、常用パートは除く。）は、年間の平

均人員を（　）に、外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．当社は平成14年２月６日付三菱マテリアルシリコン株式会社との合併により従業員を引き継いでおり、平成

15年１月１日付で住友金属工業株式会社（現　新日鐵住金株式会社）及び三菱マテリアル株式会社からの出

向者は全員が転籍しておりますが、平均勤続年数は両社からの通算で算出しております。

 

(3)労働組合の状況

　当社及び一部グループ会社には、ＳＵＭＣＯ労働組合（組合員数2,877人）が組織されており、日本基幹産業労働

組合連合会に属しております。また、SUMCO TECHXIV株式会社の従業員を中心としてＳＵＭＣＯ　ＴＥＣＨＸＩＶ　

ユニオン（組合員数1,558人）が組織されております。

　いずれも、労使関係は円満に推移しており、特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

 

(1)業績

当連結会計年度における半導体用シリコンウェーハ市場は、好調に推移しました。例年第４四半期以降翌年明け

までの半導体用シリコンウェーハ市場は、季節変動による調整時期となることから、市場の軟化を想定しておりま

した。しかしながら、最終製品の需要が強く半導体顧客の生産が好調だったことから、第４四半期は大きな季節変

動もなく、第２四半期以降の好調な需要が継続しました。

300mmシリコンウェーハは、スマートフォン向け需要に加え、パソコン販売の底打ちやデータセンター向け需要に

下支えされ、好調に推移しました。

また、200mm以下の小口径ウェーハについては、民生・産業向けの一部で緩やかな調整がありましたが、総じて好

調に推移しました。

 

このような環境のもと、当社グループでは、引き続き「ＳＵＭＣＯビジョン」の方針に基づき、顧客の高精度化

要求や製品の差別化に対応した技術開発により顧客でのプレゼンスを高めるとともに、コスト低減による損益分岐

点の改善に努めてまいりました。

 

＜ＳＵＭＣＯビジョン＞

１．技術で世界一の会社

２．景気下降局面でも赤字にならない会社

３．従業員が活き活きとした利益マインドの高い会社

４．海外市場に強い会社

 

以上の結果、当連結会計年度における当社グループの業績は、売上高は225,319百万円、営業利益は25,642百万

円、経常利益は21,926百万円、当期純利益は16,289百万円となりました。

なお、当社グループの事業は単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

 

(2)キャッシュ・フロー

当連結会計年度における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ2,853百万円増加し、65,716百万円とな

りました。これは、営業活動によるキャッシュ・フローが29,845百万円、投資活動によるキャッシュ・フローが△

9,814百万円、及び財務活動によるキャッシュ・フローが△19,741百万円、現金及び現金同等物に係る換算差額が

2,525百万円となったこと等によるものであります。

 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度の営業活動キャッシュ・フローは、前連結会計年度に比べ27,504百万円増加し、29,845百万円と

なりました。これは、税金等調整前当期純利益が改善改善されたこと、また、売掛金及びたな卸資産の増減が主な

要因であります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度の投資活動キャッシュ・フローは、前連結会計年度に比べ支出が1,078百万円増加し、△9,814百

万円となりました。これは、有形及び無形固定資産の取得による支出が増加したことが主な要因であります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度の財務活動キャッシュ・フローは、△19,741百万円となりました。これは長期借入れによる収入

が66,900百万円あった一方、長期借入金の返済による支出が△57,505百万円、短期借入金の純増減額が△25,181百

万円あったことが主な要因であります。

 

また、前連結会計年度は決算期変更により平成25年２月１日から平成25年12月31日までの11ヶ月決算となったた

め、当連結会計年度の業績に関する前年同期との比較分析は行っておりません。（「２　生産、受注及び販売の状

況」及び「７　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」においても同じ。)
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２【生産、受注及び販売の状況】

　当社グループの事業は「高純度シリコン」のみの単一セグメントであり、セグメント情報に関連付けては記載して

おりません。

(1)生産実績

　当連結会計年度の生産実績は、次のとおりであります。

セグメントの名称

当連結会計年度
（自　平成26年１月１日
至　平成26年12月31日）

金額（百万円） 前年同期比（％）

高純度シリコン 175,939 －

（注）１．金額は製造原価によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．前連結会計年度は決算期変更に伴い11ヶ月決算となっておりますので、前年同期比は記載しておりません。

 

(2)受注状況

　当社グループの生産及び販売製品は、大半が受注生産形態をとらないため、受注規模を金額あるいは数量で示す

ことはしておりません。

 

(3)販売実績

　当連結会計年度の販売実績は、次のとおりであります。

セグメントの名称

当連結会計年度
（自　平成26年１月１日
至　平成26年12月31日）

金額（百万円） 前年同期比（％）

高純度シリコン 225,319 －

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．前連結会計年度は決算期変更に伴い11ヶ月決算となっておりますので、前年同期比は記載しておりません。

３．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりで

あります。

相手先

前連結会計年度
（自　平成25年２月１日
至　平成25年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年１月１日
至　平成26年12月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

住友商事株式会社 19,690 10.6 31,382 13.9

Samsung Electronics Co., Ltd. 20,884 11.3 － －

（注）当連結会計年度のSamsung Electronics Co., Ltd.に対する販売実績は、当該販売実績の総販売実績に対する割

合が10％未満であるため記載を省略しております。
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３【対処すべき課題】

(1）新中期経営戦略について

①新中期経営戦略の背景

当社グループでは平成24年度に開始した事業再生計画に基づき、ソーラー用シリコンウェーハ事業からの撤

退、半導体用シリコンウェーハ事業の生産拠点の再編と集約並びに生産体制再構築に伴う要員体制の見直し等の

諸施策を着実に実施し、固定費の圧縮及び収益力の強化に努めてまいりました。また、「ＳＵＭＣＯビジョン」

に基づき、製品の差別化のための技術開発とコスト削減を行い、市場環境の急変に柔軟に対応できる体質変革を

行ってまいりました。その結果、直近３決算期においては連結当期純利益の黒字を達成しており、当社グループ

は業界内でも高い技術力と収益性を持つポジションを獲得するに至ったものと認識しております。

他方、当社グループを取り巻く市場環境については、多様なアプリケーションに牽引され、半導体デバイス市

場は堅調に成長を続けており、それに伴いウェーハ市場も力強く成長するとともに、高精度品を中心に需給タイ

ト化に伴う価格改善に向けた環境が整いつつあると認識しております。かかる状況を踏まえて、当社グループ

は、新たな成長ステージの指針となる新中期経営戦略を策定いたしました。

②新中期経営戦略について

ア）事業／投資戦略

特に重要となる設備投資戦略について、まず、第一フェーズとして、足元の需給環境及び当社グループの高

い技術力を背景に、本格的な価格改善・価格正常化の実現を目指すとともに、300mm向け次世代高精度対応・

開発装置の導入等、高精度品対応のための適切な設備投資を実施し、更なる競争力の強化による利益率向上を

目指します。

次に、第二フェーズとして、あくまで十分な価格改善・価格正常化を前提に、適切な需給バランスの維持に

最大限配慮しながら、時機を捉えた規律ある設備投資を実施いたします。また、機動的な設備投資の対応を目

指し、価格改善後は、徐々に投資効率の高いボトルネック解消投資を進めて参ります。更に顧客からのニーズ

に応じ、かつ十分な投資対効果が期待できる場合は増産投資も検討いたします。それにより、品質・数量とも

に顧客の意向に沿った生産・納入を果たすことで顧客との関係をより強固なものにし、収益力・シェアともに

一段と強固なポジションを確立することで、更なる利益成長を目指します。

イ）財務戦略

前述の事業／投資戦略を支えるために、資本増強・資本再構築プラン（その詳細は後記「(2）資本増強・資

本再構築プランについて」）をご参照ください。）を実行し、規律ある成長投資及び柔軟な株主還元が実施可

能な財務体質を構築することにより、今後は利益の積上げを基に更に財務健全性の強化を図る所存です。

ウ）財務目標

当社グループは、持続可能な利益成長を念頭に、業況悪化時においても利益確保、好況期においては直近期

の実績を大きく上回るROEの実現を目指します。また、シリコンウェーハ事業の高いボラティリティも踏まえ

財務健全性を更に高め、自己資本比率で50％以上、D/Eレシオで0.5倍以下の財務体質確保を目標にするととも

に、今後の利益状況に応じ、柔軟かつ積極的な株主還元の実施を目指します。

 

(2）資本増強・資本再構築プランについて

①資本増強・資本再構築プランの背景及び目的

「(1)①新中期経営戦略の背景」に記載のとおり、当社グループは、事業再生計画に織込んだ諸施策を確実に

実行し、平成26年12月期においては連結営業利益率11％を超える業界内でも高い収益性の確立を実現したと自負

しておりますが、半導体用シリコンウェーハ需要が事業再生計画策定時の想定よりも弱かったことから、財務体

質は想定どおりの改善までには至りませんでした。一方、事業再生計画策定時に発行したＡ種種類株式について

は、金銭及びＢ種種類株式を対価とする取得請求権の行使可能期間が本年５月から開始されるため、今後随時種

類株主が取得請求権を行使し、資本及び現預金が減少することが見込まれております。このような現状を踏ま

え、前述のとおり好調な事業環境において当社グループの成長機会の広がりを認識する中、「(1)②新中期経営

戦略について」に記載の事業／投資戦略の実行を支えるため、優先配当負担があり、かつ今後随時取得請求を受

けるであろう種類株式から安定的な資本である普通株式に入れ替えるとともに更なる資本増強を図ることで、①

財務基盤を強化し規律ある成長投資が実施可能な体制を整え、②柔軟な株主還元を実現する基盤を構築すること

が、当社グループの中長期的な利益成長の礎となり、ひいては当社普通株式の株式価値向上に資するものと判断

いたしました。
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②資本増強・資本再構築プランの内容

当社は、資本増強・資本再構築プラン（以下「本プラン」といいます。）を実施するため、Ａ種種類株主３者

との間で、平成27年３月３日付で種類株式の処理に関する覚書（以下「本覚書」といいます。）を締結いたしま

した。本覚書に従い、当社は、Ａ種種類株式の処理並びにＡ種種類株主３者による金銭及びＢ種種類株式を対価

とするＡ種種類株式に係る取得請求権の行使に伴いＡ種種類株主３者に交付するＢ種種類株式の処理に向けた手

続を行う予定です。本プラン及び本覚書の主な内容は以下のとおりです。

ア）普通株式の希薄化の回避

普通株式の希薄化を回避するため、当社は、下記イ)及びウ)記載の手続に従いＡ種種類株式及びＢ種種類株

式の全てを取得する予定であり、Ａ種種類株式及びＢ種種類株式にそれぞれ付された普通株式を対価とする取

得請求権は、Ａ種種類株主３者により行使されません。これにより、当社が平成24年５月11日に発行しました

Ａ種種類株式は、普通株式に転換されることなく、下記イ)及びウ)記載の手続に従い、金銭を最終的な対価と

してその全数を取得し、その後速やかに消却することになります。

イ）Ａ種種類株式の取得

（ア）金銭及びＢ種種類株式を対価とする取得請求権の行使①

Ａ種種類株主３者は、当社の既存の分配可能額の範囲内で、平成27年５月11日に、その保有するＡ種種

類株式各150株（合計450株）のうち各50株（合計150株）について、金銭（１株につき１億円及び定款所

定の経過Ａ種配当金相当額）及びＢ種種類株式（Ａ種種類株式１株につき、１株）を対価とする取得請求

権を行使します（以下「本行使①」といいます。）。

（イ）金銭及びＢ種種類株式を対価とする取得請求権の行使②

当社は、600億円を発行予定額の上限とする発行登録書を平成27年３月３日付で提出しており、発行登

録の効力発生予定日から１年を経過する日まで（平成27年３月11日から平成28年３月10日）の間に、当社

普通株式の公募増資（以下「本公募増資」といいます。）を行うことを予定しております。本公募増資に

よる手取金の額のうち300億円をＡ種種類株式取得資金とし、その残額を設備投資資金、投融資資金及び

借入金の返済資金に充当する予定です。但し、本公募増資の具体的な発行時期、発行方法、発行条件及び

発行総額等は未定であり、当社において市場動向等を総合的に勘案の上で決定します。

当社が本公募増資を行うことを決定し、その後本公募増資の払込みが完了した場合には、当社は、本公

募増資の払込期日と同日付にて、発行登録書に記載の発行予定額（600億円）を上限として、本公募増資

により増加する資本金及び資本準備金の額を減少させ、その他資本剰余金に振り替える予定です（かかる

資本金及び資本準備金の額の減少を以下「本減資・減準備金」といいます。）。

当社が本減資・減準備金を完了した場合、これにより増加するその他資本剰余金により、当社は、Ａ種

種類株式の取得請求に備え、分配可能額を確保します。Ａ種種類株主３者は、本減資・減準備金の効力発

生日又は平成27年５月11日のいずれか遅い日に、その保有する全てのＡ種種類株式（本行使①に係るＡ種

種類株式150株を除いた残りの300株）について、金銭（１株につき１億円及び定款所定の経過Ａ種配当金

相当額）及びＢ種種類株式（Ａ種種類株式１株につき、１株）を対価とする取得請求権を行使します（以

下「本行使②」といいます。）。

ウ）Ｂ種種類株式の取得

（ア）資本準備金の額の減少

当社は、本行使①及び本行使②に際して交付されるＢ種種類株式について、Ｂ種種類株式の当社普通株

式を対価とする取得請求権が行使された場合に発生する当社普通株式の希薄化を回避する目的で、法令上

必要となる手続を経て、下記(イ)及び(ウ)に記載の内容で、その全てを会社法上の自己株式取得の方法に

より取得する方針です。

また当社は、かかる当社普通株式の希薄化を回避するためのＢ種種類株式の取得に充てる分配可能額を

確保することを目的として、平成27年４月14日を効力発生日として、90億円の資本準備金の額の減少を行

い、同額をその他資本剰余金に振り替えることといたしたいと存じます。

（イ）本行使①に係るＢ種種類株式の取得

当社は、Ｂ種種類株式150株を、本行使①が行われる日である平成27年５月11日に、総額30億円（１株

につき2,000万円）を対価として取得する予定です（以下「本自己株式取得①」といいます。）。これに

より、本行使①によりＡ種種類株主に交付されるＢ種種類株式150株は、同日付で、全て当社により取得

されることとなり、当該Ｂ種種類株式の当社普通株式を対価とする取得請求権が行使されることはありま

せん。
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（ウ）本行使②に係るＢ種種類株式の取得

当社は、Ｂ種種類株式300株を、本行使②がなされた日に、総額60億円（１株につき2,000万円）を対価

として取得する予定です（以下「本自己株式取得②」といいます。）。これにより、本行使②によりＡ種

種類株主に交付されるＢ種種類株式300株は、同日付で、全て当社により取得されることとなり、当該Ｂ

種種類株式の当社普通株式を対価とする取得請求権が行使されることはありません。

エ）本自己株式取得①又は本自己株式取得②が予定通りに完了しない場合の対応

本覚書締結後、(ⅰ)各Ａ種種類株主３者による本行使①が行われたにも拘わらず、当該各Ａ種種類株主３者

について本自己株式取得①が平成27年５月11日に完了しない場合又は(ⅱ)各Ａ種種類株主３者による本行使②

が行われたにも拘わらず、当該各Ａ種種類株主３者について本自己株式取得②が本行使②の効力発生日に完了

しない場合、若しくは本自己株式取得②が平成28年３月10日までに完了しない場合（但し、本減資・減準備金

の効力発生日が平成27年５月11日以前の場合には、本自己株式取得②が平成27年５月11日までに完了しない場

合）、当該各Ａ種種類株主３者と他の本覚書の当事者との関係において、本覚書は、同日の経過をもって効力

を失います。但し、当社及びＡ種種類株主３者は、他の本覚書の当事者より種類株式の発行会社による取得及

び種類株主による取得請求権の行使の時期の調整を含む本覚書の変更に関する申し出があった場合には、かか

る本覚書の変更について合意を形成するよう誠実に協議します。かかる協議に際し、当社及びＡ種種類株主３

者は、既存株主の皆様の希薄化に対する懸念に配慮する方針をもって協議を進めるものとします。

オ）取得したＡ種種類株式及びＢ種種類株式の消却

本行使①及び本行使②により取得したＡ種種類株式並びに本自己株式取得①及び本自己株式取得②により取

得したＢ種種類株式は、その後、速やかに消却することを予定しています。

 

(3）原材料在庫について

シリコンウェーハの主要原材料である多結晶シリコンにつきましては、長期購入契約締結時の需要予測と足元の

消費見通しに乖離が生じていることにより、現在余剰在庫を保有しており、原材料在庫を含む「原材料及び貯蔵

品」の残高は、対前年度末比、63億円増加の1,220億円となっております。

「原材料及び貯蔵品」の残高は、平成27年12月期期末には、おおよそ1,300億円強まで増加する見込みでありま

すが、今後、徐々に長期購入契約の契約期間満了を迎えることから、毎年の増加額は漸減傾向にあり、平成28年度

頃にピークを迎えた後、減少に転ずる見通しであります。

中長期的には適正水準に回復する見込みでありますが、今後も原材料在庫の適正水準への早期回復に向けて、努

力してまいります。
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４【事業等のリスク】

 当社グループは、以下のような事項を当社グループの経営並びに事業遂行上の主要なリスク要因と認識してお

り、その発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針でありますが、これらの要因により、当社グループの事

業、経営成績等に重要な影響を及ぼす可能性があります。

なお、以下の事項のうち将来に関する事項は、提出日現在において当社グループが判断したものであり、不確実性

を内在しているため、実際の結果と異なる可能性があります。

 

(1)事業環境について

当社グループが製造及び販売するシリコンウェーハは、パソコン、スマートフォン、タブレット型端末といった

携帯端末、自動車、及びその他民生品を含む各種製品に使用される半導体基板等に用いられることから、半導体や

その周辺産業に特徴的な諸要因の影響を受けることがあります。かかる諸要因には、急激な市況悪化、急速な技術

革新の進展、製品の陳腐化、製品構成の急速な変化、製品価格の下落、特定顧客との取引の集中とその特定顧客か

らの受注の大幅な変動、同業他社との競争優位性の変化に伴う当社グループの競争力の変動、及び顧客需要の大き

な振幅等があり、これらは当社グループの経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

また、主な取引先のある国を含む各国の政治情勢やエネルギーを始めとする資源価格及び電力価格の変動等と

いった国内外の経済情勢が、当社グループの経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

 

(2)当社グループの製品について

当社グループの製品が用いられる半導体の価格は、製品の市場投入後は普及による販売数量拡大等の影響もあ

り、一般的に低下する傾向にあります。当社グループにおいては、量産化による販売数量の拡大や製造工程等にお

ける歩留率向上等の合理化を進めることにより、当該製品価格低下を想定した事業計画を策定しておりますが、急

激な需給バランスの悪化、その他の事由により想定以上の販売価格低下が生じる場合、当社グループの経営成績等

に影響を及ぼす可能性があります。

なお、上記以外にも、品質の不適合（具体的には、当社グループが顧客に納入した製品について、顧客の要求規

格及び仕様等を充足しない場合、または不適合等が生じる場合に重大な品質クレームを引き起こす可能性）、生産

性向上の未達成等（具体的には、製品製造工程における歩留率改善等による継続した生産効率の向上が図られない

場合の利益の圧迫要因、もしくは製造設備の事故やシステム障害、その他の要因による製造の中断、あるいは大幅

な遅延等が生じる場合に、当社グループ全体の生産能力低下や特定製品の供給が困難となる可能性等）が当社グ

ループの経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

 

(3)原材料の調達について

シリコンウェーハの主要原材料は、極めて純度の高い多結晶シリコンであり、製造者が限定されていることか

ら、供給不安のリスクがあります。そのため、当社グループは、世界の主要な多結晶シリコンメーカーとの間で、

多結晶シリコンメーカーが一定期間に一定の数量を供給し、当社グループが購入する旨の長期購入契約を締結し、

原材料の安定調達を図ってまいりましたが、長期購入契約締結時の需要予想と足元の消費見通しに乖離が生じてい

ることから在庫が増加しております。

また、長期購入契約においては、契約期間中の購入価格水準が決められていることから、これらが終了し在庫水

準が適正な水準に回復するまでの間は原材料コスト低減の機会が制約される可能性があります。

原材料在庫を含む「原材料及び貯蔵品」の増加見通しについては、「対処すべき課題」に記載したとおりであり

ますが、事業環境の著しい変化等により、消費量が変動した場合、あるいは、会計上の対応が必要となる場合、当

社グループの経営成績、財政状態等に影響を及ぼす可能性があります。

 

(4)主要製造設備の安定調達について

当社の主要製造設備には、当社と設備機器メーカーとの間で共同開発した両面研磨機等、他メーカーへの切り替

えができない設備があります。これらの円滑な調達が困難な場合には、経営成績等に影響を及ぼす可能性がありま

す。

 

(5)顧客及びサプライヤーに係るリスク（経営破綻・操業停止等）について

当社グループは、顧客の与信管理には万全を期しておりますが、仮に顧客が倒産し、多額の売上債権が回収不能

となる場合、当社グループの経営成績、財政状態等に影響を及ぼす可能性があります。また、当社は諸資材の調達

については、複数のメーカーと契約する等、調達途絶リスクを回避する施策を講じておりますが、経済環境の急激

な悪化やサプライヤーの設備事故等による操業停止あるいは倒産等により、諸資材等の調達に支障を来たす場合、

当社グループの経営成績、財政状態等に影響を及ぼす可能性があります。
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(6)設備投資について

当社グループは中長期的な需要予測に基づいて設備投資を実施しておりますが、経済動向や半導体業界を取り巻

く環境の変化により、需要予測に大幅な変化が生じる場合には、当社グループの事業展開、経営成績等に影響を及

ぼす可能性があります。

 

(7)資金調達について

当社グループのシンジケート・ローン契約等につきましては、財政状況の著しい悪化により、その財務制限条項

に抵触し、当該借入金について返還請求を受け期限の利益を失った場合には、当社グループの資金調達に影響を及

ぼす可能性があります。

また、金利水準や市場環境等の要因により当社グループが希望する時期または条件により資金調達が実行できな

い場合には、当社グループの経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

 

(8)技術及び研究開発について

半導体業界は、急速な技術革新が進む業界であり、半導体の高集積化、細密化や半導体用途の多様化、高精度化

及び生産効率の向上等、当社グループのシリコンウェーハに対して顧客より要求される各種技術は多岐に亘り、か

つ、高度化しております。当社グループは、かかる顧客からの要求に応えるため、中長期的に需要の拡大が見込ま

れる300mmウェーハに関する技術、品種別ではエピタキシャルウェーハやアニールウェーハ等の高付加価値ウェーハ

関連技術、さらに、次世代ウェーハ製品の関連技術等に重点をおいた研究開発活動を行っております。

しかしながら、業界における技術進歩への対応に支障が生じ、顧客の要求に適合することが困難となり、研究開

発活動が想定した効果を得られない場合や、他社に比べ技術開発が遅れた場合には、当社グループの事業展開、経

営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

 

(9)知的財産権について

当社グループは、シリコンウェーハ業界において競合他社に対抗していくためには、特許権その他の知的財産権

の確保が非常に重要であると認識しており、国内外において出願中のものを含めて多数の特許を保有しておりま

す。

また、当社グループは、大重量結晶の製造、無欠陥結晶、高精度の両面研磨技術等に関する基本特許を保持して

おりますが、さらに、これら特許から発展した技術及び周辺技術についても特許の出願を進めております。

しかしながら、当社グループが認識しない第三者の特許が既に成立している場合において、当該第三者より知的

財産権を侵害しているとの事由により、使用差止及び損害賠償等の訴えを起こされる場合、当社グループの事業展

開、経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

 

(10)海外展開について

当社グループは、全世界の主要な半導体メーカー等に対してシリコンウェーハを供給しておりますが、生産・販

売活動については、日本国内に加えて、北米、欧州及びアジアにそれぞれ拠点を設置し事業を展開しております。

当社グループのこれらの生産・販売活動には、為替変動リスクがあるほか、各国及び各地域等の経済情勢、政治情

勢、法規制、税制、為替規制等の変化による影響や、現地での紛争、テロや災害の発生、感染症の流行、社会・労

働慣行の相違、社会的インフラの未整備等による影響を受ける可能性があります。

 

(11)環境規制等について

当社グループの事業は、主に製造拠点において、エネルギーの使用、排気、排水、有害化学物質の使用及び保

管、産業廃棄物の廃棄、土壌及び地下水の汚染の検査及び浄化等、環境に関する多くの国内外の法的規制を受けて

おり、これらの規制に基づき一定の費用負担や賠償義務その他法的責任が生じる可能性があります。また、近年に

おいては、一般的にこれら環境等に関する規制は強化される傾向にあります。今後において環境等に関する新たな

国内外の法規制等が制定される可能性は否定できず、そのような場合、当社グループにおいて、これら法規制等へ

の対応のために新たな費用負担等が生じることが予想され、当社グループの事業展開、経営成績等に影響を及ぼす

可能性があります。
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(12)自然災害、事故等のリスクについて

当社グループの各製造拠点において、台風、豪雨、地震、津波または火山活動等の自然災害や、事故、火災、テ

ロ等により、生産の停止、設備の損壊や給水・電力供給の制限等の不測の事態が発生する場合には、当社グループ

の事業展開、経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

特に、当社グループの主力商品である300mmウェーハの加工工程を有する製造拠点が、上記の自然災害、事故、火

災等に見舞われる場合、300mmウェーハの製造・販売に支障を来たし、当社グループの事業展開、経営成績等に影響

を及ぼす可能性があります。

 

(13)企業買収に関するリスクについて

当社は、企業買収の実施にあたり、当該企業の財務内容等についてデューデリジェンスを行い、事前にリスク回

避するように努めておりますが、事業環境の急激な変化等、不測の事態が生じる場合、当社グループの事業展開、

経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

 

(14)上記以外のリスクについて

当社グループは、事業環境の変化等により、以下のような事態が生じる場合、当社グループの経営成績、財政状

態等に影響を及ぼすことがあります。

①事業環境の大幅な変化により事業及び組織の再構築等が必要となる事態が生じる場合。

②退職給付債務に関して、今後当社の年金資産の時価の下落、運用利回りの低下、または退職給付債務を計算す

る数理計算上の前提条件の大幅な変化が生じる場合。

③経済環境の変化等により、収益が悪化し、または将来の収益の見積りが大幅に変動する等により、会計上の対

応が必要となる場合。

④当社グループの事業に必要な人材を確保できない場合。

⑤当社グループの製品の不具合等に起因する争訟やその他の争訟が生じた場合。

 

５【経営上の重要な契約等】

(1)当社は、住友金属工業株式会社（現 新日鐵住金株式会社）、三菱マテリアル株式会社及びジャパン・インダスト

リアル・ソリューションズ第壱号投資事業有限責任組合に対して第三者割当によるＡ種種類株式を発行するこ

と、及び割当先がＡ種種類株式を引受けることに関する引受契約を、平成24年３月８日付で、割当先３社との間

で締結いたしました。当該Ａ種種類株式発行による資金調達の額は450億円であり、平成24年５月11日に払込手続

が完了しております。なお、当該Ａ種種類株式の内容は、「第４ 提出会社の状況」の「１．株式等の状況」のう

ち、「(1）株式の総数等」の「② 発行済株式」に記載のとおりであります。また、当社は、種類株式の処理に関

する覚書を、平成27年３月３日付で、上記割当先３社との間で締結いたしました。当該種類株式の処理に関する

覚書の概要は、上記「対処すべき課題」のうち「(2）資本増強・資本再構築プランについて」に記載のとおりで

あります。

 

(2)当社グループは、シリコンウェーハの主要原材料である多結晶シリコンを世界の主要な多結晶シリコンメーカー

から調達しておりますが、その一部において、多結晶シリコンメーカーが一定期間に一定の数量を供給し、当社

グループが購入する旨の長期購入契約を締結しております。

 

(3)SUMCO TECHXIV株式会社は、FORMOSA SUMCO TECHNOLOGY CORPORATIONを合弁会社として運営する旨の契約を、平成

７年８月４日付で、FORMOSA PLASTICS CORPORATION及びASIA PACIFIC INVESTMENT CO.との間で締結しておりま

す。なお、FORMOSA SUMCO TECHNOLOGY CORPORATIONに対する出資比率は以下のとおりであります。

SUMCO TECHXIV株式会社       49％

FORMOSA PLASTICS CORPORATION 29％

ASIA PACIFIC INVESTMENT CO. 17％

その他                      ５％
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６【研究開発活動】

当社グループは、顧客の視点に立って価値ある創造と技術的な差別化を推し進め、競争優位性を高めることによ

り、顧客に対して付加価値の高い製品を提案していくことを基本方針としており、次世代のニーズを先取りして半導

体基板の技術開発を進めるとともに、量産品の品質改善及び収益向上のためのコスト合理化も引き続き取り組んでお

ります。

当連結会計年度は、「次世代を視野に入れた微細化対応技術開発推進、プロセス設計能力と開発スピードの向上、

高収益製品競争力強化の継続、海外顧客を中心とする技術交流の強化」を開発方針として、『技術で世界一の会社』

を目指して研究開発活動を進めてまいりました。

なお、将来技術の開発項目に関しましては、当社グループのリソース以外にも、委託研究または共同研究という形

で外部機関を活用して取り組んでおります。

　　当連結会計年度の研究開発費総額は、5,168百万円であり、連結売上高の2.3％であります。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当社グループに関する財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析にかかる以下の記載内容は、原則

として当社グループの連結財務諸表に基づいて分析したものであります。

なお、文中の将来に関する記載事項は、本書提出日現在において当社グループが判断したものであります。これら

の将来に関する記載事項には不確実性が内在しており、「第２　事業の状況　４．事業等のリスク」等に記載された

内容を含む様々な要因により、実際の結果と異なる可能性があります。

 

１．重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成しており

ます。この連結財務諸表の作成において、資産・負債及び収益・費用の状況に影響を与える見積り及び判断は、

過去の実績やその時点において入手可能な情報に基づいた合理的と考えられる様々な要因を考慮したうえで行

なっておりますが、見積り特有の不確実性があるため、実際の結果はこれらの見積りと異なる場合があります。

当社グループが採用している会計方針のうち、特に次の会計方針及び見積りが連結財務諸表に重要な影響を及

ぼす事項であると考えております。

 

(1)たな卸資産

　当社グループは、主として、総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）により評価しております。在庫が増加する中で、予期しない市場価格の下落、需要の悪

化等の結果、期末における正味売却価額が帳簿価額よりも下落している場合や滞留及び陳腐化した場合には、多

額のたな卸資産評価損が発生する可能性があります。

 

(2)繰延税金資産の回収可能性

繰延税金資産のうち、将来において実現が見込めない部分については評価性引当額を計上しております。繰延

税金資産の評価は将来の課税所得の見積りに依拠します。将来の課税所得が経済環境の変化等により予想された

金額と乖離した場合には、繰延税金資産の金額は調整される可能性があります。

 

(3)固定資産の減損会計の適用

当社グループは、「固定資産の減損に係る会計基準（企業会計審議会　平成14年８月９日）」及び企業会計基

準適用指針第６号「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針（企業会計基準委員会　平成15年10月31日）」を

適用しております。経済環境の著しい悪化等により営業収益が大幅に低下する場合等には、減損損失が発生する

可能性があります。

 

(4)退職一時金と退職年金

退職給付債務は年金数理計算に使用される前提条件に基づいて算定しております。前提条件には、割引率、退

職率、昇給率、死亡率、期待運用収益率等が含まれております。これらの前提条件は直近の統計数値に基づいて

算出され、毎期見直しを行なっております。前提条件と実際の結果が異なる場合、又は前提条件を変更した場

合、将来の退職給付債務に影響を及ぼします。

 

２．財政状態の分析

(1)流動資産

当連結会計年度末の流動資産残高は、前連結会計年度末に比べ21,528百万円増加し、265,787百万円となりまし

た。譲渡性預金の償還により有価証券が7,800百万円減少した一方で、現金及び預金が10,653百万円増加したこ

と、受取手形及び売掛金が11,716百万円増加したこと、原材料及び貯蔵品が6,279百万円増加したことがその主な

要因であります。

 

(2)固定資産

当連結会計年度末の固定資産残高は、前連結会計年度末に比べ9,480百万円減少し、244,783百万円となりまし

た。長期前渡金が3,492百万円減少したこと、償却の進行により有形固定資産が4,768百万円減少したことがその

主な要因であります。

 

(3)流動負債

当連結会計年度末の流動負債残高は、前連結会計年度末に比べ22,682百万円減少し、112,556百万円となりまし

た。短期借入金が23,436百万円減少したことがその主な要因であります。
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(4)固定負債

当連結会計年度末の固定負債残高は、前連結会計年度末に比べ12,841百万円増加し、181,288百万円となりまし

た。長期借入金が7,817百万円増加したこと、改正退職給付会計基準の適用に伴い前連結会計年度末の退職給付引

当金17,505百万円に代わって退職給付に係る負債21,677百万円を計上したことがその主な要因であります。

 

(5)純資産

当連結会計年度末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べ21,889百万円増加し、216,725百万円となりまし

た。退職給付に係る調整累計額△3,488百万円を計上した一方で、当期純利益等により利益剰余金が15,022百万円

増加したこと、円安に伴い為替換算調整勘定が5,275百万円増加したこと、少数株主持分が4,938百万円増加した

ことがその主な要因であります。

 

３．経営成績の分析

前連結会計年度は決算期変更により平成25年２月１日から平成25年12月31日までの11ヶ月決算となったため、業績

に関する前年同期との比較分析は行っておりません。

(1)売上高

当連結会計年度の半導体用シリコンウェーハ市場は、スマートフォン向け需要に加え、パソコン販売の底打ち

やデータセンター向け需要に支えられ、好調に推移しました。結果、当社グループの当連結会計年度の売上高は

225,319百万円となりました。

 

(2)売上原価、販売費及び一般管理費

合理化によるコスト削減や減価償却費の減少により当連結会計年度の売上原価は175,485百万円、販売費及び一

般管理費は24,191百万円となりました。

 

(3)営業損益

以上の結果、営業利益は、前連結会計年度の17,801百万円に比べ7,841百万円増加し、25,642百万円となりまし

た。

 

(4)営業外損益

営業外収益は、前連結会計年度に比べ97百万円減少し716百万円となりました。

営業外費用は、前連結会計年度に比べ7,117百万円減少し、4,432百万円となりました。主に、為替差損が減少

したことによるものであります。

 

(5)経常損益

以上の結果、経常損益は21,926百万円となりました。

 

(6)特別損益

当連結会計年度の特別損益はありません。

 

(7)当期純損益

以上に加え、法人税等及び少数株主利益を計上した結果、当期純利益は16,289百万円となりました。

 

４．資本の財源及び資金の流動性についての分析

「１ 業績等の概要 (2)キャッシュ・フロー」　に記載のとおりであります。
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５．経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループでは、以下の「ＳＵＭＣＯビジョン」を策定し、その実現に向けて、引き続き従業員と一体と

なって取り組んでまいる所存であります。

１．技術で世界一の会社

２．景気下降局面でも赤字にならない会社

３．社員が活き活きとした利益マインドの高い会社

４．海外市場に強い会社

 

当社は平成27年３月３日開催の取締役会において、事業再生計画後の新たな成長ステージの指針である「新中

期経営戦略」、並びに公募増資による当社普通株式の発行、当社種類株式の取得・消却による財務基盤の強化及

び成長資金の確保を軸とした「資本増強・資本再構築プラン」を決議いたしました。

また、シリコンウェーハの主要原材料である多結晶シリコンにつきましては、現在余剰在庫を保有しており、

中長期的には適正水準に回復する見通しでありますが、今後も原材料在庫の適正水準への早期回復に向けて、努

力してまいります。

これらの詳細につきましては、「対処すべき課題」をご参照ください。

 

EDINET提出書類

株式会社ＳＵＭＣＯ(E02103)

有価証券報告書

 24/113



第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当連結会計年度において実施致しました当社グループの設備投資の総額は11,496百万円であります。その主なもの

は、300mmウェーハ関連投資及び設備の維持・更新投資によるものです。

 

 

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備の状況は、当連結会計年度末現在、以下のとおりであります。

なお、当社グループの事業は「高純度シリコン」のみの単一セグメントであるため、セグメント別の記載は省略して

おります。

 

(1)提出会社 平成26年12月31日現在
 

事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人）建物及び

構築物
機械装置及
び運搬具

土地
(面積千㎡）

その他 合計

九州事業所

伊万里工場

(佐賀県伊万里市)

半導体用ウェーハ

製造設備
51,107 11,623

4,336

(516)
5,472 72,540

1,990

(54)

九州事業所

佐賀工場

(佐賀県杵島郡)

半導体用ウェーハ

製造設備
3,880 1,039

641

(73)
143 5,704

476

(－)

米沢工場

(山形県米沢市)

半導体用ウェーハ

製造設備
6,646 815

1,289

(105)
37 8,789

305

(2)

 

(2)国内子会社 平成26年12月31日現在
 

会社名
事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額（百万円）

従業員数
（人）建物及び

構築物

機械装置
及び運搬
具

土地
(面積千㎡）

その他 合計

SUMCO

TECHXIV㈱

本社・工場

(長崎県大村市)

半導体用

ウェーハ

製造設備

5,554 1,584
2,508

(173)
383 10,031

896

(43)

 

(3)在外子会社 平成26年12月31日現在
 

会社名
事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額（百万円）

従業員数
（人）建物及び

構築物

機械装置
及び運搬
具

土地
(面積千㎡）

その他 合計

FORMOSA

SUMCO

TECHNOLOGY

CORPORATION

本社・工場

(台湾雲林縣)

半導体用

ウェーハ

製造設備

9,600 33,772
458

(66)
1,218 45,050

1,123

(－)

（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品、リース資産、建設仮勘定であります。なお、金額には消

費税等を含めておりません。

２．従業員数欄の（　）は、年間平均臨時従業員数を外数で記載しております。

３．上記の他、主要な賃貸借及びリース設備はありません。
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３【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループの設備投資につきましては、景気予測、業界動向、設備投資効率等を総合的に勘案して計画すること

としております。

　平成26年12月31日現在における重要な設備の新設、除却等の計画は次のとおりであります。

なお、当社グループの事業は「高純度シリコン」のみの単一セグメントであるため、セグメント別の記載は省略して

おります。

 

(1)重要な設備の新設

　該当事項はありません。

なお、当社は、平成27年３月３日開催の取締役会において、事業再生計画後の新たな成長ステージの指針である

「新中期経営戦略」を決議いたしました。

特に重要となる設備投資戦略については、まず、第一フェーズとして、足元の需給環境及び当社グループの高い

技術力を背景に、本格的な価格改善・価格正常化の実現を目指すとともに、300mm向け次世代高精度対応・開発装置

の導入等、高精度品対応のための適切な設備投資を実施し、更なる競争力の強化による利益率向上を目指します。

次に、第二フェーズとして、あくまで十分な価格改善・価格正常化を前提に、適切な需給バランスの維持に最大

限配慮しながら、時機を捉えた規律ある設備投資を実施いたします。また、機動的な設備投資の対応を目指し、価

格改善後は、徐々に投資効率の高いボトルネック解消投資を進めて参ります。更に顧客からのニーズに応じ、かつ

十分な投資対効果が期待できる場合は増産投資も検討いたします。

 

(2)重要な改修

　該当事項はありません。

 

(3)除却等

　経常的な設備更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数　（株）

普通株式 803,999,100

Ａ種種類株式 450

Ｂ種種類株式 450

計 804,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
（平成26年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年３月25日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 257,751,739 257,751,739
株式会社東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

Ａ種種類株式

（当該種類株

式は行使価額

修正条項付新

株予約権付社

債券等であり

ます。）

450 450 非上場
単元株式数

１株（注）

計 257,752,189 257,752,189 － －

（注）１．行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の特質は以下のとおりであります。

① 普通株式の株価の下落により取得価額が下方に修正された場合、取得請求権の行使により交付される普通株

式数が増加します。

② 取得価額の修正基準及び修正頻度

当初の取得価額は、取得請求権行使可能開始日に先立つ20連続取引日の東京証券取引所が発表する当社普通

株式の普通取引のＶＷＡＰの平均値（円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入しま

す。）に相当する額となります。但し、当初取得価額が700円（以下「下限取得価額」という。）を下回る場

合には、当初取得価額は下限取得価額とします。

取得価額は、取得請求権行使可能開始日以降、株式対価取得請求日における時価に相当する額に修正されま

す。但し、修正後取得価額が下限取得価額を下回る場合には、修正後取得価額は下限取得価額とします。

③ 取得価額の下限及び取得請求権の行使により交付されることとなる普通株式の株式数の上限

（ア）取得価額の下限

700円

（イ）取得請求権の行使により交付されることとなる普通株式の株式数の上限

64,285,713株

④ 当社の決定によるＡ種種類株式の全部又は一部の取得を可能とする旨の条項の有無

Ａ種種類株式には、強制償還日の遅くとも60取引日前に公告することにより、平成28年５月11日以降いつで

も、強制償還日の到来をもって、法令の定める範囲内において、Ａ種種類株式１株につき、Ａ種種類株式１株

当たりの払込金額相当額、Ａ種累積未払配当金相当額及び経過Ａ種配当金相当額（Ａ種期末配当金の額に、強

制償還日において、強制償還日の属する事業年度の初日（同日を含みます。）から強制償還日（同日を含みま

す。）までの日数を乗じた金額を365で除して得られる額をいいます。）の合計額に相当する額の金銭を対価

として、Ａ種種類株式の全部又は一部を取得することができる取得条項が付されております。

上記①乃至④の詳細は、下記注３．④乃至⑥をご参照ください。
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２．行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に関する事項は以下のとおりであります。

① 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第９項に規定するデリバティブ取引その他の取引の内容

該当事項はありません。

② 当該行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に表示された権利の行使に関する事項についての所有者と当

社との間の取決めの内容

各所有者は、Ａ種種類株式に係る株式対価取得請求権若しくは株式等対価取得請求権又はＢ種種類株式に係る

株式対価取得請求権を行使しようとする場合、当該取得請求日の一定期間前までに、当社及び他の所有者に対

して書面で通知する必要がある。

③ 当社の株券の売買に関する事項についての所有者と当社との間の取決めの内容

該当事項はありません。

④ 当社の株券の賃借に関する事項についての所有者と当社の特別利害関係者等との間の取決めの内容

該当事項はありません。

⑤ その他投資者の保護を図るため必要な事項

該当事項はありません。

 

３．Ａ種種類株式の内容は次のとおりであります。

① 剰余金の配当

（ⅰ）Ａ種期末配当金

当社は、剰余金の期末配当をするときは、当該剰余金の配当に係る基準日の最終の株主名簿に記載又は

記録されたＡ種種類株式を有する株主（以下「Ａ種種類株主」という。）又はＡ種種類株式の登録株式

質権者（Ａ種種類株主と併せて以下「Ａ種種類株主等」という。）に対し、普通株式を有する株主（以

下、本項において「普通株主」という。）又は普通株式の登録株式質権者（普通株主と併せて以下、本

項において「普通株主等」という。）及びＢ種種類株式を有する株主又はＢ種種類株式の登録株式質権

者（両者を併せて以下、本項において「Ｂ種種類株主等」という。）に先立ち、Ａ種種類株式１株につ

き、Ａ種種類株式１株当たりの払込金額相当額（但し、Ａ種種類株式につき、株式の分割、株式無償割

当て、株式の併合又はこれらに類する事由があった場合には、適切に調整される。）に、下記(ⅱ)に定

める配当年率（以下「優先配当年率」という。）を乗じて算出した額の金銭（以下「Ａ種期末配当金」

という。）の配当をする。なお、Ａ種期末配当金に、各Ａ種種類株主等の保有に係るＡ種種類株式の数

を乗じた金額に１円未満の端数が生じるときは、当該端数は切り捨てる。

（ⅱ）優先配当年率

優先配当年率は、2.50％とする。

（ⅲ）非参加条項

Ａ種種類株主等に対しては、Ａ種期末配当金の額を超えて剰余金の配当は行わない。

（ⅳ）累積条項

ある事業年度においてＡ種種類株主等に対してする剰余金の配当の額がＡ種期末配当金の額に達しない

ときは、その不足額は翌事業年度以降に累積する。累積した不足額（１株当たりの累積未払金を、以下

「Ａ種累積未払配当金相当額」という。）については、当該翌事業年度以降、Ａ種期末配当金並びに普

通株主等及びＢ種種類株主等に対する剰余金の配当に先立ち、Ａ種種類株主等に対して支払う。

② 残余財産の分配

（ⅰ）残余財産の分配

当社は、残余財産を分配するときは、Ａ種種類株主等に対し、普通株主等及びＢ種種類株主等に先立

ち、Ａ種種類株式１株につき、Ａ種種類株式１株当たりの払込金額相当額（但し、Ａ種種類株式につ

き、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合又はこれらに類する事由があった場合には、当社が適当

と判断する値に調整される。）に、Ａ種累積未払配当金相当額及び下記(ⅲ)に定める経過Ａ種配当金相

当額を加えた額の金銭（以下「Ａ種残余財産分配額」という。）を支払う。なお、Ａ種残余財産分配額

に、各Ａ種種類株主の保有に係るＡ種種類株式の数を乗じた金額に１円未満の端数が生じるときは、当

該端数は切り捨てる。

（ⅱ）非参加条項

Ａ種種類株主等に対しては、上記(ⅰ)のほか、残余財産の分配は行わない。

（ⅲ）経過Ａ種配当金相当額

Ａ種種類株式１株当たりの経過Ａ種配当金相当額は、Ａ種期末配当金の額に、残余財産の分配が行われ

る日（以下「分配日」という。）において、分配日の属する事業年度の初日（同日を含む。）から分配

日（同日を含む。）までの日数を乗じた金額を365で除して得られる額をいう。
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③ 議決権

Ａ種種類株主は、株主総会において議決権を有しない。

④ 普通株式を対価とする取得請求権

（ⅰ）株式対価取得請求権

Ａ種種類株主は、平成27年５月11日（以下「取得請求権行使可能開始日」という。）以降いつでも、法

令に従い、当社に対して、下記(ⅱ)に定める数の普通株式（以下「請求対象普通株式」という。）の交

付と引換えに、その有するＡ種種類株式の全部又は一部を取得することを請求することができるものと

し（以下、本項において「株式対価取得請求」という。）、当社は、当該株式対価取得請求に係るＡ種

種類株式を取得するのと引換えに、法令の許容する範囲内において、請求対象普通株式を当該Ａ種種類

株主に対して交付するものとする。

（ⅱ）Ａ種種類株式の取得と引換えに交付する普通株式の数

Ａ種種類株式の取得と引換えに交付する普通株式の数は、株式対価取得請求に係るＡ種種類株式の数に

払込金額相当額（但し、Ａ種種類株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合又はこれらに

類する事由があった場合には、当社が適当と判断する値に調整される。）に、Ａ種累積未払配当金相当

額及び経過Ａ種配当金相当額を加えた額を乗じて得られる額を、下記(ⅲ)乃至(ⅴ)で定める取得価額で

除して得られる数とする。なお、本(ⅱ)においては、上記②(ⅲ)に定める経過Ａ種配当金相当額の計算

における「残余財産の分配が行われる日」及び「分配日」をそれぞれ「当該株式対価取得請求が効力を

生じた日」（以下「株式対価取得請求日」という。）と読み替えて、経過Ａ種配当金相当額を計算す

る。また、株式対価取得請求に係るＡ種種類株式の取得と引換えに交付する普通株式の合計数に１株に

満たない端数があるときは、これを切り捨てるものとし、この場合においては、会社法第167条第３項

に定める金銭の交付は行わない。

（ⅲ）当初取得価額

取得価額は、当初、取得請求権行使可能開始日に先立つ20連続取引日（以下、本(ⅲ)において「当初取

得価額算定期間」という。）の株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」という。）が発表す

る当社の普通株式の普通取引のＶＷＡＰの平均値（円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を

四捨五入する。）（以下、本④において「当初取得価額」という。）とする。但し、当初取得価額が下

記(ⅳ)に定める下限取得価額を下回る場合は、当初取得価額は下限取得価額とする。なお、当初取得価

額算定期間中に下記(ⅴ)に規定する事由が生じた場合は、上記のＶＷＡＰの平均値は下記(ⅴ)に準じて

当社が適当と判断する値に調整される。

「取引日」とは、東京証券取引所において当社普通株式の普通取引が行われる日をいい、ＶＷＡＰのな

い日は含まれない（以下同じ。）。

（ⅳ）取得価額の修正

取得価額は、取得請求権行使可能開始日以降、株式対価取得請求日における時価（以下に定義され

る。）に相当する額に修正される（以下、本（ⅳ）において、かかる修正後の取得価額を「修正後取得

価額」という。）。但し、修正後取得価額が700円（以下、本項において「下限取得価額」という。）

を下回る場合には、修正後取得価額は下限取得価額とする。

「株式対価取得請求日における時価」は、各株式対価取得請求日に先立つ20連続取引日（以下、本(ⅳ)

において「取得価額算定期間」という。）の東京証券取引所が発表する当社の普通株式の普通取引のＶ

ＷＡＰの平均値（円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）とする。なお、

取得価額算定期間中に下記(ⅴ)に規定する事由が生じた場合、上記のＶＷＡＰの平均値は下記(ⅴ)に準

じて当社が適当と判断する値に調整される。

（ⅴ）取得価額の調整

（ア）以下に掲げる事由が発生した場合には、それぞれ以下のとおり取得価額（下限取得価額を含む。以下

同じ。）を調整する。

Ａ．普通株式につき株式の分割又は株式無償割当てをする場合、次の算式により取得価額を調整する。

なお、株式無償割当ての場合には、次の算式における「分割前発行済普通株式数」は「無償割当て

前発行済普通株式数（但し、その時点で当社が保有する普通株式を除く。）」、「分割後発行済普

通株式数」は「無償割当て後発行済普通株式数（但し、その時点で当社が保有する普通株式を除

く。）」とそれぞれ読み替える。

調整後取得価額＝調整前取得価額×
分割前発行済普通株式数

分割後発行済普通株式数

調整後取得価額は、株式の分割に係る基準日又は株式無償割当ての効力が生ずる日（株式無償割当

てに係る基準日を定めた場合は当該基準日）の翌日以降これを適用する。
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Ｂ．普通株式につき株式の併合をする場合、株式の併合の効力が生ずる日をもって次の算式により、取

得価額を調整する。

調整後取得価額＝調整前取得価額×
併合前発行済普通株式数

併合後発行済普通株式数

Ｃ．下記(エ)に定める普通株式１株当たりの時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行又は当社が

保有する普通株式を処分する場合（株式無償割当ての場合、普通株式の交付と引換えに取得される

株式若しくは新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。以下本(ⅴ)において同じ。）

の取得による場合、普通株式を目的とする新株予約権の行使による場合又は合併、株式交換若しく

は会社分割により普通株式を交付する場合を除く。）、次の算式（以下「取得価額調整式」とい

う。）により取得価額を調整する。調整後取得価額は、払込期日（払込期間を定めた場合には当該

払込期間の最終日）の翌日以降、また株主への割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日（以

下「株主割当日」という。）の翌日以降これを適用する。なお、当社が保有する普通株式を処分す

る場合には、次の算式における「新たに発行する普通株式の数」は「処分する当社が保有する普通

株式の数」、「当社が保有する普通株式の数」は「処分前において当社が保有する普通株式の数」

とそれぞれ読み替える。

 

調整後取得価額＝調整前取得価額×

（発行済普通株式数

－当社が保有する　

普通株式の数）

 

＋

新たに発行する

普通株式の数
×
１株当たり

払込金額

普通株式１株当たりの時価

（発行済普通株式数－当社が保有する普通株式の数）

＋新たに発行する普通株式の数

Ｄ．当社に取得をさせることにより又は当社に取得されることにより、下記(エ)に定める普通株式１株

当たりの時価を下回る普通株式１株当たりの取得価額をもって普通株式の交付を受けることができ

る株式を発行又は処分する場合（株式無償割当ての場合を含む。）、かかる株式の払込期日（払込

期間を定めた場合には当該払込期間の最終日。以下本Ｄ．において同じ。）に、株式無償割当ての

場合にはその効力が生ずる日（株式無償割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日。以下本

Ｄ．において同じ。）に、また株主割当日がある場合はその日に、発行又は処分される株式の全て

が当初の条件で取得され普通株式が交付されたものとみなし、取得価額調整式において「１株当た

り払込金額」としてかかる価額を使用して計算される額を、調整後取得価額とする。調整後取得価

額は、払込期日の翌日以降、株式無償割当ての場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また株主

割当日がある場合にはその日の翌日以降、これを適用する。

Ｅ．行使することにより又は当社に取得されることにより、普通株式１株当たりの新株予約権の払込価

額と新株予約権の行使に際して出資される財産の合計額が下記(エ)に定める普通株式１株当たりの

時価を下回る価額をもって普通株式の交付を受けることができる新株予約権を発行する場合（新株

予約権無償割当ての場合を含む。）、かかる新株予約権の割当日に、新株予約権無償割当ての場合

にはその効力が生ずる日（新株予約権無償割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日。以下本

Ｅ．において同じ。）に、また株主割当日がある場合はその日に、発行される新株予約権全てが当

初の条件で行使され又は取得されて普通株式が交付されたものとみなし、取得価額調整式において

「１株当たり払込金額」として普通株式１株当たりの新株予約権の払込価額と新株予約権の行使に

際して出資される財産の普通株式１株当たりの価額の合計額を使用して計算される額を、調整後取

得価額とする。調整後取得価額は、かかる新株予約権の割当日の翌日以降、新株予約権無償割当て

の場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また株主割当日がある場合にはその翌日以降、これを

適用する。但し、本Ｅ．による取得価額の調整は、当社又は当社の子会社の取締役、監査役又は従

業員に対してストック・オプション目的で発行される普通株式を目的とする新株予約権には適用さ

れないものとする。

（イ）上記(ア)に掲げた事由によるほか、下記Ａ．乃至Ｃ．のいずれかに該当する場合には、当社はＡ種種

類株主等に対して、あらかじめ書面によりその旨並びにその事由、調整後取得価額、適用の日及びそ

の他必要な事項を通知したうえ、取得価額の調整を適切に行うものとする。

Ａ．合併、株式交換、株式交換による他の株式会社の発行済株式の全部の取得、株式移転、吸収分割、

吸収分割による他の会社がその事業に関して有する権利義務の全部若しくは一部の承継又は新設分

割のために取得価額の調整を必要とするとき。

Ｂ．取得価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の取得価額の算

出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

Ｃ．その他、発行済普通株式数（但し、当社が保有する普通株式の数を除く。）の変更又は変更の可能

性を生ずる事由の発生によって取得価額の調整を必要とするとき。
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（ウ）取得価額の調整に際して計算が必要な場合は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四

捨五入する。

（エ）取得価額調整式に使用する普通株式１株当たりの時価は、調整後取得価額を適用する日に先立つ20連

続取引日の東京証券取引所が発表する当社の普通株式の普通取引のＶＷＡＰの平均値とする。

（オ）取得価額の調整に際し計算を行った結果、調整後取得価額と調整前取得価額との差額が１円未満にと

どまるときは、取得価額の調整はこれを行わない。

（ⅵ）取得請求権の行使の条件

株式対価取得請求日前の６ヶ月間に上記(ⅳ)に基づき取得価額が修正された場合には、当該取得請求は

できないものとする。

（ⅶ）取得請求受付場所

株主名簿管理人事務取扱場所　東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

（ⅷ）取得請求をしようとするＡ種種類株主は、当社の定める取得請求書に、当該取得請求に係るＡ種種類株

式の数その他必要事項を記載したうえ、上記(ⅶ)に記載する取得請求受付場所に提出しなければならな

い。

（ⅸ）取得の効力は、取得請求書が上記(ⅶ)に記載する取得請求受付場所に到着したときに発生し、当社は、

Ａ種種類株式を取得し、当該取得請求をしたＡ種種類株主は、当社がその取得と引換えに交付すべき普

通株式の株主となる。

（ⅹ）当社は、取得の効力発生後、当該取得請求をしたＡ種種類株主に対して、当該Ａ種種類株主が指定する

株式会社証券保管振替機構又は口座管理機関における振替口座簿の保有欄に振替株式の増加の記録を行

うことにより普通株式を交付する。

⑤ 金銭及びＢ種種類株式を対価とする取得請求権

（ⅰ）株式等対価取得請求権

Ａ種種類株主は、取得請求権行使可能開始日以降いつでも、法令に従い、当社に対して、金銭及びＢ種

種類株式を対価として、その有するＡ種種類株式の全部又は一部を取得することを請求することができ

るものとし（以下「株式等対価取得請求」という。）、当社は、当該株式等対価取得請求に係るＡ種種

類株式を取得するのと引換えに、法令の許容する範囲内において、当該株式等対価取得請求に係るＡ種

種類株式の数に払込金額相当額（但し、Ａ種種類株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併

合又はこれらに類する事由があった場合には、当社が適当と判断する値に調整される。）にＡ種累積未

払配当金相当額及び経過Ａ種配当金相当額を加えた額を乗じて得られる額並びに下記(ⅱ)に定める数の

Ｂ種種類株式（以下「請求対象Ｂ種種類株式」という。）を、当該Ａ種種類株主に対して交付するもの

とする。なお、本(ⅰ)においては、上記②(ⅲ)に定める経過Ａ種配当金相当額の計算における「残余財

産の分配が行われる日」及び「分配日」をそれぞれ「当該株式等対価取得請求が効力を生じた日」（以

下「株式等対価取得請求日」という。）と読み替えて、経過Ａ種配当金相当額を計算する。但し、当該

株式等対価取得請求がなされたＡ種種類株式の取得と引換えに交付することとなる金銭が、株式等対価

取得請求日における分配可能額（会社法第461条第２項に定めるものをいう。以下同じ。）を超えるお

それがある場合には、株式等対価取得請求がなされたＡ種種類株式の数に応じた比例按分その他当社の

取締役会が決定する方法により、Ａ種種類株式を取得するものとし、かかる方法に従い取得されなかっ

たＡ種種類株式については、取得請求がなされなかったものとみなす。

（ⅱ）Ａ種種類株式の取得と引換えに交付するＢ種種類株式の数

Ａ種種類株式の取得と引換えに交付するＢ種種類株式の数は、株式等対価取得請求に係るＡ種種類株式

の数に1.0を乗じて得られる数とする。また、株式等対価取得請求に係るＡ種種類株式の取得と引換え

に交付するＢ種種類株式の合計数に１株に満たない端数があるときは、これを切り捨てるものとし、こ

の場合においては、会社法第167条第３項に定める金銭の交付は行わない。

（ⅲ）取得請求受付場所及び取得請求の方法等

上記④(ⅶ)乃至(ⅸ)の規定は、本項による株式等対価取得請求の場合に準用する。
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⑥ 金銭を対価とする取得条項

当社は、法令に従い、強制償還日（以下に定義する。）の遅くとも60取引日前に公告することにより、平成

28年５月11日以降いつでも、当社の取締役会が別に定める日（以下、本項において「強制償還日」とい

う。）の到来をもって、法令の定める範囲内において、Ａ種種類株式の全部又は一部を取得することができ

るものとし、当社は、Ａ種種類株式を取得するのと引換えに、Ａ種種類株式１株につき、Ａ種種類株式１株

当たりの払込金額相当額（但し、Ａ種種類株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合又はこれ

らに類する事由があった場合には、当社が適当と判断する値に調整される。）に、Ａ種累積未払配当金相当

額及び経過Ａ種配当金相当額を加えた額の金銭を支払う。但し、一部取得を行うにあたり、取得するＡ種種

類株式は、比例按分の方法により、当社の取締役会が決定する。なお、本項においては、上記②(ⅲ)に定め

る経過Ａ種配当金相当額の計算における「残余財産の分配が行われる日」及び「分配日」をそれぞれ「強制

償還日」と読み替えて、経過Ａ種配当金相当額を計算する。

⑦ 譲渡制限

Ａ種種類株式を譲渡により取得するには、当社の取締役会の承認を受けなければならない。

⑧ 法令変更等

法令の変更等に伴い本要項の規定について読み替えその他の措置が必要となる場合には、当社の取締役会は

合理的に必要な措置を講じる。

⑨ 会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無

会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。

⑩ 議決権を有しないこととしている理由

資本増強にあたり、既存の株主への影響を考慮したためであります。

 

４．Ｂ種種類株式の内容は次のとおりであります。

① 剰余金の配当

（ⅰ）Ｂ種期末配当金

当社は、剰余金の期末配当をするときは、当該剰余金の配当に係る基準日（以下「Ｂ種期末配当基準

日」という。）の最終の株主名簿に記載又は記録されたＢ種種類株式を有する株主（以下、本項におい

て「Ｂ種種類株主」という。）又はＢ種種類株式の登録株式質権者（Ｂ種種類株主と併せて以下、本項

において「Ｂ種種類株主等」という。）に対し、普通株式を有する株主（以下、本項において「普通株

主」という。）又は普通株式の登録株式質権者（普通株主と併せて以下、本項において「普通株主等」

という。）と同順位で、Ｂ種種類株式１株につき、Ｂ種種類株式１株当たりの下記②(ⅰ)に定めるＢ種

残余財産分配額（但し、Ａ種種類株式又はＢ種種類株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の

併合又はこれらに類する事由があった場合には、適切に調整される。）に、下記(ⅱ)に定める配当年率

（以下「Ｂ種配当年率」という。）を乗じて算出した額の金銭（以下「Ｂ種期末配当金」という。）の

配当をする。なお、Ｂ種期末配当金に、各Ｂ種種類株主等の保有に係るＢ種種類株式の数を乗じた金額

に１円未満の端数が生じるときは、当該端数は切り捨てる。

（ⅱ）Ｂ種配当年率

Ｂ種配当年率は、Ｂ種期末配当基準日が属する事業年度中の日を基準日として普通株式に対して行われ

る普通株式１株当たりの剰余金の配当の総額をＢ種期末配当基準日から起算して３取引日前の日（同日

を含む。）に先立つ20連続取引日（以下、本(ⅱ)において「Ｂ種配当年率算定期間」という。）の東京

証券取引所が公表する当社の普通株式の普通取引のＶＷＡＰの平均値（円位未満小数第２位まで算出

し、その小数第２位を四捨五入する。）で除して得られた比率とする。なお、Ｂ種配当年率算定期間中

に下記④(ⅴ)に規定する事由が生じた場合は、上記のＶＷＡＰの平均値は下記④(ⅴ)に準じて当社が適

当と判断する値に調整される。

「取引日」とは、東京証券取引所において当社普通株式の普通取引が行われる日をいい、ＶＷＡＰのな

い日は含まれない（以下同じ。）。

（ⅲ）非参加条項

Ｂ種種類株主等に対しては、Ｂ種期末配当金の額を超えて剰余金の配当は行わない。

（ⅳ）非累積条項

ある事業年度においてＢ種種類株主等に対してする剰余金の配当の額がＢ種期末配当金の額に達しない

ときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。
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② 残余財産の分配

（ⅰ）残余財産の分配

当社は、残余財産を分配するときは、Ｂ種種類株主等に対し、普通株主等と同順位で、Ｂ種種類株式１

株につき、Ｂ種種類株式１株当たり20,000,000円（但し、Ａ種種類株式又はＢ種種類株式につき、株式

の分割、株式無償割当て、株式の併合又はこれらに類する事由があった場合には、当社が適当と判断す

る値に調整される。）（以下「Ｂ種残余財産分配額」という。）を支払う。なお、Ｂ種残余財産分配額

に、各Ｂ種種類株主等の保有に係るＢ種種類株式の数を乗じた金額に１円未満の端数が生じるときは、

当該端数は切り捨てる。

（ⅱ）非参加条項

Ｂ種種類株主等に対しては、上記(ⅰ)のほか、残余財産の分配は行わない。

③ 議決権

Ｂ種種類株主は、株主総会において議決権を有しない。

④ 普通株式を対価とする取得請求権

（ⅰ）株式対価取得請求権

Ｂ種種類株主は、いつでも、法令に従い、当社に対して、下記(ⅱ)に定める数の普通株式（以下「請求

対象普通株式」という。）の交付と引換えに、その有するＢ種種類株式の全部又は一部を取得すること

を請求することができるものとし（以下、本項において「株式対価取得請求」という。）、当社は、当

該株式対価取得請求に係るＢ種種類株式を取得するのと引換えに、法令の許容する範囲内において、請

求対象普通株式を、当該Ｂ種種類株主に対して交付するものとする。

（ⅱ）Ｂ種種類株式の取得と引換えに交付する普通株式の数

Ｂ種種類株式の取得と引換えに交付する普通株式の数は、株式対価取得請求に係るＢ種種類株式の数に

Ｂ種残余財産分配額（但し、Ａ種種類株式又はＢ種種類株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株

式の併合又はこれらに類する事由があった場合には、当社が適当と判断する値に調整される。）を乗じ

て得られる額を、下記(ⅲ)乃至(ⅴ)で定める取得価額で除して得られる数とする。また、株式対価取得

請求に係るＢ種種類株式の取得と引換えに交付する普通株式の合計数に１株に満たない端数があるとき

は、これを切り捨てるものとし、この場合においては、会社法第167条第３項に定める金銭の交付は行

わない。

（ⅲ）当初取得価額

取得価額は、当初、平成24年５月11日に先立つ12連続取引日（以下、本(ⅲ)において「当初取得価額算

定期間」という。）の東京証券取引所が発表する当社の普通株式の普通取引のＶＷＡＰの平均値（円位

未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）（以下、本項において「当初取得価

額」という。）とする。但し、当初取得価額が下記(ⅳ)に定める下限取得価額を下回る場合は、当初取

得価額は下限取得価額とする。なお、当初取得価額算定期間中に下記(ⅴ)に規定する事由が生じた場合

は、上記のＶＷＡＰの平均値は下記(ⅴ)に準じて当社が適当と判断する値に調整される。

（ⅳ）取得価額の修正

取得価額は、Ｂ種種類株式発行日以降、株式対価取得請求日における時価（以下に定義される。）に相

当する額に修正される（以下、本（ⅳ）において、かかる修正後の取得価額を「修正後取得価額」とい

う。）。但し、修正後取得価額が200円（以下、本項において「下限取得価額」という。）を下回る場

合には、修正後取得価額は下限取得価額とする。

「株式対価取得請求日における時価」は、各株式対価取得請求日に先立つ12連続取引日（以下、本(ⅳ)

において「取得価額算定期間」という。）の東京証券取引所が発表する当社の普通株式の普通取引のＶ

ＷＡＰの平均値（円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）とする。なお、

取得価額算定期間中に下記(ⅴ)に規定する事由が生じた場合、上記のＶＷＡＰの平均値は下記(ⅴ)に準

じて当社が適当と判断する値に調整される。

（ⅴ）取得価額の調整

（ア）以下に掲げる事由が発生した場合には、それぞれ以下のとおり取得価額を調整する。但し、下限取得

価額については、平成24年５月11日以降、本(ⅴ)に規定する事由が生じた場合に調整する（以下同

じ。）。
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Ａ．普通株式につき株式の分割又は株式無償割当てをする場合、次の算式により取得価額を調整する。

なお、株式無償割当ての場合には、次の算式における「分割前発行済普通株式数」は「無償割当て

前発行済普通株式数（但し、その時点で当社が保有する普通株式を除く。）」、「分割後発行済普

通株式数」は「無償割当て後発行済普通株式数（但し、その時点で当社が保有する普通株式を除

く。）」とそれぞれ読み替える。

調整後取得価額＝調整前取得価額×
分割前発行済普通株式数

分割後発行済普通株式数

調整後取得価額は、株式の分割に係る基準日又は株式無償割当ての効力が生ずる日（株式無償割当

てに係る基準日を定めた場合は当該基準日）の翌日以降これを適用する。

Ｂ．普通株式につき株式の併合をする場合、株式の併合の効力が生ずる日をもって次の算式により、取

得価額を調整する。

調整後取得価額＝調整前取得価額×
併合前発行済普通株式数

併合後発行済普通株式数

Ｃ．下記(エ)に定める普通株式１株当たりの時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行又は当社が

保有する普通株式を処分する場合（株式無償割当ての場合、普通株式の交付と引換えに取得される

株式若しくは新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。以下本(ⅴ)において同じ。）

の取得による場合、普通株式を目的とする新株予約権の行使による場合又は合併、株式交換若しく

は会社分割により普通株式を交付する場合を除く。）、次の算式（以下「取得価額調整式」とい

う。）により取得価額を調整する。調整後取得価額は、払込期日（払込期間を定めた場合には当該

払込期間の最終日）の翌日以降、また株主への割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日（以

下「株主割当日」という。）の翌日以降これを適用する。なお、当社が保有する普通株式を処分す

る場合には、次の算式における「新たに発行する普通株式の数」は「処分する当社が保有する普通

株式の数」、「当社が保有する普通株式の数」は「処分前において当社が保有する普通株式の数」

とそれぞれ読み替える。

 

調整後取得価額＝調整前取得価額×

（発行済普通株式数

－当社が保有する　

普通株式の数）

 

＋

新たに発行する

普通株式の数
×
１株当たり

払込金額

普通株式１株当たりの時価

（発行済普通株式数－当社が保有する普通株式の数）

＋新たに発行する普通株式の数

 Ｄ．当社に取得をさせることにより又は当社に取得されることにより、下記(エ)に定める普通株式１

株当たりの時価を下回る普通株式１株当たりの取得価額をもって普通株式の交付を受けることがで

きる株式を発行又は処分する場合（株式無償割当ての場合を含む。）、かかる株式の払込期日（払

込期間を定めた場合には当該払込期間の最終日。以下本Ｄ．において同じ。）に、株式無償割当て

の場合にはその効力が生ずる日（株式無償割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日。以下本

Ｄ．において同じ。）に、また株主割当日がある場合はその日に、発行又は処分される株式の全て

が当初の条件で取得され普通株式が交付されたものとみなし、取得価額調整式において「１株当た

り払込金額」としてかかる価額を使用して計算される額を、調整後取得価額とする。調整後取得価

額は、払込期日の翌日以降、株式無償割当ての場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また株主

割当日がある場合にはその日の翌日以降、これを適用する。

Ｅ．行使することにより又は当社に取得されることにより、普通株式１株当たりの新株予約権の払込価

額と新株予約権の行使に際して出資される財産の合計額が下記(エ)に定める普通株式１株当たりの

時価を下回る価額をもって普通株式の交付を受けることができる新株予約権を発行する場合（新株

予約権無償割当ての場合を含む。）、かかる新株予約権の割当日に、新株予約権無償割当ての場合

にはその効力が生ずる日（新株予約権無償割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日。以下本

Ｅ．において同じ。）に、また株主割当日がある場合はその日に、発行される新株予約権全てが当

初の条件で行使され又は取得されて普通株式が交付されたものとみなし、取得価額調整式において

「１株当たり払込金額」として普通株式１株当たりの新株予約権の払込価額と新株予約権の行使に

際して出資される財産の普通株式１株当たりの価額の合計額を使用して計算される額を、調整後取

得価額とする。調整後取得価額は、かかる新株予約権の割当日の翌日以降、新株予約権無償割当て

の場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また株主割当日がある場合にはその翌日以降、これを

適用する。但し、本Ｅ．による取得価額の調整は、当社又は当社の子会社の取締役、監査役又は従

業員に対してストック・オプション目的で発行される普通株式を目的とする新株予約権には適用さ

れないものとする。
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（イ）上記(ア)に掲げた事由によるほか、下記Ａ．乃至Ｃ．のいずれかに該当する場合には、当社はＢ種種

類株主等に対して、あらかじめ書面によりその旨並びにその事由、調整後取得価額、適用の日及びそ

の他必要な事項を通知したうえ、取得価額の調整を適切に行うものとする。

Ａ．合併、株式交換、株式交換による他の株式会社の発行済株式の全部の取得、株式移転、吸収分割、

吸収分割による他の会社がその事業に関して有する権利義務の全部若しくは一部の承継又は新設分

割のために取得価額の調整を必要とするとき。

Ｂ．取得価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の取得価額の算

出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

Ｃ．その他、発行済普通株式数（但し、当社が保有する普通株式の数を除く。）の変更又は変更の可能

性を生ずる事由の発生によって取得価額の調整を必要とするとき。

（ウ）取得価額の調整に際して計算が必要な場合は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四

捨五入する。

（エ）取得価額調整式に使用する普通株式１株当たりの時価は、調整後取得価額を適用する日に先立つ12連

続取引日の東京証券取引所が発表する当社の普通株式の普通取引のＶＷＡＰの平均値とする。

（オ）取得価額の調整に際し計算を行った結果、調整後取得価額と調整前取得価額との差額が１円未満にと

どまるときは、取得価額の調整はこれを行わない。

（ⅵ）取得請求権の行使の条件

株式対価取得請求日前の６ヶ月間に上記(ⅳ)に基づき取得価額が修正された場合には、当該取得請求は

できないものとする。

（ⅶ）取得請求受付場所

株主名簿管理人事務取扱場所　東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

（ⅷ）取得請求をしようとするＢ種種類株主は、当社の定める取得請求書に、当該取得請求に係るＢ種種類株

式の数その他必要事項を記載したうえ、上記(ⅶ)に記載する取得請求受付場所に提出しなければならな

い。

（ⅸ）取得の効力は、取得請求書が上記(ⅶ)に記載する取得請求受付場所に到着したときに発生し、当社は、

Ｂ種種類株式を取得し、当該取得請求をしたＢ種種類株主は、当社がその取得と引換えに交付すべき普

通株式の株主となる。

（ⅹ）当社は、取得の効力発生後、当該取得請求をしたＢ種種類株主に対して、当該Ｂ種種類株主が指定する

株式会社証券保管振替機構又は口座管理機関における振替口座簿の保有欄に振替株式の増加の記録を行

うことにより普通株式を交付する。

⑤ 金銭を対価とする取得条項

当社は、法令に従い、強制償還日（以下に定義する。）の遅くとも60取引日前に公告することにより、平成

28年５月11日以降いつでも、当社の取締役会が別に定める日（以下、本項において「強制償還日」とい

う。）の到来をもって、法令の定める範囲内において、Ｂ種種類株式の全部又は一部を取得することができ

るものとし、当社は、Ｂ種種類株式を取得するのと引換えに、Ｂ種種類株式１株につき、Ｂ種種類株式１株

当たりのＢ種残余財産分配額（但し、Ａ種種類株式又はＢ種種類株式につき、株式の分割、株式無償割当

て、株式の併合又はこれらに類する事由があった場合には、当社が適当と判断する値に調整される。）を支

払う。但し、一部取得を行うにあたり、取得するＢ種種類株式は、当社の取締役会が決定する。

⑥ 譲渡制限

Ｂ種種類株式を譲渡により取得するには、当社の取締役会の承認を受けなければならない。

⑦ 法令変更等

法令の変更等に伴い本要項の規定について読み替えその他の措置が必要となる場合には、当社の取締役会は

合理的に必要な措置を講じる。

⑧ 会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無

会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。

⑨ 議決権を有しないこととしている理由

資本増強にあたり、既存の株主への影響を考慮したためであります。

 

５．当社は、Ａ種種類株式及びＢ種種類株式について、「第２　事業の状況」の「５．経営上の重要な契約等」に

記載の割当先３社との間で、「第２　事業の状況」の「３．対処すべき課題」の「(2)資本増強・資本再構築プ

ランについて」に記載の本覚書を締結しています。
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（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成24年４月27日

（注）１
－ 257,751,739 － 114,107 △86,046 －

平成24年５月11日

（注）２

Ａ種種類株式

450
257,752,189 22,500 136,607 22,500 22,500

平成24年５月11日

（注）３

 

－
257,752,189 － 136,607 △12,000 10,500

（注）１．平成24年４月27日（効力発生日）をもって資本準備金の額を減少させ、その他資本剰余金に振り替えており

ます。

２．平成24年５月11日を払込期日とする第三者割当の方法により、Ａ種種類株式を発行しております。

３．平成24年５月11日（効力発生日）をもって資本準備金の額を減少させ、その他資本剰余金に振り替えており

ます。

４．平成24年３月８日に提出した臨時報告書に記載した「手取金の使途ごとの内容、金額及び支出予定時期」に

ついて、重要な変更が生じております。

①変更の理由

当社は、平成24年５月11日を払込期日とする第三者割当の方法によりＡ種種類株式を発行し、その発行総額

45,000百万円から発行諸費用概算額を差し引いた差引手取概算額44,700百万円について、下記「②変更の内

容」の「（変更前）」に記載の手取金の使途に充当する予定でした。

当社グループでは、平成24年度に開始した事業再生計画に基づき、ソーラー用シリコンウェーハ事業からの

撤退、半導体用シリコンウェーハ事業の生産拠点の再編と集約並びに生産体制再構築に伴う要員体制の見直

し等の諸施策を着実に実施し、固定費の圧縮及び収益力の強化に努めてまいりました。然しながら、事業再

生計画策定以降、事業環境が事業再生計画策定時の想定を下回る状況が続いたため、財務安定性の維持を優

先し、不急と判断できる設備投資及び研究開発投資等を削減したことから、44,700百万円のうち、13,832百

万円が未充当となりました。

これらの状況から、かかる未充当金の使途については、平成27年３月３日付で公表した「資本増強・資本再

構築プラン」と併せて検討を行い、同日付でその充当先を決定し、当社のＡ種種類株式を保有する新日鐵住

金株式会社、三菱マテリアル株式会社及びジャパン・インダストリアル・ソリューションズ第壱号投資事業

有限責任組合が平成27年５月11日に金銭及びＢ種種類株式を対価とする取得請求権を行使することに伴い交

付される金銭の一部に充当することといたしました。

②変更の内容

変更の内容は次のとおりです。

（変更前）

手取金の使途ごとの内容、金額及び支出予定時期

具体的な使途 金額 支払予定時期

①更なる競争力の向上に向けた半導体用シリコン

ウェーハの高精度化対応投資及び研究開発投

資、等

14,100百万円 平成24年６月～平成27年１月

②事業用資産（ウェーハ生産設備等）の維持更新

に係る設備投資
19,100百万円 平成24年６月～平成27年１月

③営業活動の運転資金 11,500百万円 平成24年６月～平成27年１月
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（変更後）

手取金の使途ごとの内容、金額及び支出予定時期

具体的な使途 金額 支払予定時期

①更なる競争力の向上に向けた半導体用シリコン

ウェーハの高精度化対応投資及び研究開発投

資、等

11,438百万円 平成24年６月～平成27年１月

②事業用資産（ウェーハ生産設備等）の維持更新

に係る設備投資
7,930百万円 平成24年６月～平成27年１月

③営業活動の運転資金 11,500百万円 平成24年６月～平成27年１月

④Ａ種種類株式の取得請求権行使に伴い交付され

る金銭の一部
13,832百万円  平成27年５月

 

 

 

（６）【所有者別状況】

①普通株式

平成26年12月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その
他

計
個人以外 個人

株主数（人） － 36 29 270 304 24 36,609 37,272 －

所有株式数

（単元）
－ 264,724 17,647 1,446,007 641,687 442 206,230 2,576,737 78,039

所有株式数の

割合（％）
－ 10.27 0.68 56.11 24.90 0.01 8.00 100.00 －

（注）１．自己株式6,246株は、「個人その他」に62単元及び「単元未満株式の状況」に46株含めて記載しておりま

す。

２．「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が２単元含まれております。

 

②Ａ種種類株式

平成26年12月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数１株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その
他

計
個人以外 個人

株主数（人） － － － 3 － － － 3 －

所有株式数

（単元）
－ － － 450 － － － 450 －

所有株式数の

割合（％）
－ － － 100.00 － － － 100.00 －
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（７）【大株主の状況】
 

  平成26年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

新日鐵住金株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目６番１号 71,700 27.82

三菱マテリアル株式会社 東京都千代田区大手町１丁目３番２号 71,700 27.82

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 6,388 2.48

MSCO CUSTOMER SECURITIES（常任代

理人 モルガン・スタンレーMUFG証

券株式会社

1585 BROADWAY NEW YORK, NEW YORK 10036,

U.S.A.

（東京都千代田区大手町１丁目９－７）

5,419 2.10

STATE STREET BANK AND TRUST

COMPANY（常任代理人 香港上海銀行

東京支店カストディ業務部）

ONE LINCOLN STREET, BOSTON MA USA 02111

（東京都中央区日本橋３丁目11－１）
5,089 1.97

STATE STREET BANK AND TRUST

COMPANY 505225（常任代理人 株式

会社みずほ銀行決済営業部）

P.O BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101

U.S.A.

（東京都中央区月島４丁目16－13）

4,052 1.57

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８－11 3,857 1.50

JP MORGAN CHASE BANK 380055（常

任代理人 株式会社みずほ銀行決済

営業部）

270 PARK AVENUE, NEW YORK, NY 10017,

UNITED STATES OF AMERICA

（東京都中央区月島４丁目16－13）

3,535 1.37

CHASE MANHATTAN BANK GTS CLIENTS

ACCOUNT ESCROW（常任代理人 株式

会社みずほ銀行決済営業部）

5TH FLOOR, TRINITY TOWER 9, THOMAS MORE

STREET LONDON, E1W 1YT, UNITED KINGDOM

（東京都中央区月島４丁目16－13）

2,759 1.07

JP MORGAN CHASE BANK 380084（常

任代理人 株式会社みずほ銀行決済

営業部）

125 LONDON WALL, LONDON, EC2Y 5AJ,

UNITED KINGDOM

（東京都中央区月島４丁目16－13）

2,293 0.89

計 － 176,794 68.59

（注）信託銀行等の信託業務に係る株式数については、当社として網羅的に把握することができないため、株主名簿上

の名義での保有株式数を記載しております。
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なお、所有株式に係る議決権の個数の多い順上位10名は、以下のとおりであります。

  平成26年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有議決権数
（個）

総株主の議決権
に対する所有議
決権数の割合
(％)

新日鐵住金株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目６番１号 717,000 27.83

三菱マテリアル株式会社 東京都千代田区大手町１丁目３番２号 717,000 27.83

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 63,880 2.48

MSCO CUSTOMER SECURITIES（常任代

理人 モルガン・スタンレーMUFG証

券株式会社

1585 BROADWAY NEW YORK, NEW YORK 10036,

U.S.A

（東京都千代田区大手町１丁目９－７）

54,196 2.10

STATE STREET BANK AND TRUST

COMPANY（常任代理人 香港上海銀行

東京支店カストディ業務部）

ONE LINCOLN STREET, BOSTON MA USA 02111

（東京都中央区日本橋３丁目１１－１）
50,894 1.98

STATE STREET BANK AND TRUST

COMPANY 505225（常任代理人 株式

会社みずほ銀行決済営業部）

P.O BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101

U.S.A

（東京都中央区月島４丁目16－13）

40,524 1.57

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８－11 38,571 1.50

JP MORGAN CHASE BANK 380055（常

任代理人 株式会社みずほ銀行決済

営業部）

270 PARK AVENUE, NEW YORK, NY 10017,

UNITED STATES OF AMERICA

（東京都中央区月島４丁目16－13）

35,352 1.37

CHASE MANHATTAN BANK GTS CLIENTS

ACCOUNT ESCROW（常任代理人 株式

会社みずほ銀行決済営業部）

5TH FLOOR, TRINITY TOWER 9, THOMAS MORE

STREET LONDON, E1W 1YT, UNITED KINGDOM

（東京都中央区月島４丁目16－13）

27,592 1.07

JP MORGAN CHASE BANK 380084（常

任代理人 株式会社みずほ銀行決済

営業部）

125 LONDON WALL, LONDON, EC2Y 5AJ,

UNITED KINGDOM

（東京都中央区月島４丁目16－13）

22,935 0.89

計 － 1,767,944 68.61
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式
Ａ種種類株式

450
－

「１ （１） ②発行済

株式」の「内容」を参

照ください。

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

6,200
－ 単元株式数100株

完全議決権株式（その他）
普通株式

257,667,500
2,576,675 同上

単元未満株式
普通株式

78,039
－ 同上

発行済株式総数 257,752,189 － －

総株主の議決権 － 2,576,675 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が200株含まれております。

また、「議決権の数」には同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。

２．「単元未満株式」の普通株式には、当社名義の株式が46株含まれております。

 

②【自己株式等】

平成26年12月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（株）ＳＵＭＣＯ
東京都港区芝浦一丁目２

番１号
6,200 － 6,200 0.00

計 － 6,200 － 6,200 0.00

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 420 590,490

当期間における取得自己株式 220 390,500

（注）当期間における取得自己株式には、平成27年３月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取請求に

よる株式は含めておりません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式
－ － － －

その他

（ － ）
－ － － －

保有自己株式数 6,246 － 6,466 －

（注）当期間における保有自己株式には、平成27年３月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取請求に

よる株式は含めておりません。
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３【配当政策】

　当社は、株主に対する適正な利益還元を経営の重要課題として認識しており、配当政策に関しては、各事業年度に

おける利益水準、次期以降の見通し、設備投資に係る資金需要及び内部留保の状況等を総合的に勘案した上で、株主

への利益配当を実施していく方針であります。

　また、内部留保資金は設備投資、研究開発投資などに充当し、事業基盤の安定と企業価値の向上に努めてまいりま

す。

　当社は中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、これらの剰余金の配当の決

定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　当社は、「取締役会の決議により、毎年６月30日の株主名簿に記録された株主もしくは登録株式質権者に対し、中

間配当を行うことができる。」旨を定款に定めております。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）

平成27年３月25日

定時株主総会決議
普通株式 1,030 4.00

平成27年３月25日

定時株主総会決議
Ａ種種類株式 1,125 2,500,000.00

 

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第12期 第13期 第14期 第15期 第16期

決算年月 平成23年１月 平成24年１月 平成25年１月 平成25年12月 平成26年12月

最高（円） 2,105 1,685 1,065 1,422 1,883

最低（円） 1,098 520 480 725 675

（注）１．最高・最低株価は、株式会社東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

２．第15期は、決算期変更により平成25年２月１日から平成25年12月31日までの11ヶ月間となっております。

 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成26年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 997 970 1,367 1,472 1,670 1,883

最低（円） 910 809 888 1,035 1,462 1,453

（注）最高・最低株価は、株式会社東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

 

役名及び職名 氏名 生年月日 略　　歴 任期

所有する
当社の普
通株式数
（株）

代表取締役

取締役社長
橋本　眞幸 昭和26年１月10日生

昭和51年４月 三菱金属株式会社　入社

（注）４ 8,900

平成17年４月 三菱マテリアル株式会社　電子材料事業カンパ

ニーシリコン事業部長

平成17年６月 同社　執行役員、経営企画室長

平成18年６月 同社　常務執行役員、電子材料事業カンパニー

プレジデント

平成19年６月 同社　常務取締役（代表取締役）、電子材料事

業カンパニー　プレジデント

平成22年４月 当社　取締役

平成23年６月 三菱マテリアル株式会社　取締役副社長（代表

取締役）

平成24年４月 当社　取締役社長（代表取締役）（現任）

代表取締役

副社長

社長補佐

瀧井　道治 昭和25年２月10日生

昭和49年４月 住友金属工業株式会社　入社

（注）４ 7,700

平成17年４月 同社　常務執行役員、和歌山製鉄所副所長

平成17年10月 同社　常務執行役員、経営企画部長

平成18年４月 当社　取締役

平成21年４月 住友金属工業株式会社　専務執行役員

平成21年６月 同社　取締役、専務執行役員

平成24年４月 当社　取締役・副社長（代表取締役）（現任）

取締役

専務執行役員

営業本部長

遠藤　晴充 昭和28年１月12日生

昭和50年４月 三菱金属株式会社　入社

（注）４ 7,700

平成16年４月 当社　生産・技術本部　千歳事業所長

平成17年11月 当社　営業本部営業第二部長

平成18年３月 当社　執行役員、営業本部営業第一部長

平成20年４月 当社　常務執行役員、営業本部副本部長

平成24年１月 当社　常務執行役員、営業本部長

平成24年４月 当社　取締役・専務執行役員、営業本部長

（現任）

取締役

専務執行役員

技術本部長

降屋　久 昭和29年10月30日生

昭和58年４月 三菱金属株式会社　入社

（注）４ 4,000

平成17年４月 当社　生産・技術本部結晶技術部長

平成19年４月 当社　生産・技術本部米沢事業所長

平成20年４月 当社　執行役員、生産・技術本部米沢事業所長

平成23年４月 当社　常務執行役員、ソーラー事業部長

平成24年４月 当社　常務執行役員、生産・技術本部副本部長

平成24年10月 当社　常務執行役員、技術本部長

平成25年４月 当社　取締役・常務執行役員、技術本部長

平成26年３月 当社　取締役・専務執行役員、技術本部長（現

任）

取締役

専務執行役員

生産本部長

平本　一男 昭和31年９月13日生

昭和57年４月 住友金属工業株式会社　入社

（注）４ 3,500

平成17年４月 当社　生産・技術本部ウェーハ技術部長

平成19年４月 当社　生産・技術本部関西事業所長

平成20年４月 当社　執行役員、生産・技術本部関西事業所長

平成23年２月 当社　執行役員、生産・技術本部副本部長

平成23年４月 当社　取締役・常務執行役員、生産・技術本部

副本部長

平成24年10月 当社　取締役・常務執行役員　生産本部長

平成26年３月 当社　取締役・専務執行役員　生産本部長（現

任）
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役名及び職名 氏名 生年月日 略　　歴 任期

所有する
当社の普
通株式数
株）

取締役

常務執行役員
井上　文夫 昭和32年８月22日生

昭和56年４月 住友金属工業株式会社　入社

（注）５ 3,300

平成19年４月 当社　経営管理部長

平成21年４月 当社　経営管理部長、企画室長

平成22年２月 当社　社長室長、経営管理部長

平成23年４月 当社　執行役員、社長室長、経営管理部長

平成24年10月 当社　執行役員、社長室経営企画部長

平成26年３月 当社　常務執行役員、社長室財務部長

平成27年３月 当社　取締役、常務執行役員、経営企画部長

（現任）

取締役 中岡　誠 昭和34年９月22日生

昭和57年４月 住友金属工業株式会社　入社

（注）４ －

平成14年４月 同社　経営企画部事業第二グループ

平成15年６月 同社　鋼板・建材カンパニー企画部

平成19年４月 同社　経営企画部事業第二グループ長

平成20年10月 同社　経営企画部関連事業グループ長

平成24年４月 当社　取締役（現任）

平成24年10月

平成25年６月

新日鐵住金株式会社　関係会社部部長（現任）

共英製鋼株式会社　社外監査役（現任）

取締役 三冨　正博 昭和39年２月13日生

昭和62年10月 アーサー・アンダーセン東京事務所　入所

（注）４ 400

平成３年３月 公認会計士登録

平成３年９月 アーサー・アンダーセンサンフランシスコ事務

所　シニア

平成６年９月 同シアトル事務所　マネージャー

平成８年３月 同アトランタ事務所　シニア・マネージャー

平成13年５月 株式会社バリュークリエイト　代表取締役（現

任）

平成21年４月 慶応義塾大学ビジネススクール非常勤講師（現

任）

平成26年３月 当社　取締役（現任）

取締役 目代　史朗 昭和33年６月22日生

昭和57年４月 三菱金属株式会社　入社

（注）５ －

平成19年６月 三菱マテリアル株式会社　電子材料事業カンパ

ニー機能材料事業部　技術・管理部長

平成22年６月 同社　電子材料事業カンパニー機能材料事業部

営業部長

平成23年11月 同社　電子材料事業カンパニー機能材料事業部

副事業部長

平成25年４月 同社　電子材料事業カンパニー戦略・マーケ

ティング部長

平成26年４月 同社　電子材料事業カンパニーシリコン事業部

長（現任）

平成27年３月 当社　取締役（現任）

常勤監査役 吉川　博 昭和29年10月11日生

昭和52年４月 住友金属工業株式会社　入社

（注）６ 2,600

平成14年10月 当社　販売企画部長

平成16年４月 当社　営業本部販売管理部長

平成17年４月 当社　営業本部海外営業第二部長

平成19年１月 当社　営業本部本部長補佐

平成19年10月 当社　ソーラー事業部ソーラー企画部長

平成23年４月 当社　常勤監査役（現任）

常勤監査役 片濱　久 昭和31年９月18日生

昭和60年４月 住友金属工業株式会社　入社

（注）７ 3,100

平成18年３月 当社　品質保証部長

平成21年４月 当社　技術管理部長

平成22年２月 当社　生産・技術本部本部長補佐

平成23年４月 当社　執行役員

平成25年２月 当社　技監

平成27年３月 当社　常勤監査役（現任）
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役名及び職名 氏名 生年月日 略　　歴 任期

所有する
当社の普
通株式数
（株）

監査役 田中　等 昭和25年７月28日生

昭和51年４月 弁護士登録

成富総合法律事務所　入所

（注）６ －平成15年10月 成富総合法律事務所　代表（現任）

平成17年４月 当社　監査役（現任）

平成26年６月 株式会社東京エネシス　社外取締役（現任）

監査役 山ノ辺　敬介 昭和26年11月５日生

昭和50年４月 三菱鉱業セメント株式会社　入社

（注）６ －

平成17年10月 三菱マテリアル株式会社　経理・財務部門財務

室長

平成20年４月 同社　経理・財務部門長

平成20年６月 同社　執行役員、経理・財務部門長

平成22年４月 当社　監査役（現任）

平成22年６月 三菱マテリアル株式会社　常務取締役（代表取

締役）

平成24年６月 同社　常勤監査役（現任）

監査役 上原　学 昭和37年５月４日生

昭和61年４月 住友金属工業株式会社　入社

（注）７ －

平成18年４月 同社　経理部主計室長

平成21年１月 同社　鋼板・建材カンパニー企画部長

平成24年10月 同社　鹿島製鐵所業務部長

平成26年４月 同社　経営企画部上席主幹兼関係会社部上席主

幹（現任）

平成26年６月 日本コークス工業株式会社　社外監査役（現

任）

平成27年３月 当社　監査役（現任）

新日本電工株式会社　社外監査役(現任)

     計 41,200

（注）１．取締役中岡誠、三冨正博及び目代史朗の各氏は、社外取締役であります。

２．監査役田中等、山ノ辺敬介及び上原学の各氏は、社外監査役であります。

３．略歴欄の会社沿革の記載における留意事項

(1）平成２年12月　三菱金属株式会社が三菱鉱業セメント株式会社と合併し、三菱マテリアル株式会社に商号

変更

(2）平成17年10月　成富総合法律事務所が丸の内南法律事務所に名称変更

(3）平成24年10月　住友金属工業株式会社が新日本製鐵株式会社と合併し新日鐵住金株式会社となりました。

４．平成26年３月28日開催の定時株主総会から平成28年３月開催予定の定時株主総会終結の時までであります。

５．平成27年３月25日開催の定時株主総会から平成28年３月開催予定の定時株主総会終結の時までであります。

６．平成25年４月25日開催の定時株主総会から平成29年３月開催予定の定時株主総会終結の時までであります。

７．平成27年３月25日開催の定時株主総会から平成29年３月開催予定の定時株主総会終結の時までであります。
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 （執行役員の状況）

　当社は、執行役員制度を導入しております。執行役員は以下の15名です。

職名 氏名 担　　当

※　社長 橋本　眞幸 全般統理

※　副社長

 

瀧井　道治

 

社長補佐（全般）

社長室長

※　専務執行役員 遠藤　晴充 営業本部長

※　専務執行役員

 

降屋　　久

 

技術本部長

システム　関連統括

※　専務執行役員

 

平本　一男

 

生産本部長

九州事業所長

※　常務執行役員

 

井上　文夫

 

経営企画部長

経理部、財務部　担当

常務執行役員

 

田中　恵一

 

技術本部副本部長

カスタマー技術部、品質保証部　担当

常務執行役員 池澤　一浩 ＪＳＱ事業部長

常務執行役員 宮地　政治 SUMCO TECHXIV株式会社取締役副社長

執行役員 伊藤　誠人 FORMOSA SUMCO TECHNOLOGY CORPORATION董事・総経理

執行役員 龍田　次郎 SUMCO Phoenix Corporation社長

執行役員 森川　高行 総務部、人事労政部、安全環境防災管理部　担当

執行役員 澁谷　博史 広報・IR室長

執行役員 新屋敷　浩 千歳工場長

執行役員

 

 

阿波　俊弘

 

 

営業本部副本部長

海外営業部長

国内営業部　担当

（注）※印の執行役員は、取締役を兼務しております。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、企業価値の向上を実現することにより株主からの負託に応えるとともに、株主以外のステークホール

ダーとも良好な関係を構築・維持していくことが経営上の重要課題であると認識しており、以下のようなコーポ

レート・ガバナンスに関わる諸施策を実施して、迅速な経営意思決定と業務執行における透明性・公平性の確保

を図っております。また、経営の透明性を高めるために、適時かつ適切な情報開示に努めてまいることとしてお

ります。

 

〔コーポレート・ガバナンス体制の概要〕

 

(2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

①現状の体制の概要

ａ．当社の取締役会は、取締役９名（うち３名は社外取締役）で構成され、法定事項及び重要な業務執行をは

じめとする重要事項に関する意思決定を行うと共に、取締役の職務執行及び各執行役員の業務執行状況を

監督しており、経営コンサルタントとしての職務を通じて培われた企業経営等に関する専門的知見及び公

認会計士としての職務を通じて培われた財務・会計に関する専門的知見を有する社外取締役１名及び当社

事業に知見を有し、かつ、経営全般に優れた見識を備える社外取締役２名を選任することにより、外部の

視点を入れた経営の監督機能の強化に努めております。なお、取締役会は、原則月１回開催しており、必

要がある場合は、適宜臨時取締役会を開催いたします。

ｂ．経営会議は、常務執行役員以上で構成され、経営上の重要事項を審議しております。経営会議は、原則毎

週開催しております。

ｃ．当社は執行役員制を採用することにより、経営の意思決定・監督機関としての取締役会と、その意思決定

に基づく業務執行機能を分離し、事業環境の変化への機動性を高め、意思決定の迅速性の確保を図ってお

ります。

ｄ．各業務運営組織は、担当の執行役員の下、社内規定においてそれぞれの組織権限や実行責任者の明確化

等、適切な事務手続きを定めております。
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ｅ．当社は、監査役会制度を採用しており、監査役会は、常勤監査役２名と社外監査役３名の５名で構成され

ております。各監査役は、監査役会で策定された監査役監査基準・監査計画に基づき、社内各部門及びグ

ループ会社に対し監査役監査を実施し、取締役会をはじめとする重要会議への出席や業務及び財産の状況

を調査することにより、取締役の職務執行を監視・監査しております。また、経営の監視機能強化のた

め、弁護士としての高い専門知識を有する社外監査役１名、及び財務・会計に関する相当程度の知見を有

する社外監査役２名を選任しております。

ｆ．内部監査については、「監査室」（人員７名）を設置し、内部監査規定及び年度監査実施計画に基づき、

経営の効率性やコンプライアンス状況等の監査を実施し、監査結果を社長及び被監査部門に報告・通知す

ると共に、是正処置の実行を求め、適宜、調査・確認を行っております。

なお、監査役と監査室は、定期的に会合を持ち監査結果の報告、情報・意見交換等を行い、連携して効率

的監査に努めております。

ｇ．会計監査については、有限責任監査法人トーマツを選任しております。

　会計監査についての監査責任者の氏名、監査業務に係る補助者の構成は、以下のとおりであります。

・監査責任者の氏名

有限責任監査法人トーマツ　公認会計士　　　平野　満

公認会計士　　　長沼　洋佑

・会計監査業務に係る補助者の構成

公認会計士９名、その他16名

ｈ．監査役、監査室及び会計監査人の間では、それぞれが行う監査の計画、進捗及び結果を報告・説明する

等、相互の情報及び意見の交換を行っております。

②現状の体制を採用している理由

執行役員制を採用し、業務執行機能と意思決定・監督機能を分離することにより、事業環境の変化への機動性

を高め、意思決定の迅速性の確保を図っております。また、企業経営等に関する専門性及び公認会計士として

の財務・会計に関する専門性と独立性、当社事業に知見を有し、かつ、経営全般に優れた見識を備える社外取

締役を選任し、また、弁護士として高い専門性と独立性、経営全般に優れた見識、財務・会計に関する相当程

度の知見、それぞれを有する社外監査役を選任しております。これにより、外部の視点を入れた経営の監督・

監視機能の強化を図り、併せて前述の執行役員制の採用により、迅速な意思決定と業務執行における透明性・

公平性の確保が図れると考えております。

③監査役の機能強化に向けた取組み状況

ａ．監査役の職務を補助すべきものとして、監査役付（人員４名）を設置しております。また、監査役付の独

立性を確保するため、その人事異動に関しては、監査役会の事前の同意を必要とし、人事評価に関しては

常勤監査役が実施することとしております。

ｂ．社外監査役３名のうち１名は、弁護士として法令等に対する深い知見を有しており、かつ、関連会社・大

株主・主要な取引先の出身者等ではないため、一般株主と利益相反の生じるおそれがない社外監査役であ

ります。

ｃ．社外監査役３名のうち２名が財務・会計に関する相当程度の知見を有しております。

ｄ．監査役に対し、取締役会をはじめとする重要会議への出席の機会を積極的に設け、また、経営、業績等に

重大な影響を及ぼす事項等の監査役に報告すべき事項を社内規定で定め、適切に監査役に報告しておりま

す。

④内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

ａ．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

1)役職員の職務の執行が法令及び定款に適合し、かつ社会的責任を果たすための行動基準として「ＳＵＭＣ

Ｏ行動憲章」を定め、これを役員・従業員に周知徹底しております。

2)「ＳＵＭＣＯ行動憲章」を遵守するうえでの最高責任者として遵法担当役員を置き、各部門の責任者は、

定期的に行動憲章の遵守の状況を遵法担当役員に報告しております。

3)法令・定款上の違反又は疑義ある行為等に関する通報窓口を設置しております。

4)内部監査担当部門により、各部門におけるコンプライアンスの状況に関する定期的な監査を実施しており

ます。

5)「ＳＵＭＣＯ行動憲章」に明記している反社会的勢力との関係を絶ち、反社会的勢力からの不当な要求に

応じないという考え方を、役員・従業員に対して、より一層周知徹底しております。

ｂ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務の執行に係る情報については、法令、定款及び社内規定に基づき、適切に保存・管理を行う

こととし、取締役、監査役、会計監査人等が、閲覧・謄写可能な状態にするよう整備しております。
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ｃ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

1)リスク管理に係る基本事項を定めた「リスク管理基本規定」を制定し、この規定に基づき、重大なリスク

発生時における情報伝達ルート及び、緊急対策本部の設置等の体制を整備しております。

2)リスク管理全般を統括する組織として「Business Security Committee(BSC)」を設置し、リスク管理に関

する全社方針の策定及びリスク対応進捗状況の確認等を行うことにしております。

3)情報漏洩リスク、金融市場リスク、品質リスク等の個別のリスクについては、リスク管理基本規定に基づ

き、社内規定等を定め適切に管理しております。

ｄ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

1)経営の意思決定・監督機能と業務執行機能を分離する執行役員制を採用し、取締役会は経営方針等の重要

事項の意思決定並びに取締役の職務執行及び執行役員の業務執行を監督し、執行役員は、取締役会で定め

られた職務分担に基づき業務を執行しております。

2)経営上の重要事項は、常務執行役員以上を構成員とする経営会議で審議しております。

3)取締役会への付議事項は、付議基準を定め明確にし、執行役員の職務権限は、社内規定で定め、その責任

と権限を明確にしております。

4)取締役会は中期経営計画・年度予算を策定し、執行役員はその達成に向けて業務を執行しております。職

務の執行状況は、執行役員を兼務する取締役が、取締役会において定期的に報告しております。

ｅ．会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

1)当社の「ＳＵＭＣＯ行動憲章」と同等の行動憲章を各子会社ごとに制定することを通じて、当社グループ

の一員として企業倫理の確立及びコンプライアンス体制の構築を図っております。

2)子会社管理の担当部門を置き、社内規定により当社の子会社に対する管理基準を明確にして、子会社並び

に当社グループ全体における経営の健全性、効率性等の向上を図っております。

3)当社の内部監査担当部門は、定期的に子会社に対する内部監査を実施しております。

ｆ．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制並びにそ

の使用人の取締役からの独立性に関する事項

1)監査役の職務を補助すべき使用人として、監査役付を設置しております。

2)前項の監査役付の独立性を確保するため、その人事異動に関しては監査役会の事前の同意を必要とし、人

事評価に関しては常勤監査役が実施しております。

ｇ．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

取締役は、経営、業績等に重大な影響を及ぼす事項等の監査役に報告すべき事項を社内規定で定め、適切

に監査役に報告しております。

ｈ．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

1)監査役と取締役社長との間において、定期的に又は必要あると認める場合は、意見交換を実施しておりま

す。

2)監査役に対し、取締役会をはじめとする重要会議への出席の機会を積極的に設けております。

⑤株主総会の特別決議要件

 当社は、会社法第309条第２項に定める決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分

の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これは、

株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするも

のであります。

⑥種類株式に関する事項

ａ．単元株式数

普通株式の単元株式数は100株でありますが、Ａ種種類株式には議決権がないため、単元株式数は１株

としております。

ｂ．議決権の有無及び内容の差異並びにその理由

普通株式は、株主としての権利内容に制限のない株式ですが、Ａ種種類株主は、株主総会において議決

権を有しません。これは、Ａ種種類株式が株主総会において議決権を行使することを目的とする株式でな

いことから議決権がない内容としたものであります。

⑦取締役の定数

 当社の取締役は14名以内とする旨定款に定めております。

⑧取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、またその決議は累積投票によらない旨定款に定めており

ます。
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⑨自己株式取得の決定機関

当社は、会社法第165条第２項の規定に従い、取締役会の決議により、市場取引等による自己株式の取得を

行うことができる旨定款に定めております。これは、機動的な資本政策を可能とすることを目的とするもので

あります。

⑩中間配当

当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議により、毎年６月30日の株主名簿に記録され

た株主もしくは登録株式質権者に対し、中間配当を行うことができる旨定款に定めております。これは、株主

への機動的な利益還元を目的とするものであります。

⑪役員報酬等

ａ．役員報酬の内容

役員区分
報酬等の総額

（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 支給人員

（人）基本報酬 賞与 退職慰労金

取締役

（うち社外取締役）

242,800

(6,900)

242,800

(6,900)

－

(－)

－

(－)

10

(4)

監査役

（うち社外監査役）

59,228

(7,500)

59,228

(7,500)

－

(－)

－

(－)

5

(3)

合計

（うち社外役員）

302,028

(14,400)

302,028

(14,400)

－

(－)

－

(－)

15

(7)

（注）１．取締役の報酬限度額は、平成19年４月26日開催の第８期定時株主総会において、年額500,000千円

以内（但し、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

２．監査役の報酬限度額は、平成17年４月26日開催の第６期定時株主総会において、月額5,900千円以

内と決議いただいております。

３．上記人数及び支給額には、平成26年３月28日開催の第15期定時株主総会終結の時をもって任期満了

により退任した取締役２名及び辞任により退任した監査役１名を含み、無報酬の取締役１名及び監

査役１名を除いております。

４．当事業年度末日現在の人数は、取締役９名及び監査役５名であります。

ｂ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

当社の取締役の報酬は、株主総会でご承認を頂いた取締役報酬総額の範囲内で、業績動向等を勘案の上、

常勤・非常勤の別及び役職の別の基本報酬の基準、並びに賞与の基準を定め、当該基準の範囲内で、取締

役会決議に基づき、決定しております。

監査役の報酬は、株主総会でご承認を頂いた監査役報酬総額の枠内で、監査役の協議で決定いたします。

⑫株式の保有状況

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

１銘柄   3百万円

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、保有区分、株式数、貸借対照表計上額及び保有

目的

（前事業年度）

特定投資株式

該当事項はありません。

みなし保有株式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成25年12月31日現在

銘柄 株式数（株）（注）１
貸借対照表計上額

（百万円）（注）２
保有目的（注）３

ミライアル（株） 688,100 1,083

退職給付を目的に信託設

定しており当社が議決権

行使の指図権を有してい

ます。

（注）１．議決権行使権限の対象となる株式数を記載しております。

２．みなし保有株式の事業年度末日における時価に議決権行使権限の対象となる株式数を乗じて得た

額を記載しております。

３．当社が有する権限の内容を記載しております。
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（当事業年度）

特定投資株式

該当事項はありません。

みなし保有株式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成26年12月31日現在

銘柄 株式数（株）（注）１
貸借対照表計上額

（百万円）（注）２
保有目的（注）３

ミライアル（株） 688,100 1,167

退職給付を目的に信託設

定しており当社が議決権

行使の指図権を有してい

ます。

（注）１．議決権行使権限の対象となる株式数を記載しております。

２．みなし保有株式の事業年度末日における時価に議決権行使権限の対象となる株式数を乗じて得た

額を記載しております。

３．当社が有する権限の内容を記載しております。

⑬会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要

社外取締役中岡誠は、当社の普通株式及びＡ種種類株式の株主である新日鐵住金株式会社の関係会社部部長

であります。当社は上記株主のグループ会社との間で、多結晶シリコンの購入等の取引がありますが、これら

の取引は上記株主のグループ会社との間での取引であり、上記社外取締役個人が利害関係を有するものではあ

りません。

社外取締役三冨正博は、株式会社バリュークリエイトで代表取締役を務めておりますが、当社との間で人的

関係はなく、当社の関係会社、大株主、主要な取引先の関係者でなく、また、当社から役員報酬以外に金銭そ

の他の財産を得ていないため、一般株主と利益相反の生じるおそれがないため、東京証券取引所の定めに基づ

く独立役員として指定し、同取引所へ届け出ております。

社外取締役目代史朗は、当社の普通株式及びＡ種種類株式の株主である三菱マテリアル株式会社の電子材料

事業カンパニーシリコン事業部長であり、当社は同社及び同社グループから原材料を購入する等の取引を行っ

ております。

社外監査役田中等は、丸の内南法律事務所で代表を務める弁護士でありますが、当社との間で人的関係はな

く、当社の関係会社、大株主、主要な取引先の関係者でなく、また、当社から役員報酬以外に金銭その他の財

産を得ていないため、一般株主と利益相反の生じるおそれがないため、東京証券取引所の定めに基づく独立役

員として指定し、同取引所へ届け出ております。

社外監査役山ノ辺敬介は、当社の普通株式及びＡ種種類株式の株主である三菱マテリアル株式会社の常勤監

査役であります。当社は上記株主又はそのグループ会社との間で、多結晶シリコンの購入等の取引を行ってお

りますが、これらの取引は上記株主のグループ会社との間での取引であり、上記社外監査役個人が利害関係を

有するものではありません。

社外監査役上原学は、当社の普通株式及びＡ種種類株式の株主である新日鐵住金株式会社の経営企画部上席

主幹兼関係会社部上席主幹であります。当社は上記株主のグループ会社との間で、多結晶シリコンの購入等の

取引を行っておりますが、これらの取引は上記株主のグループ会社との間での取引であり、上記社外監査役個

人が利害関係を有するものではありません。

社外取締役及び社外監査役と当社との資本的関係につきましては、社外取締役三冨正博は、当社の株式を所

有しており、その所有株式数は、「５．役員の状況」の「所有する当社の普通株式数」の欄に記載のとおりで

あります。

⑭社外取締役又は社外監査役を選任するための提出会社からの独立性に関する基準又は方針の内容

当社は、社外取締役又は社外監査役を選任するための独立性に関する基準又は方針として明確に定めたもの

はありませんが、その選任に際しては、経歴や当社との関係を踏まえて、当社経営陣から独立した立場で社外

役員としての職務を遂行できる十分な独立性が確保できることを個別に判断しております。

⑮社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部

統制部門との関係

社外取締役及び社外監査役は取締役会において内部統制及び監査役監査の報告を受けております。また、社

外監査役は監査役会において監査役による監査実施状況報告、監査室による内部監査報告、会計監査人による

会計監査報告を受けております。
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⑯社外取締役及び社外監査役との間で締結している責任限定契約の内容の概要

当社は、社外取締役及び社外監査役として、有用な人材を迎え、その役割を十分に発揮できるよう、会社法

第427条第１項に基づき、現行定款において、社外取締役及び社外監査役との間で、当社への損害賠償責任を

限定する契約を締結できる旨を定めております。当該規定に基づき、当社は社外取締役３名及び社外監査役３

名との間で、責任限定契約を締結しておりますが、その内容の概要は、以下のとおりであります。

・社外取締役及び社外監査役が職務を行うにつき、善意でかつ重大な過失なくして会社法第423条第１項の損

害賠償責任を負う場合は、会社法第425条第１項に掲げる額の合計をもって、損害賠償責任の限度とし、こ

れを超える部分については、当社に対する損害賠償責任を負わない。

 

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく

報酬（百万円）

非監査業務に基づく報

酬（百万円）

監査証明業務に基づく

報酬（百万円）

非監査業務に基づく報

酬（百万円）

提出会社 78 0 84 0

連結子会社 26 0 26 0

計 104 0 110 0

 

②【その他重要な報酬の内容】

　当社及び当社の在外連結子会社は、当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属しているDeloitte

Touche Tohmatsuに対して、監査証明業務等に基づく報酬を支払っております。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）

海外の子会社に出向している従業員に係る所得証明書作成業務であります。

 

（当連結会計年度）

海外の子会社に出向している従業員に係る所得証明書作成業務であります。

 

④【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬は、監査日数、当社の規模・事業の特性等を総合的に勘案し、決定

しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について
(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、当連結会計年度（平成26年１月１日から平成26年12月31日まで）の連結財務諸表に含まれる比較情報につ

いては、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成24年９月21日

内閣府令第61号）附則第３条第２項により、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、当事業年度（平成26年１月１日から平成26年12月31日まで）の財務諸表に含まれる比較情報については、

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成24年９月21日内閣府令

第61号）附則第２条第２項により、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。

(3）当社は、平成25年4月25日開催の第14期定時株主総会において、定款の一部変更を決議し、決算期を１月31日か

ら12月31日に変更いたしました。これに伴い、前連結会計年度及び前事業年度は、平成25年２月１日から平成25年

12月31日までの11ヶ月間となっております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成26年１月１日から平成26年12月

31日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成26年１月１日から平成26年12月31日まで）の財務諸表について、有限

責任監査法人トーマツにより監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、同

機構が主催するセミナーへ参加すること等に努めております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】
 

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成25年12月31日)

当連結会計年度
(平成26年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 31,363 42,016

受取手形及び売掛金 30,806 42,522

有価証券 31,500 23,700

商品及び製品 14,750 15,204

仕掛品 12,189 13,600

原材料及び貯蔵品 115,719 121,999

繰延税金資産 149 142

その他 ※７ 7,791 ※７ 6,609

貸倒引当金 △11 △8

流動資産合計 244,259 265,787

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 193,796 195,468

減価償却累計額 △100,992 △107,010

建物及び構築物（純額） ※２ 92,804 ※２ 88,457

機械装置及び運搬具 707,616 722,521

減価償却累計額 △655,640 △670,812

機械装置及び運搬具（純額） ※２ 51,976 ※２ 51,709

土地 ※４ 20,279 ※４ 20,321

建設仮勘定 8,133 7,710

その他 13,717 14,315

減価償却累計額 △13,116 △13,488

その他（純額） 600 826

有形固定資産合計 173,794 169,025

無形固定資産   

のれん 13,573 11,915

ソフトウエア 2,090 2,569

その他 198 166

無形固定資産合計 15,862 14,651

投資その他の資産   

投資有価証券 ※１ 119 ※１ 81

長期前渡金 ※７ 54,306 ※７ 50,814

長期前払費用 3,434 4,105

繰延税金資産 5,623 5,092

その他 ※１ 1,519 ※１ 1,396

貸倒引当金 △396 △385

投資その他の資産合計 64,606 61,105

固定資産合計 254,263 244,783

資産合計 498,522 510,570
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成25年12月31日)

当連結会計年度
(平成26年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 29,952 29,602

短期借入金 ※２,※５,※６ 89,110 ※２,※５,※６ 65,673

リース債務 3,727 954

未払法人税等 477 1,060

賞与引当金 2,016 951

設備関係支払手形及び設備関係未払金 1,259 2,766

その他 8,696 11,547

流動負債合計 135,238 112,556

固定負債   

長期借入金 ※２,※５ 143,841 ※２,※５ 151,658

リース債務 2,159 2,749

繰延税金負債 895 1,537

再評価に係る繰延税金負債 ※４ 1,559 ※４ 1,558

退職給付引当金 17,505 －

退職給付に係る負債 － 21,677

その他 2,486 2,107

固定負債合計 168,447 181,288

負債合計 303,686 293,845

純資産の部   

株主資本   

資本金 136,607 136,607

資本剰余金 15,676 15,676

利益剰余金 15,924 30,946

自己株式 △9 △10

株主資本合計 168,198 183,220

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 0 0

繰延ヘッジ損益 － △1

土地再評価差額金 ※４ 2,671 ※４ 2,670

為替換算調整勘定 △2,675 2,600

在外子会社の退職給付債務調整額 △143 －

退職給付に係る調整累計額 － △3,488

その他の包括利益累計額合計 △147 1,781

少数株主持分 26,785 31,723

純資産合計 194,836 216,725

負債純資産合計 498,522 510,570
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成25年２月１日
　至　平成25年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年12月31日)

売上高 185,105 225,319

売上原価 ※１ 147,965 ※１ 175,485

売上総利益 37,140 49,833

販売費及び一般管理費 ※２,※３ 19,338 ※２,※３ 24,191

営業利益 17,801 25,642

営業外収益   

受取利息 29 44

受取配当金 16 20

諸資材売却益 8 166

為替差益 － 161

受取保険金 41 88

その他 718 234

営業外収益合計 813 716

営業外費用   

支払利息 3,168 3,637

為替差損 6,064 －

固定資産除売却損 278 493

その他 2,038 301

営業外費用合計 11,550 4,432

経常利益 7,065 21,926

特別損失   

事業構造改善費用 ※４ 2,672 －

特別損失合計 2,672 －

税金等調整前当期純利益 4,392 21,926

法人税、住民税及び事業税 395 995

法人税等調整額 1,715 1,584

法人税等合計 2,111 2,579

少数株主損益調整前当期純利益 2,281 19,347

少数株主利益 1,566 3,057

当期純利益 715 16,289
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【連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　平成25年２月１日
　至　平成25年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年12月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 2,281 19,347

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 0 △0

繰延ヘッジ損益 3,431 △1

為替換算調整勘定 10,848 7,544

在外子会社の退職給付債務調整額 △279 －

退職給付に係る調整額 － 32

その他の包括利益合計 ※ 14,000 ※ 7,575

包括利益 16,281 26,922

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 10,946 21,580

少数株主に係る包括利益 5,335 5,342
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自平成25年２月１日　至平成25年12月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 136,607 15,676 16,849 △8 169,124

当期変動額      

剰余金の配当   △1,640  △1,640

当期純利益   715  715

土地再評価差額金の取崩   0  0

自己株式の取得    △0 △0

連結範囲の変動      

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

     

当期変動額合計 － － △925 △0 △925

当期末残高 136,607 15,676 15,924 △9 168,198

 

          

 その他の包括利益累計額

少数株主持
分

純資産合計
 

その他有
価証券評
価差額金

繰延ヘッ
ジ損益

土地再評
価差額金

為替換算
調整勘定

在外子会
社の退職
給付債務
調整額

退職給付
に係る調
整累計額

その他の
包括利益
累計額合
計

当期首残高 0 △3,431 2,671 △9,618 － － △10,378 21,579 180,325

当期変動額          

剰余金の配当         △1,640

当期純利益         715

土地再評価差額金の取崩   △0    △0  －

自己株式の取得         △0

連結範囲の変動          

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

0 3,431  6,943 △143 － 10,231 5,205 15,436

当期変動額合計 0 3,431 △0 6,943 △143 － 10,230 5,205 14,510

当期末残高 0 － 2,671 △2,675 △143 － △147 26,785 194,836
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当連結会計年度（自平成26年１月１日　至平成26年12月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 136,607 15,676 15,924 △9 168,198

当期変動額      

剰余金の配当   △1,287  △1,287

当期純利益   16,289  16,289

土地再評価差額金の取崩   0  0

自己株式の取得    △0 △0

連結範囲の変動   19  19

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 15,022 △0 15,022

当期末残高 136,607 15,676 30,946 △10 183,220

 

          

 その他の包括利益累計額

少数株主持
分

純資産合計
 

その他有
価証券評
価差額金

繰延ヘッ
ジ損益

土地再評
価差額金

為替換算
調整勘定

在外子会
社の退職
給付債務
調整額

退職給付
に係る調
整累計額

その他の
包括利益
累計額合
計

当期首残高 0 － 2,671 △2,675 △143 － △147 26,785 194,836

当期変動額          

剰余金の配当         △1,287

当期純利益         16,289

土地再評価差額金の取崩   △0    △0  －

自己株式の取得         △0

連結範囲の変動         19

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

△0 △1  5,275 143 △3,488 1,929 4,938 6,868

当期変動額合計 △0 △1 △0 5,275 143 △3,488 1,928 4,938 21,889

当期末残高 0 △1 2,670 2,600 － △3,488 1,781 31,723 216,725
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
 

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成25年２月１日
　至　平成25年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 4,392 21,926

減価償却費 21,024 19,471

のれん償却額 1,657 1,657

事業構造改善費用 2,672 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △125 △37

賞与引当金の増減額（△は減少） △250 △1,138

退職給付引当金の増減額（△は減少） △537 －

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － 796

受取利息及び受取配当金 △46 △65

支払利息 3,168 3,637

固定資産除売却損益（△は益） 236 479

売上債権の増減額（△は増加） 3,678 △10,323

たな卸資産の増減額（△は増加） △27,055 △6,505

その他の流動資産の増減額（△は増加） 1,807 974

仕入債務の増減額（△は減少） △1,208 △2,361

その他の流動負債の増減額（△は減少） △5,513 2,655

その他 1,904 2,786

小計 5,806 33,953

利息及び配当金の受取額 46 66

利息の支払額 △3,289 △3,642

法人税等の支払額 △222 △531

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,341 29,845

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形及び無形固定資産の取得による支出 △8,399 △9,962

有形固定資産の売却による収入 147 38

子会社株式の取得による支出 － △0

その他 △483 109

投資活動によるキャッシュ・フロー △8,735 △9,814

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △39,769 △25,181

長期借入れによる収入 97,650 66,900

長期借入金の返済による支出 △55,011 △57,505

セール・アンド・リースバックによる収入 3,029 1,504

リース債務の返済による支出 △8,640 △3,767

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △1,640 △1,287

少数株主への配当金の支払額 △130 △403

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,513 △19,741

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,668 2,525

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △9,240 2,815

現金及び現金同等物の期首残高 72,103 62,863

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減

額（△は減少）
－ 38

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 62,863 ※ 65,716
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

（１）連結子会社の数　15社

連結子会社は「第１　企業の概況」の「４　関係会社の状況」に記載しているとおりであります。

なお、前連結会計年度において非連結子会社であったSUMCO Taiwan Technology Corporationは重要性が増し

たため、当連結会計年度より連結の範囲に含めております。

（２）主要な非連結子会社の名称等

非連結子会社の数　４社

主要な非連結子会社の名称

SUMCO Korea Corporation

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため除外しております。

２．持分法の適用に関する事項

（１）持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数及び主要な会社等の名称

持分法適用の非連結子会社及び関連会社はありません。

（２）持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等

主要な会社等の名称

SUMCO Korea Corporation

（持分法を適用していない理由）

持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社数は４社であり、いずれも当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）に与える影響は軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、

持分法の適用から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４．会計処理基準に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

（イ）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用しております。

時価のないもの

　主として、移動平均法による原価法を採用しております。

（ロ）デリバティブ

時価法を採用しております。

（ハ）たな卸資産

主として、総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

を採用しております。

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

（イ）有形固定資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産を除く）

主として、建物は定額法、その他の資産は定率法を採用しております。

耐用年数は、建物及び構築物は主として31年、機械装置及び運搬具は主として５年であります。

（ロ）無形固定資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産を除く）

ソフトウエアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

（ハ）リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産）

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

EDINET提出書類

株式会社ＳＵＭＣＯ(E02103)

有価証券報告書

 61/113



（３）重要な引当金の計上基準

（イ）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（ロ）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち、当連結会計年度の負担額を計上しております。

（ハ）役員賞与引当金

　役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額を計上しております。

（４）退職給付に係る会計処理の方法

（イ）退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、主として期間定額基準によっております。

（ロ）数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用は、主としてその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法

により発生時から費用処理しております。

数理計算上の差異は、主としてその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定

額法で按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

（ハ）未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の処理方法

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその

他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

（５）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、各社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。なお、在外子会社の資産及び負債は、各社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び

費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び少数株主持分

に含めて計上しております。

（６）重要なヘッジ会計の方法

（イ）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理をしております。なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理を

採用しております。

（ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象

借入金に係る市場金利変動リスクを回避するため金利スワップ取引を、外貨建予定取引の為替変動リスクを

回避するため為替予約取引を行っております。

（ハ）ヘッジ方針

　主として当社の市場リスク管理方針に基づき、市場金利変動リスク及び為替変動リスクをヘッジしておりま

す。市場金利変動リスクについては、総借入に占める固定金利建借入比率を一定割合以上に維持しておりま

す。また、為替変動リスクについては、売上見込額の範囲内で為替予約を行っております。

（ニ）ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ手段及びヘッジ対象について、個別取引ごとのヘッジ効果を検証しております。ただし、ヘッジ手段

とヘッジ対象に関する元本・利率・期間・通貨等の重要な条件が同一の場合は、ヘッジ効果が極めて高いこと

から、ヘッジの有効性の評価は省略しております。

（７）のれんの償却方法及び償却期間

のれんは15年～20年間で均等償却しております。

（８）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に満期日または償還日の到来する短期投資からなっております。

（９）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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（会計方針の変更）

(退職給付に関する会計基準等の適用)

当連結会計年度末より、「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給

付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５

月17日。以下「退職給付適用指針」という。）を適用しております（ただし、退職給付会計基準第35項本文及び退職

給付適用指針第67項本文に掲げられた定めを除く。）。これにより、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を

退職給付に係る負債として計上する方法に変更し、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用を退職給付に係

る負債に計上しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な扱いに従っており、当連結会計

年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に加減しておりま

す。この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る負債が3,361百万円計上されるとともに、その他の包括

利益累計額が3,361百万円減少しております。

また、退職給付会計基準等の適用により、連結貸借対照表、連結包括利益計算書及び連結株主資本等変動計算書に

おいて、従来「在外子会社の退職給付債務調整額」を区分して表示しておりましたが、当連結会計年度末より「退職

給付に係る調整累計額」にあわせて表示しております。なお、当連結会計年度末の連結貸借対照表及び連結株主資本

等変動計算書のその他の包括利益累計額における「在外子会社の退職給付債務調整額」は△127百万円、当連結会計

年度の連結包括利益計算書のその他の包括利益における「在外子会社の退職給付債務調整額」は32百万円でありま

す。

なお、１株当たり純資産額は13.05円減少しております。

 

（未適用の会計基準等）

(退職給付に関する会計基準等)

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日）及び「退職給付に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日）の公表

(1)概要

本会計基準等は財務報告を改善する観点及び国際的な動向を踏まえ、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務

費用の処理方法、退職給付債務及び勤務費用の計算方法並びに開示の拡充を図っております。

(2)適用予定日

退職給付債務及び勤務費用の計算方法の改正については、平成27年12月期の期首から適用予定であります。

なお、当該会計基準等には経過的な取り扱いが定められているため、過去の期間の連結財務諸表に対しては遡及適

用しません。

(3)当会計基準等の適用による影響

退職給付債務及び勤務費用の計算方法の改正による連結財務諸表に与える影響額については、平成27年12月期の期

首において、利益剰余金額が2,896百万円増加する見込みであります。また、平成27年12月期の連結損益計算書に

与える影響額については現在評価中であります。

 

（企業結合に関する会計基準等）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）及び「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成25年９月13日）並びに「連結財務諸表に関す

る会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）の公表

(1)概要

主な改正点は以下のとおりであります。

・支配が継続している場合の子会社に対する親会社の持分変動による差額は、資本剰余金として計上する方法に改

正されました。なお、改正前会計基準における「少数株主持分」について、当該会計基準等では「非支配株主持

分」に変更されました。

・企業結合における取得関連費用は、発生した連結会計年度の費用として処理する方法に改正されました。

・暫定的な会計処理の確定が企業結合年度の翌年度に行われた場合、企業結合年度の翌年度の連結財務諸表と併せ

て企業結合年度の連結財務諸表を表示するときには、当該企業年度の連結財務諸表に暫定的な会計処理の確定に

よる取得原価の配分額の見直しを反映させる方法に改正されました。

・改正前会計基準における「少数株主損益調整前当期純利益」について、当該会計基準等では「当期純利益」に変

更されました。これに伴い、改正前会計基準における「当期純利益」について、当該会計基準では「親会社株主

に帰属する当期純利益」に変更されました。
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(2)適用予定日

平成28年12月期の期首より適用予定であります。

(3)新しい会計基準等の適用による影響

連結財務諸表作成時において連結財務諸表に与える影響は、未定であります。

 

（表示方法の変更）

（連結損益計算書）

前連結会計年度において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「諸資材売却益」は、当連結会計

年度において営業外収益の総額の100分の10を超えたため、区分掲記しております。

前連結会計年度において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「受取保険金」は、当連結会計年

度において営業外収益の総額の100分の10を超えたため、区分掲記しております。

前連結会計年度において、営業外収益の「固定資産売却益」として区分掲記されていたものは、当連結会計年度に

おいて営業外収益の総額の100分の10以下となったため、「その他」に含めて表示しております。なお、当連結会計

年度に含まれる「固定資産売却益」は14百万円であります。

前連結会計年度において、営業外収益の「助成金収入」として区分掲記されていたものは、当連結会計年度におい

て営業外収益の総額の100分の10以下となったため、「その他」に含めて表示しております。なお、当連結会計年度

に含まれる「助成金収入」は6百万円であります。

前連結会計年度において、営業外費用の「シンジケートローン手数料」として区分掲記されていたものは、当連結

会計年度において営業外費用の総額の100分の10以下となったため、「その他」に含めて表示しております。なお、

当連結会計年度に含まれる「シンジケートローン手数料」は16百万円であります。

この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。この結果、前

連結会計年度の連結損益計算書において、営業外収益に表示していた「固定資産売却益」41百万円及び「助成金収

入」449百万円並びに「その他」276百万円は、「諸資材売却益」8百万円、「受取保険金」41百万円及び「その他」

718百万円として組替えております。営業外費用に表示していた「シンジケートローン手数料」1,490百万円及び「そ

の他」548百万円は、「その他」2,038百万円として組替えております。
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（連結貸借対照表関係）

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成25年12月31日）
当連結会計年度

（平成26年12月31日）

投資その他の資産   

投資有価証券（株式） 66百万円 33百万円

その他（出資金） 55 55

 

※２．担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成25年12月31日）
当連結会計年度

（平成26年12月31日）

建物及び構築物 5,820百万円 6,072百万円

機械装置及び運搬具 2,612 2,459

合計 8,433 8,531

 

　担保付債務は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成25年12月31日）
当連結会計年度

（平成26年12月31日）

長期借入金 3,648百万円 2,618百万円

（内、１年以内返済予定額） （1,216） （1,309）

 

３．偶発債務

 
前連結会計年度

（平成25年12月31日）
当連結会計年度

（平成26年12月31日）

従業員の金融機関からの借入に対する債務

保証
652百万円 528百万円

 

※４．当社は土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、被合併会社において、事業用

土地の再評価を行い、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上

し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に定める固定資産税評

価額に合理的な調整を行って算定しております。

再評価を行った年月日　平成12年３月31日

 
前連結会計年度

（平成25年12月31日）
当連結会計年度

（平成26年12月31日）

再評価を行った土地の期末における時価と

再評価後の帳簿価額との差額
△3,692百万円 △3,732百万円

 

※５．当社及び連結子会社であるFORMOSA SUMCO TECHNOLOGY CORPORATIONは金融機関からの借入に対し一定の財務制限

条項が付されておりますが、借入金額は以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成25年12月31日）
当連結会計年度

（平成26年12月31日）

長期借入金 72,998百万円 71,968百万円

（内、１年以内返済予定額） （1,216） （38,891）
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※６．当社は運転資金の柔軟な調達を行うため、金融機関とコミットメントライン契約を締結しておりますが、当該契

約には、当社の連結及び個別貸借対照表の純資産並びに当社の連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動による

キャッシュ・フローについて一定水準の維持の確保を内容とする財務制限条項が付されております。

なお、コミットメントライン契約による借入未実行残高は以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成25年12月31日）
当連結会計年度

（平成26年12月31日）

コミットメントライン契約の総額 59,650百万円 59,650百万円

借入実行残高 29,650 6,587

差引額 30,000 53,063

 

※７．当社及び一部連結子会社は、シリコンウェーハの主要原材料である多結晶シリコンを調達するため、多結晶シリ

コンメーカーとの間で長期購入契約を締結しておりますが、当該契約に則りその一部について前渡金を支払ってお

ります。

 

８．当社は多結晶シリコン在庫の増加抑制及び資金調達の多様化を目的とし、多結晶シリコン長期購入契約の一部に

ついて、極度額の範囲内で、その長期契約における当社の購入者としての地位を譲渡先に譲渡する契約等（以下、

譲渡契約等）を締結しております。

この譲渡契約等では、譲渡先が譲渡契約等により購入した在庫を一定期間内に、当社または第三者へ売却処分で

きない場合、または当社が一定の財務制限条項に抵触するなどの解除条項に抵触した場合には、当社は残額金（譲

渡先に残る在庫相当額）を譲渡先に支払い、同時にその在庫を引き取ることとなります。

譲渡契約等による極度額及び残額金相当額は以下のとおりであります。

なお、平成27年１月に極度額の上限を20,000百万円に増枠しております。

 
前連結会計年度

（平成25年12月31日）
当連結会計年度

（平成26年12月31日）

極度額 10,000百万円 10,000百万円

残額金相当額 1,031 9,280

 

（連結損益計算書関係）

※１．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損（△は戻入益）が売上原価

に含まれております。

　前連結会計年度
（自　平成25年２月１日
　　至　平成25年12月31日）

　当連結会計年度
（自　平成26年１月１日
　　至　平成26年12月31日）

108百万円 △330百万円

 

※２．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
　前連結会計年度

（自　平成25年２月１日
　　至　平成25年12月31日）

　当連結会計年度
（自　平成26年１月１日
　　至　平成26年12月31日）

製品発送費 2,622百万円 3,170百万円

給与手当及び賞与 4,037 5,513

研究開発費 4,659 5,168

 

※３．研究開発費総額

一般管理費に含まれる研究開発費

　前連結会計年度
（自　平成25年２月１日
　　至　平成25年12月31日）

　当連結会計年度
（自　平成26年１月１日
　　至　平成26年12月31日）

4,659百万円 5,168百万円

 

※４．事業構造改善費用

「事業再生計画」の実行に伴い発生した費用であり、その内容は、希望退職の募集等による特別加算金等であり

ます。
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（連結包括利益計算書関係）

※その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　平成25年２月１日
至　平成25年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年１月１日
至　平成26年12月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 0百万円 △0百万円

組替調整額 － －

税効果調整前 0 △0

税効果額 － －

その他有価証券評価差額金 0 △0

繰延ヘッジ損益：   

当期発生額 － △1

組替調整額 3,431 －

税効果調整前 3,431 △1

税効果額 － －

繰延ヘッジ損益 3,431 △1

為替換算調整勘定：   

当期発生額 10,848 7,544

組替調整額 0 －

税効果調整前 10,848 7,544

税効果額 － －

為替換算調整勘定 10,848 7,544

在外子会社の退職給付債務調整額：   

当期発生額 △380 －

組替調整額 42 －

税効果調整前 △338 －

税効果額 58 －

在外子会社の退職給付債務調整額 △279 －

退職給付に係る調整額：   

当期発生額 － △2

組替調整額 － 41

税効果調整前 － 39

税効果額 － △6

退職給付に係る調整額 － 32

その他の包括利益合計 14,000 7,575
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自平成25年２月１日　至平成25年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 257,751,739 － － 257,751,739

Ａ種種類株式 450 － － 450

合計 257,752,189 － － 257,752,189

自己株式     

普通株式（注） 5,166 660 － 5,826

合計 5,166 660 － 5,826

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加660株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成25年４月25日

定時株主総会
普通株式 515 2.00 平成25年１月31日 平成25年４月26日

平成25年４月25日

定時株主総会

Ａ種種類

株式
1,125 2,500,000.00 平成25年１月31日 平成25年４月26日

 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成26年３月28日

定時株主総会
普通株式 257 利益剰余金 1.00 平成25年12月31日 平成26年３月31日

平成26年３月28日

定時株主総会

Ａ種種類

株式
1,029 利益剰余金 2,287,671.23 平成25年12月31日 平成26年３月31日
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当連結会計年度（自平成26年１月１日　至平成26年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 257,751,739 － － 257,751,739

Ａ種種類株式 450 － － 450

合計 257,752,189 － － 257,752,189

自己株式     

普通株式（注） 5,826 420 － 6,246

合計 5,826 420 － 6,246

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加420株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成26年３月28日

定時株主総会
普通株式 257 1.00 平成25年12月31日 平成26年３月31日

平成26年３月28日

定時株主総会

Ａ種種類

株式
1,029 2,287,671.23 平成25年12月31日 平成26年３月31日

 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成27年３月25日

定時株主総会
普通株式 1,030 利益剰余金 4.00 平成26年12月31日 平成27年３月26日

平成27年３月25日

定時株主総会

Ａ種種類

株式
1,125 利益剰余金 2,500,000.00 平成26年12月31日 平成27年３月26日

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自　平成25年２月１日
至　平成25年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年１月１日
至　平成26年12月31日）

現金及び預金勘定 31,363百万円 42,016百万円

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資

（有価証券）
31,500 23,700

現金及び現金同等物 62,863 65,716
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（リース取引関係）

　　１．ファイナンス・リース取引

（１）所有権移転ファイナンス・リース取引

　①リース資産の内容

有形固定資産

半導体用シリコンウェーハ製造設備であります。

　②リース資産の減価償却の方法

　　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項（２）重要な減価償却資

産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

（２）所有権移転外ファイナンス・リース取引

　①リース資産の内容

有形固定資産

半導体用シリコンウェーハ製造設備であります。

　②リース資産の減価償却の方法

　　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項（２）重要な減価償却資

産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

２．オペレーティング・リース取引

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（平成25年12月31日）
当連結会計年度

（平成26年12月31日）

１年内 126 75

１年超 1,286 93

合計 1,413 169
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入等によっ

ております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針で

あります。

(2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

受取手形及び売掛金については、顧客の信用リスクが存在しております。当該リスクに対し、取引先ごとの期

日管理及び残高管理を行うとともに、常に取引先の経営状況を把握する体制としております。また、外貨建ての

ものについては、為替の変動リスクが存在しております。当該リスクを軽減するため、為替予約をヘッジ手段と

して利用しております。有価証券は、容易に換金可能でありかつ価格変動について僅少なリスクしか負わない

３ヶ月以内の譲渡性預金であります。投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格

の変動リスクが存在しますが、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

支払手形及び買掛金、未払法人税等、並びに設備関係支払手形及び設備関係未払金は、概ね６ヶ月以内の支払

期日であります。変動金利の借入金については、将来の金利市場における利率上昇による変動リスクが存在しま

す。当該リスクを回避し支払利息の固定化を図るため、長期のものの一部については、個別契約ごとに金利ス

ワップ取引をヘッジ手段として利用しております。

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度等を定めた社内ルールに従い、資金担当部

門が決裁担当者の承認を得て行っております。また、信用リスクを軽減するため契約相手先については、信用度

の高い金融機関に限定しております。なお、ヘッジ会計の概要は、連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項「４．会計処理基準に関する事項　（６）重要なヘッジ会計の方法」に記載のとおりであります。

また、資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）に対しては、月次に資金

計画を作成するなどの方法により管理しております。

(3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することがあります。また、「２．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティ

ブ取引に関する契約額等については、当該金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありま

せん。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握すること

が極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（（注２）を参照ください）。

 

前連結会計年度（平成25年12月31日）

 
連結貸借対照表

計上額（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1) 現金及び預金 31,363 31,363 －

(2) 受取手形及び売掛金 30,806 30,806 －

(3) 有価証券及び投資有価証券 31,506 31,506 －

資産計 93,675 93,675 －

(1) 支払手形及び買掛金 29,952 29,952 －

(2) 短期借入金 (*1) 31,781 31,781 －

(3) 未払法人税等 477 477 －

(4) 設備関係支払手形及び設備関係未払金 1,259 1,259 －

(5) 長期借入金 (*1) 201,170 201,331 161

(6) リース債務 5,887 5,872 △14

負債計 270,527 270,673 146

デリバティブ取引 (*2)    

① ヘッジ会計が適用されていないもの (427) (427) －

② ヘッジ会計が適用されているもの － － －

デリバティブ取引計 (427) (427) －

(*1)１年以内返済予定の長期借入金は、(2)短期借入金に含めておらず、(5)長期借入金に含めております。

(*2)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目について

は（ ）で表示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(3)有価証券及び投資有価証券

有価証券は譲渡性預金であり、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。また、投資有価証券は株式であり、時価は取引所の価格によっております。

また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照ください。

負債

 (1)支払手形及び買掛金、(2)短期借入金、(3)未払法人税等、(4)設備関係支払手形及び設備関係未払金

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

 (5)長期借入金、(6)リース債務

 これらの時価については、残存期間における元利金の合計額を、同様の新規借入、又はリース取引を行った

場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

デリバティブ取引

注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照ください。
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当連結会計年度（平成26年12月31日）

 
連結貸借対照表

計上額（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1) 現金及び預金 42,016 42,016 －

(2) 受取手形及び売掛金 42,522 42,522 －

(3) 有価証券及び投資有価証券 23,700 23,700 －

資産計 108,240 108,240 －

(1) 支払手形及び買掛金 29,602 29,602 －

(2) 短期借入金 (*1) 6,587 6,587 －

(3) 未払法人税等 1,060 1,060 －

(4) 設備関係支払手形及び設備関係未払金 2,766 2,766 －

(5) 長期借入金 (*1) 210,744 211,492 747

(6) リース債務 3,703 3,664 △39

負債計 254,464 255,172 708

デリバティブ取引 (*2)    

① ヘッジ会計が適用されていないもの (1,282) (1,282) －

② ヘッジ会計が適用されているもの (1) (1) －

デリバティブ取引計 (1,283) (1,283) －

(*1)１年以内返済予定の長期借入金は、(2)短期借入金に含めておらず、(5)長期借入金に含めております。

(*2)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目について

は（ ）で表示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(3)有価証券及び投資有価証券

有価証券は譲渡性預金であり、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。また、投資有価証券は株式であり、時価は取引所の価格によっております。

また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照ください。

負債

 (1)支払手形及び買掛金、(2)短期借入金、(3)未払法人税等、(4)設備関係支払手形及び設備関係未払金

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

 (5)長期借入金、(6)リース債務

 これらの時価については、残存期間における元利金の合計額を、同様の新規借入、又はリース取引を行った

場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

デリバティブ取引

注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照ください。
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（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分
前連結会計年度

（平成25年12月31日）
（百万円）

当連結会計年度
（平成26年12月31日）

（百万円）

子会社株式   

非上場株式 66 33

その他有価証券   

非上場株式 46 47

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「資産 (3)有価

証券及び投資有価証券」には含めておりません。

 

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成25年12月31日）

区分
１年以内

（百万円）

１年超５年以内

（百万円）

５年超

（百万円）

現金及び預金 31,363 － －

受取手形及び売掛金 30,806 － －

有価証券及び投資有価証券    

その他有価証券のうち満期があ

るもの
   

(1)その他 31,500 － －

合計 93,669 － －

 

当連結会計年度（平成26年12月31日）

区分
１年以内

（百万円）

１年超５年以内

（百万円）

５年超

（百万円）

現金及び預金 42,016 － －

受取手形及び売掛金 42,522 － －

有価証券及び投資有価証券    

その他有価証券のうち満期があ

るもの
   

(1)その他 23,700 － －

合計 108,239 － －
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（注４）長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（平成25年12月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超

２年以内

（百万円）

２年超

３年以内

（百万円）

３年超

４年以内

（百万円）

４年超

５年以内

（百万円）

５年超

（百万円）

短期借入金 31,781 － － － － －

長期借入金 57,329 57,127 38,108 30,397 16,139 2,070

リース債務 3,727 640 614 622 281 －

合計 92,837 57,767 38,722 31,019 16,420 2,070

 

当連結会計年度（平成26年12月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超

２年以内

（百万円）

２年超

３年以内

（百万円）

３年超

４年以内

（百万円）

４年超

５年以内

（百万円）

５年超

（百万円）

短期借入金 6,587 － － － － －

長期借入金 59,086 49,670 50,509 35,750 13,827 1,900

リース債務 954 930 939 599 280 －

合計 66,627 50,600 51,449 36,349 14,107 1,900

 

 

（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（平成25年12月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 0 0 0

(2）債券    

①　国債・地方債

等
－ － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 0 0 0

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 5 5 －

(2）債券    

①　国債・地方債

等
－ － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 31,500 31,500 －

小計 31,505 31,505 －

合計 31,506 31,505 0

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額46百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
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当連結会計年度（平成26年12月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 0 0 0

(2）債券    

①　国債・地方債

等
－ － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 0 0 0

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 － － －

(2）債券    

①　国債・地方債

等
－ － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 23,700 23,700 23,700

小計 23,700 23,700 23,700

合計 23,700 23,700 23,700

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額47百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
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２．売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　平成25年２月１日　至　平成25年12月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成26年１月１日　至　平成26年12月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

(1）株式 4 0 △0

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

合計 4 0 △0

 

３．減損処理を行った有価証券

前連結会計年度において、有価証券について０百万円（その他有価証券で非上場株式０百万円）減損処理を行っ

ております。

なお、減損処理にあたっては、その他有価証券で時価のあるものについては期末における時価が取得原価に比べ

50％以上下落した場合には減損処理を行い、30％～50％下落した場合には、回復可能性を考慮して必要と認められ

た額について減損処理を行っております。

また、その他有価証券で時価のないものについては期末における実質価額が取得原価に比べ50％以上下落した場

合には減損処理を行っております。
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（デリバティブ取引関係）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

通貨関連

前連結会計年度（平成25年12月31日）

区分 取引の種類
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引以外の取引

為替予約取引     

売建     

米ドル 8,000 － △427 △427

合計 8,000 － △427 △427

（注）時価の算定方法

時価の算定方法は、契約を締結している金融機関から提示された評価額によっております。

 

当連結会計年度（平成26年12月31日）

区分 取引の種類
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引以外の取引

為替予約取引     

売建     

米ドル 18,356 － △1,282 △1,282

合計 18,356 － △1,282 △1,282

（注）時価の算定方法

時価の算定方法は、契約を締結している金融機関から提示された評価額によっております。
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２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

(1)通貨関連

前連結会計年度（平成25年12月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（平成26年12月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 ヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超
（百万円）

時価
（百万円）

原則的処理方法

為替予約取引     

売建     

米ドル 売掛金 2,407 － △1

合計 2,407 － △1

（注）時価の算定方法

時価の算定方法は、契約を締結している金融機関から提示された評価額によっております。

 

(2)金利関連

前連結会計年度（平成25年12月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 ヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超
（百万円）

時価
（百万円）

金利スワップの

特例処理

金利スワップ取引     

支払固定・受取変動 長期借入金 98,985 67,620 （注）

合計 98,985 67,620  

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、そ

の時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

 

当連結会計年度（平成26年12月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 ヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超
（百万円）

時価
（百万円）

金利スワップの

特例処理

金利スワップ取引     

支払固定・受取変動 長期借入金 109,637 94,632 （注）

合計 109,637 94,632  

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、そ

の時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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（退職給付関係）

前連結会計年度（自　平成25年２月１日　至　平成25年12月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び一部の連結子会社は、確定給付型の制度である退職一時金制度及び確定給付年金制度と確定拠出年金制

度を設けております。また、従業員の退職に際して特別退職金を支払う場合があります。

なお、当社は退職給付信託を設定しております。

 

２．退職給付債務及びその内訳

(１) 退職給付債務（百万円） △31,889  

(２) 年金資産（百万円） 15,377  

(３) 未積立退職給付債務(1)＋(2)（百万円） △16,512  

(４) 未認識数理計算上の差異（百万円） △993  

(５) 未認識過去勤務債務（百万円） －  

(６) 退職給付引当金(3)＋(4)＋(5)（百万円） △17,505  

（注）一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

 

３．退職給付費用の内訳

(１) 勤務費用（百万円） 1,873 

(２) 利息費用（百万円） 597 

(３) 期待運用収益（百万円） △337 

(４)
数理計算上の差異の費用処理額

（百万円）
317 

(５) 過去勤務債務の費用処理額（百万円） 22 

(６) その他（百万円） 181 

(７)
退職給付費用(1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5)

＋(6）（百万円）
2,655 

（注）１．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「（１）勤務費用」に計上しております。

２．「（６）その他」には、主として確定拠出年金への掛金拠出額を計上しております。

３．上記退職給付費用以外に割増退職金2,564百万円を連結損益計算書の特別損失「事業構造改善費用」に含めて

計上しております。

 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1)退職給付見込額の期間按分方法

期間定額基準

 

(2)割引率

2.0％

 

(3)期待運用収益率

2.5％

 

(4)過去勤務債務の額の処理年数

10年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により発生時から費用処理しており

ます。）

 

(5)数理計算上の差異の処理年数

10年（各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法で按分した

額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。）
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当連結会計年度（自　平成26年１月１日　至　平成26年12月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び一部の連結子会社は、確定給付型の制度である退職一時金制度及び確定給付年金制度と確定拠出年金制

度を設けております。また、従業員の退職に際して特別退職金を支払う場合があります。

　確定給付年金制度（すべて積立型制度であります。）では、職能資格と勤務期間に基づいた一時金又は年金を支

給します。退職一時金制度では、退職給付として職能資格と勤務期間に基づいた一時金を支給します。

　なお、当社は退職給付信託を設定しております。

　一部の連結子会社は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算しております。

 

２．確定給付制度

(1)退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く。）

退職給付債務の期首残高 31,530百万円

勤務費用 1,544 

利息費用 644 

数理計算上の差異の発生額 4,605 

退職給付の支払額 △841 

過去勤務費用の発生額 354 

その他 138 

退職給付債務の期末残高 37,976 

 

(2)年金資産の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く。）

年金資産の期首残高 15,372百万円

期待運用収益 386 

数理計算上の差異の発生額 504 

事業主からの拠出額 703 

退職給付の支払額 △306 

その他 39 

年金資産の期末残高 16,699 

 

(3)簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

退職給付に係る負債の期首残高 354百万円

退職給付費用 150 

退職給付の支払額 △29 

制度への拠出額 △74 

退職給付に係る負債の期末残高 401 

 

(4)退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る

資産の調整表

積立型制度の退職給付債務 31,058百万円

年金資産 △16,699 

 14,358 

非積立型制度の退職給付債務 7,318 

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 21,677 

   

退職給付に係る負債 21,677 

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 21,677 

（注）簡便法を適用した制度を含みます。
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(5)退職給付費用及びその内訳項目の金額

勤務費用 1,544百万円

利息費用 644 

期待運用収益 △386 

数理計算上の差異の費用処理額 135 

過去勤務費用の費用処理額 26 

簡便法で計算した退職給付費用 150 

その他 168 

確定給付制度に係る退職給付費用 2,283 

 

(6)退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

数理計算上の差異 39百万円

合　計 39 

 

(7)退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

未認識過去勤務費用 △327百万円

未認識数理計算上の差異 △3,332 

合　計 △3,660 

 

(8)年金資産に関する事項

①　年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

債券 48％  

株式 29  

ヘッジファンド 21  

その他 2  

合　計 100  

（注）年金資産合計には、退職給付信託が７％含まれております。

 

②　長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成す

る多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 

(9)数理計算上の計算基礎に関する事項

当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎

割引率　　　　　　　　　　　　主として0.9％

長期期待運用収益率　　　　　　主として2.5％

 

３．確定拠出制度

　当社及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、486百万円であります。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成25年12月31日）
 

当連結会計年度
（平成26年12月31日）

繰延税金資産    

繰越欠損金 73,593百万円 74,631百万円

固定資産 18,498  14,475

退職給付引当金 6,038  －

退職給付に係る負債 －  7,562

台湾税制投資控除 4,226  4,280

たな卸資産 2,081  482

その他 3,746  3,067

繰延税金資産　小計 108,185  104,499

評価性引当額 △102,413  △99,250

繰延税金資産　合計 5,772  5,249

    

繰延税金負債    

未分配利益の税効果 △735  △1,379

その他 △160  △172

繰延税金負債　合計 △895  △1,551

    

繰延税金資産（負債）の純額 4,876  3,698

    

再評価に係る繰延税金負債 △1,559  △1,558

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（平成25年12月31日）
 

当連結会計年度
（平成26年12月31日）

法定実効税率 37.8％  37.8％

（調整）    

評価性引当額 6.3  △26.4

海外子会社税率差異 △20.3  △6.7

未分配利益の税効果 8.5  2.9

のれん償却額 14.3  2.9

その他 1.5  1.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 48.1  11.8

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成26年４月１日

以後に開始する連結会計年度から復興特別法人税が課されないことになりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰

延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、平成27年１月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差

異等について従来の37.8％から35.3％に変更されます。

これによる当連結会計年度末における繰延税金資産及び繰延税金負債の金額、並びに当連結会計年度の法人税等調

整額に与える影響は軽微であります。
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（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前連結会計年度（自平成25年２月１日 至平成25年12月31日）

当社グループの事業は「高純度シリコン」のみの単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

当連結会計年度（自平成26年１月１日 至平成26年12月31日）

当社グループの事業は「高純度シリコン」のみの単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【関連情報】

前連結会計年度（自平成25年２月１日 至平成25年12月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略

しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：百万円）

日本 北米 アジア 欧州他 合計

49,356 29,595 90,522 15,630 185,105

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

(2）有形固定資産

（単位：百万円）

　日本 アジア その他 合計

123,885 45,347 4,560 173,794

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 　関連するセグメント名

Samsung Electronics Co., Ltd. 20,884 高純度シリコン

住友商事株式会社 19,690 高純度シリコン
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当連結会計年度（自平成26年１月１日 至平成26年12月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略

しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：百万円）

日本 北米 アジア 欧州他 合計

59,532 32,001 115,819 17,966 225,319

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

(2）有形固定資産

（単位：百万円）

　日本 アジア その他 合計

118,346 45,661 5,017 169,025

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 　関連するセグメント名

住友商事株式会社 31,382 高純度シリコン

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自平成25年２月１日 至平成25年12月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自平成26年１月１日 至平成26年12月31日）

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自平成25年２月１日 至平成25年12月31日）

当社グループの事業は「高純度シリコン」のみの単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

当連結会計年度（自平成26年１月１日 至平成26年12月31日）

当社グループの事業は「高純度シリコン」のみの単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自平成25年２月１日 至平成25年12月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自平成26年１月１日 至平成26年12月31日）

開示情報としての重要性が乏しいことから、セグメント情報の記載を省略しております。
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【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会

社等

前連結会計年度（自平成25年２月１日　至平成25年12月31日）

種類
会社等の

名称
所在地

資本金又は

出資金

（百万円）

事業の

内容

議決権等の

所有(被所有)

割合（％）

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

（百万円）
科目

期末残高

（百万円）

その他の

関係会社の

子会社

菱光産業

株式会社

東京都

中央区
393

非鉄金属

販売
－

原材料等の

購入元

原材料等の

購入
14,092

買掛金

長期前渡金

(内１年内)

8,608

3,498

(1,200)

（注）１．取引金額には消費税等は含まれておりません。

２．取引条件及び取引条件の決定方針

菱光産業株式会社との取引価格は、市場価格を勘案して一般取引条件と同様に決定しております。

 

当連結会計年度（自平成26年１月１日　至平成26年12月31日）

種類
会社等の

名称
所在地

資本金又は

出資金

（百万円）

事業の

内容

議決権等の

所有(被所有)

割合（％）

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

（百万円）
科目

期末残高

（百万円）

その他の

関係会社の

子会社

三菱マテリアル

トレーディング

株式会社

東京都

中央区
393

非鉄金属

販売
－

原材料等の

購入元

原材料等の

購入
4,831

買掛金

長期前渡金

(内１年内)

4,631

2,898

(1,200)

（注）１．取引金額には消費税等は含まれておりません。

２．取引条件及び取引条件の決定方針

三菱マテリアルトレーディング株式会社との取引価格は、市場価格を勘案して一般取引条件と同様に決定して

おります。

３．三菱マテリアルトレーディング株式会社は、平成26年７月１日付で菱光産業株式会社から商号変更しておりま

す。

 

(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

該当事項はありません。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自　平成25年２月１日
至　平成25年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年１月１日
至　平成26年12月31日）

１株当たり純資産額 473円42銭 538円81銭

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純

損失金額(△)
△1円22銭 58円84銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 － 53円18銭

（注）１．前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当

たり当期純損失金額であるため記載しておりません。

 

２．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の

算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成25年２月１日
至　平成25年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年１月１日
至　平成26年12月31日）

１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額

(△)
  

当期純利益金額（百万円） 715 16,289

普通株主に帰属しない金額（百万円） 1,029 1,125

　（うち配当優先額（百万円）） (1,029) (1,125)

普通株式に係る当期純利益金額又は当期純損

失金額(△)（百万円）
△314 15,164

普通株式の期中平均株式数（株） 257,746,136 257,745,816

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額 － 1,125

　（うち配当優先額（百万円）） (－) (1,125)

普通株主増加数 － 48,569,886

　（うち優先株式数（株）） (－) (48,569,886)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要

Ａ種種類株式 450株

なお、概要は「第４ 提出会社の

状況、（１）株式の総数等」に記

載のとおりであります。

 

──────
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（重要な後発事象）

当社は、平成27年３月３日開催の取締役会において、事業再生計画後の新たな成長ステージの指針である「新中期経

営戦略」、並びに公募増資による当社普通株式の発行、当社種類株式の取得・消却による財務基盤の強化及び成長資金

の確保を軸とした「資本増強・資本再構築プラン」（以下「本プラン」といいます。）について決議いたしました。

本プランに基づく当社のＡ種種類株式及びＢ種種類株式の取得については、当社のＡ種種類株式を保有する新日鐵住

金株式会社、三菱マテリアル株式会社及びジャパン・インダストリアル・ソリューションズ第壱号投資事業有限責任組

合（以下合わせて「Ａ種種類株主３者」といいます。）と同日付にて「種類株式の処理に関する覚書」（以下「本覚

書」といいます。）を締結しました。

また、当社は、本プランの実現を目的として、同取締役会において、資本準備金の額の減少によるその他資本剰余金

への振り替え及び自己株式の取得を、平成27年３月25日開催の定時株主総会に付議することを決議し、同株主総会にて

承認可決されました。また、それとともに、当社は、当社普通株式の発行と同時の資本金及び資本準備金の額の減少に

よるその他資本剰余金への振り替えを、平成27年３月３日開催の取締役会において併せて決議いたしました。

これらの内容は以下のとおりであります。

 

１．Ａ種種類株式及びＢ種種類株式の取得について

（１）Ａ種種類株式の取得

（ア）金銭及びＢ種種類株式を対価とする取得請求権の行使①

Ａ種種類株主３者は、当社の既存の分配可能額の範囲内で、平成27年５月11日に、その保有するＡ種種類株式

各150株（合計450株）のうち各50株（合計150株）について、金銭（１株につき100百万円及び定款所定の経過Ａ

種配当金相当額）及びＢ種種類株式（Ａ種種類株式１株につき、１株）を対価とする取得請求権を行使します

（以下「本行使①」といいます。）。

（イ）金銭及びＢ種種類株式を対価とする取得請求権の行使②

当社は、平成27年３月３日に60,000百万円を発行予定額の上限とする発行登録書を提出しており、発行登録の

効力発生日から１年を経過する日まで（平成27年３月11日から平成28年３月10日）の間に、当社普通株式の公募

増資（以下「本公募増資」といいます。）を行うことを予定しております。本公募増資による手取金の額のうち

30,000百万円をＡ種種類株式取得資金とし、その残額を設備投資資金、投融資資金及び借入金の返済資金に充当

する予定です。但し、本公募増資の具体的な発行時期、発行方法、発行条件及び発行総額等は未定であり、当社

において市場動向等を総合的に勘案の上で決定し、決定した場合は速やかに開示いたします。

当社が本公募増資を行うことを決定し、その後本公募増資の払込みが完了した場合には、「４．新株式発行と

同時の資本金及び資本準備金の額の減少について」に記載のとおり、当社は、本公募増資の払込期日と同日付に

て、発行登録書に記載の発行予定額（60,000百万円）を上限として、本公募増資により増加する資本金及び資本

準備金の額を減少させ、その他資本剰余金に振り替える予定です（かかる資本金及び資本準備金の額の減少を以

下「本減資・減準備金」といいます。）。

当社が本減資・減準備金を完了した場合、これにより増加するその他資本剰余金により、当社は、Ａ種種類株

式の取得請求に備え、分配可能額を確保します。Ａ種種類株主３者は、本減資・減準備金の効力発生日又は平成

27年５月11日のいずれか遅い日に、その保有する全てのＡ種種類株式（本行使①に係るＡ種種類株式150株を除

いた残りの300株）について、金銭（1株につき100百万円及び定款所定の経過Ａ種配当金相当額）及びＢ種種類

株式（Ａ種種類株式１株につき、１株）を対価とする取得請求権を行使します（以下「本行使②」といいま

す。）。

 

（２）Ｂ種種類株式の取得

（ア）資本準備金の額の減少

当社は、本行使①及び本行使②に際して交付されるＢ種種類株式について、Ｂ種種類株式の当社普通株式を対

価とする取得請求権が行使された場合に発生する当社普通株式の希薄化を回避する目的で、法令上必要となる手

続を経て、下記（イ）及び（ウ）に記載の内容で、その全てを「３．自己株式（Ｂ種種類株式）の取得につい

て」に記載のとおり、会社法上の自己株式取得の方法により取得する方針です。

また当社は、かかる当社普通株式の希薄化を回避するためのＢ種種類株式の取得に充てる分配可能額を確保す

ることを目的として、「２．資本準備金の額の減少について」に記載のとおり、平成27年４月14日を効力発生日

として、9,000百万円の資本準備金の額の減少を行い、同額をその他資本剰余金に振り替えます。

（イ）本行使①に係るＢ種種類株式の取得

当社は、Ｂ種種類株式150株を、本行使①が行われる日である平成27年５月11日に、総額3,000百万円（１株に

つき20百万円）を対価として取得する予定です（以下「本自己株式取得①」といいます。）。これにより、本行

使①によりＡ種種類株主に交付されるＢ種種類株式150株は、同日付で、全て当社により取得されることとな

り、当該Ｂ種種類株式の当社普通株式を対価とする取得請求権が行使されることはありません。
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（ウ）本行使②に係るＢ種種類株式の取得

当社は、Ｂ種種類株式300株を、本行使②がなされた日に、総額6,000百万円（１株につき20百万円）を対価と

して取得する予定です（以下「本自己株式取得②」といいます。）。これにより、本行使②によりＡ種種類株主

に交付されるＢ種種類株式300株は、同日付で、全て当社により取得されることとなり、当該Ｂ種種類株式の当

社普通株式を対価とする取得請求権が行使されることはありません。

 

（３）本自己株式取得①又は本自己株式取得②が予定通りに完了しない場合の対応

本覚書締結後、(ⅰ)各Ａ種種類株主３者による本行使①が行われたにも拘らず、当該各Ａ種種類株主３者につい

て本自己株式取得①が平成27年５月11日に完了しない場合又は(ⅱ)各Ａ種種類株主３者による本行使②が行われた

にも拘わらず、当該各Ａ種種類株主３者について本自己株式取得②が本行使②の効力発生日に完了しない場合、若

しくは本自己株式取得②が平成28年３月10日までに完了しない場合（但し、本減資・減準備金の効力発生日が平成

27年５月11日以前の場合には、本自己株式取得②が平成27年５月11日までに完了しない場合）、当該Ａ種種類株主

３者と他の本覚書の当事者との関係において、本覚書は、同日の経過をもって効力を失います。但し、当社及びＡ

種種類株主３者は、他の本覚書の当事者より種類株式の発行会社による取得及び種類株主による取得請求権の行使

の時期の調整を含む本覚書の変更に関する申し出があった場合には、かかる本覚書の変更について合意を形成する

よう誠実に協議します。かかる協議に際し、当社及びＡ種種類株主３者は、既存株主の皆様の希薄化に対する懸念

に配慮する方針をもって協議を進めるものとします。

 

（４）取得したＡ種種類株式及びＢ種種類株式の消却

本行使①及び本行使②により取得したＡ種種類株式並びに本自己株式取得①及び本自己株式取得②により取得し

たＢ種種類株式は、その後、速やかに消却することを予定しています。

 

２．資本準備金の額の減少について

会社法第448条１項の規定に基づき、資本準備金の額を減少させ、その全額をその他資本剰余金に振り替えます。

（１）減少する準備金の項目及び金額

資本準備金の額　10,500,000,000円のうち、9,000,000,000円

（２）資本準備金の額の減少が効力を生ずる日

平成27年４月14日

 

３．自己株式（Ｂ種種類株式）の取得について

会社法第156条第１項の規定に基づき、自己株式を取得します。

（１）取得する株式の種類

Ｂ種種類株式

（２）取得する株式の数

450株を上限とする。

（３）株式を取得するのと引換に交付する金銭等の内容及びその総額

9,000,000,000円を上限とする。

（４）株式を取得することができる期間

平成27年３月25日定時株主総会終結の時から平成28年３月10日まで

（本プランに基づき取得する予定である株式の数450株のうち、150株については平成27年５月11日に、また300

株については本行使②がなされた日に、それぞれ取得する予定です。）

（５）取得の条件

取得の時点において、当該取得に係る取得する株式の数以上の数のＢ種種類株式が発行されていること

 

４．新株式発行と同時の資本金及び資本準備金の額の減少について

本行使②を実施するため、会社法第447条第１項及び第３項並びに第448条第１項及び第３項の規定に基づき、本公

募増資の払込みと同時に本減資・減準備金を行うものであります。

（１）減少すべき資本金及び資本準備金の額及びその方法

本公募増資により増加する資本金の額のうち、30,000百万円を減少し、その全額をその他資本剰余金に振り替え

ます。（但し、本公募増資により同時に増額する資本金の額がこれを下回る場合は、当該金額）

また本公募増資により増加する資本準備金の額のうち、30,000百万円を減少し、その全額をその他資本剰余金に

振り替えます。（但し、本公募増資により同時に増額する資本準備金の額がこれを下回る場合は、当該金額）

 

（２）新株式発行と同時の資本金及び資本準備金の額の減少が効力を生ずる日

本公募増資の払込期日と同日
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 31,781 6,587 0.6 －

１年以内に返済予定の長期借入金 57,329 59,086 1.6 －

１年以内に返済予定のリース債務 3,727 954 1.3 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 143,841 151,658 1.6 平成28年～33年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 2,159 2,749 1.1 平成28年～31年

合計 238,838 221,035 － －

（注）１．平均利率については、期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以

下のとおりであります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 49,670 50,509 35,750 13,827

リース債務 930 939 599 280

 

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結会

計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定に

より記載を省略しております。

 

 

（２）【その他】

 

 当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 50,931 109,022 167,455 225,319

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額（百万円）
4,031 10,353 16,798 21,926

四半期（当期）純利益金額

（百万円）
2,808 7,823 12,751 16,289

１株当たり四半期（当期）純

利益金額（円）
9.82 28.19 46.21 58.84

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

（円）
9.82 18.37 18.02 12.63
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】
 

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成25年12月31日)
当事業年度

(平成26年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 28,218 29,498

売掛金 31,780 44,508

有価証券 31,500 23,700

商品及び製品 4,884 5,183

仕掛品 8,116 8,479

原材料及び貯蔵品 99,299 105,293

前渡金 ※５ 3,235 ※５ 3,205

前払費用 492 553

短期貸付金 184 4,016

未収入金 1,766 2,479

その他 1,859 1,196

流動資産合計 ※１ 211,338 ※１ 228,114

固定資産   

有形固定資産   

建物 69,425 65,004

構築物 2,500 2,327

機械及び装置 15,279 15,455

車両運搬具 29 33

工具、器具及び備品 251 239

土地 15,330 15,322

リース資産 20 60

建設仮勘定 6,651 5,619

有形固定資産合計 109,489 104,062

無形固定資産   

ソフトウエア 1,985 2,343

その他 190 161

無形固定資産合計 2,176 2,505

投資その他の資産   

投資有価証券 3 3

関係会社株式 27,057 27,057

関係会社出資金 55 55

関係会社長期貸付金 52,926 44,616

長期前渡金 ※５ 50,745 ※５ 48,138

長期前払費用 2,670 2,495

その他 1,149 1,020

貸倒引当金 △964 △196

投資その他の資産合計 ※１ 133,641 ※１ 123,189

固定資産合計 245,306 229,757

資産合計 456,645 457,871
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成25年12月31日)
当事業年度

(平成26年12月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 34,029 36,792

短期借入金 ※４ 94,945 ※３,※４ 75,804

リース債務 3,715 949

未払金 4,078 4,461

未払費用 774 653

賞与引当金 827 －

設備関係未払金 767 1,885

為替予約 427 1,283

その他 225 772

流動負債合計 ※１ 139,792 ※１ 122,603

固定負債   

長期借入金 ※３ 141,409 ※３ 150,349

リース債務 2,151 2,737

繰延税金負債 136 136

再評価に係る繰延税金負債 1,559 1,558

退職給付引当金 10,180 10,641

資産除去債務 512 495

その他 38 60

固定負債合計 155,987 165,979

負債合計 295,780 288,583

純資産の部   

株主資本   

資本金 136,607 136,607

資本剰余金   

資本準備金 10,500 10,500

その他資本剰余金 5,176 5,176

資本剰余金合計 15,676 15,676

利益剰余金   

利益準備金 164 292

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 5,755 14,052

利益剰余金合計 5,919 14,345

自己株式 △9 △10

株主資本合計 158,193 166,618

評価・換算差額等   

繰延ヘッジ損益 － △1

土地再評価差額金 2,671 2,670

評価・換算差額等合計 2,671 2,669

純資産合計 160,864 169,288

負債純資産合計 456,645 457,871
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②【損益計算書】
 

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　平成25年２月１日
　至　平成25年12月31日)

当事業年度
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年12月31日)

売上高 ※１ 139,434 ※１ 177,426

売上原価 ※１ 116,701 ※１ 148,802

売上総利益 22,733 28,623

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 13,084 ※１,※２ 17,035

営業利益 9,648 11,587

営業外収益   

受取利息 350 558

受取配当金 16 256

固定資産売却益 50 363

為替差益 － 174

その他 536 383

営業外収益合計 ※１ 953 ※１ 1,736

営業外費用   

支払利息 3,124 3,624

為替差損 5,655 －

固定資産除売却損 249 430

その他 1,953 237

営業外費用合計 ※１ 10,983 ※１ 4,293

経常利益又は経常損失（△） △380 9,030

特別利益   

関係会社貸倒引当金戻入額 ※３ 1,610 ※３ 734

特別利益合計 1,610 734

特別損失   

事業構造改善費用 ※４ 2,672 －

特別損失合計 2,672 －

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △1,442 9,765

法人税、住民税及び事業税 36 53

法人税等調整額 △0 △0

法人税等合計 36 52

当期純利益又は当期純損失（△） △1,479 9,712

 

 

EDINET提出書類

株式会社ＳＵＭＣＯ(E02103)

有価証券報告書

 93/113



【製造原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成25年２月１日
至　平成25年12月31日）

当事業年度
（自　平成26年１月１日
至　平成26年12月31日）

区分
注記

番号
金額（百万円）

構成比

（％）
金額（百万円）

構成比

（％）

Ⅰ　材料費  31,623 39.7 44,691 45.1

Ⅱ　労務費  16,457 20.7 20,683 20.9

Ⅲ　経費 ※２ 31,476 39.6 33,615 34.0

当期総製造費用  79,558 100.0 98,990 100.0

期首仕掛品たな卸高  7,005  8,116  

合計  86,563  107,106  

期末仕掛品たな卸高  8,116  8,479  

他勘定振替高 ※３ 155  130  

当期製品製造原価  78,291  98,496  

 

前事業年度
（自　平成25年２月１日
至　平成25年12月31日）

当事業年度
（自　平成26年１月１日
至　平成26年12月31日）

１．原価計算の方法 １．原価計算の方法

　品種別に工程別総合原価計算をおこなっておりま

す。

同左

※２．経費のうち主なものは次のとおりであります。 ※２．経費のうち主なものは次のとおりであります。
 

電力料 8,907百万円

減価償却費 13,375
 

 
電力料 11,585百万円

減価償却費 11,046
 

※３．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※３．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。
 

販売費及び一般管理費へ 143百万円

営業外費用へ 11
 

 
販売費及び一般管理費へ 119百万円

営業外費用へ 10
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自平成25年２月１日　至平成25年12月31日）

        (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計 
資本準備金

その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益準備金

その他利
益剰余金 利益剰余

金合計
 

繰越利益
剰余金

当期首残高 136,607 10,500 5,176 15,676 － 9,039 9,039 △8 161,314

当期変動額          

利益準備金の積立     164 △164 －  －

剰余金の配当      △1,640 △1,640  △1,640

当期純損失（△）      △1,479 △1,479  △1,479

土地再評価差額金の取崩      0 0  0

自己株式の取得        △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

         

当期変動額合計 － － － － 164 △3,283 △3,119 △0 △3,120

当期末残高 136,607 10,500 5,176 15,676 164 5,755 5,919 △9 158,193

 

     

 評価・換算差額等
純資産合計

 繰延ヘッジ損益
土地再評価差
額金

評価・換算差
額等合計

当期首残高 △3,431 2,671 △759 160,554

当期変動額     

利益準備金の積立    －

剰余金の配当    △1,640

当期純損失（△）    △1,479

土地再評価差額金の取崩  △0 △0 －

自己株式の取得    △0

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

3,431  3,431 3,431

当期変動額合計 3,431 △0 3,430 310

当期末残高 － 2,671 2,671 160,864
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当事業年度（自平成26年１月１日　至平成26年12月31日）

        (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計 
資本準備金

その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益準備金

その他利
益剰余金 利益剰余

金合計
 

繰越利益
剰余金

当期首残高 136,607 10,500 5,176 15,676 164 5,755 5,919 △9 158,193

当期変動額          

利益準備金の積立     128 △128 －  －

剰余金の配当      △1,287 △1,287  △1,287

当期純利益      9,712 9,712  9,712

土地再評価差額金の取崩      0 0  0

自己株式の取得        △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

         

当期変動額合計 － － － － 128 8,297 8,425 △0 8,425

当期末残高 136,607 10,500 5,176 15,676 292 14,052 14,345 △10 166,618

 

     

 評価・換算差額等
純資産合計

 繰延ヘッジ損益
土地再評価差
額金

評価・換算差
額等合計

当期首残高 － 2,671 2,671 160,864

当期変動額     

利益準備金の積立    －

剰余金の配当    △1,287

当期純利益    9,712

土地再評価差額金の取崩  △0 △0 －

自己株式の取得    △0

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

△1  △1 △1

当期変動額合計 △1 △0 △1 8,423

当期末残高 △1 2,670 2,669 169,288

 

EDINET提出書類

株式会社ＳＵＭＣＯ(E02103)

有価証券報告書

 96/113



【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券

（イ）関係会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

（ロ）その他有価証券

時価のあるもの

　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しております。

時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用しております。

（２）デリバティブ

時価法を採用しております。

（３）たな卸資産

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用してお

ります。

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産を除く）

建物は定額法（耐用年数は主として31年）、その他の有形固定資産は定率法（耐用年数は主として５年）を

採用しております。

（２）無形固定資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産を除く）

ソフトウエア

　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

その他の無形固定資産

　定額法を採用しております。

（３）リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産）

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（２）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち、当事業年度の負担額を計上しております。

（３）役員賞与引当金

　役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額を計上しております。

（４）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業

年度末において発生していると認められる額を計上しております。

　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により発生

時から費用処理しております。

　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法で按分

した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

４．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

（１）ヘッジ会計の方法

（イ）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理をしております。

　なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理を採用しております。

（ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象

　借入金に係る市場金利変動リスクを回避するため金利スワップ取引を、外貨建予定取引の為替変動リスクを

回避するため為替予約取引を行っております。
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（ハ）ヘッジ方針

　当社の市場リスク管理方針に基づき、市場金利変動リスク及び為替変動リスクをヘッジしております。市場

金利変動リスクについては、総借入に占める固定金利建借入比率を一定割合以上に維持しております。また、

為替変動リスクについては、売上見込額の範囲内で為替予約を行っております。

（ニ）ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ手段及びヘッジ対象について、個別取引ごとのヘッジ効果を検証しております。ただし、ヘッジ手段

とヘッジ対象に関する元本・利率・期間・通貨等の重要な条件が同一の場合は、ヘッジ効果が極めて高いこと

から、ヘッジの有効性の評価は省略しております。

（２）退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結財務諸

表におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

（３）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

 

 

（表示方法の変更）

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、有形固定資産等明細表、引当金明細表については、財務諸表等規

則第127条第１項に定める様式に基づいて作成しております。

また、財務諸表等規則第127条第２項に掲げる各号の注記については、各号の会社計算規則に掲げる事項の注記に変

更しております。

以下の事項について、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第26条に定める減価償却累計額の注記については、同条第２項により、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第42条に定める事業用土地の再評価に関する注記については、同条第３項により、記載を省略して

おります。

・財務諸表等規則第80条に定めるたな卸資産の帳簿価額の切下げに関する注記については、同条第３項により、記載

を省略しております。

・財務諸表規則第86条に定める研究開発費の注記については、同条第２項により、記載を省略しております。

・財務諸表規則第107条に定める自己株式に関する注記については、同条第２項により、記載を省略しております。

・財務諸表規則第８条の６に定めるリース取引に関する注記については、同条第４項により、記載を省略しておりま

す。

・財務諸表規則第121条第１項第１号に定める有価証券明細表については、同条第３項により、記載を省略しており

ます。

 

（損益計算書）

前事業年度において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「固定資産売却益」は、当事業年度に

おいて重要性が増したため、区分掲記しております。

前事業年度において、営業外収益の「助成金収入」として区分掲記されていたものは、当事業年度において重要性

が低下したため、「その他」に含めて表示しております。なお、当事業年度に含まれる「助成金収入」は0百万円で

あります。

前事業年度において、営業外費用の「シンジケートローン手数料」として区分掲記されていたものは、当事業年度

において重要性が低下したため、「その他」に含めて表示しております。なお、当事業年度に含まれる「シンジケー

トローン手数料」は16百万円であります。
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（貸借対照表関係）

※１．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

 
前事業年度

（平成25年12月31日）
当事業年度

（平成26年12月31日）

短期金銭債権 12,346百万円 20,252百万円

長期金銭債権 52,926 44,616

短期金銭債務 20,452 25,616

 

２．偶発債務

 
前事業年度

（平成25年12月31日）
当事業年度

（平成26年12月31日）

従業員の金融機関からの借入に対する債務

保証
652百万円 528百万円

 

※３．当社は金融機関からの借入に対し、当社の連結及び個別貸借対照表の純資産並びに当社の連結キャッシュ・フ

ロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローについて一定水準の維持の確保を内容とする財務制限条項が付さ

れておりますが、借入金額は以下のとおりであります。

 
前事業年度

（平成25年12月31日）
当事業年度

（平成26年12月31日）

長期借入金 69,350百万円 69,350百万円

（内、１年以内返済予定額） （－） （37,582）

 

※４．当社は運転資金の柔軟な調達を行うため、金融機関とコミットメントライン契約を締結しておりますが、当該契

約には、当社の連結及び個別貸借対照表の純資産並びに当社の連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動による

キャッシュ・フローについて一定水準の維持の確保を内容とする財務制限条項が付されております。

なお、コミットメントライン契約による借入未実行残高は以下のとおりであります。

 
前事業年度

（平成25年12月31日）
当事業年度

（平成26年12月31日）

コミットメントライン契約の総額 59,650百万円 59,650百万円

借入実行残高 29,650 6,587

差引額 30,000 53,063

 

※５．当社は、シリコンウェーハの主要原材料である多結晶シリコンを調達するため、多結晶シリコンメーカーとの間

で長期購入契約を締結しておりますが、当該契約に則りその一部について前渡金を支払っております。

 

６．当社は多結晶シリコン在庫の増加抑制及び資金調達の多様化を目的とし、多結晶シリコン長期購入契約の一部に

ついて、極度額の範囲内で、その長期契約における当社の購入者としての地位を譲渡先に譲渡する契約等（以下、

譲渡契約等）を締結しております。

この譲渡契約等では、譲渡先が譲渡契約等により購入した在庫を一定期間内に、当社または第三者へ売却処分で

きない場合、または当社が一定の財務制限条項に抵触するなどの解除条項に抵触した場合には、当社は残額金（譲

渡先に残る在庫相当額）を譲渡先に支払い、同時にその在庫を引き取ることとなります。

譲渡契約等による極度額及び残額金相当額は以下のとおりであります。

なお、平成27年１月に極度額の上限を20,000百万円に増枠しております。

 
前事業年度

（平成25年12月31日）
当事業年度

（平成26年12月31日）

極度額 10,000百万円 10,000百万円

残額金相当額 1,031 9,280
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（損益計算書関係）

※１．関係会社との取引高

 
前事業年度

（自　平成25年２月１日
至　平成25年12月31日）

当事業年度
（自　平成26年１月１日
至　平成26年12月31日）

営業取引による取引高   

売上高 39,500百万円 50,967百万円

仕入高 39,192 49,969

営業取引以外の取引による取引高 481 1,276

 

※２．販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度37％、当事業年度36％、一般管理費に属する費用のおおよそ

の割合は前事業年度63％、当事業年度64％であります。

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前事業年度

（自　平成25年２月１日
　　至　平成25年12月31日）

　当事業年度
（自　平成26年１月１日
　　至　平成26年12月31日）

販売手数料 1,128百万円 1,816百万円

荷造運賃 2,364 2,834

給与手当及び賞与 1,600 2,358

減価償却費 448 362

研究開発費 4,324 4,710

 

 

※３．関係会社貸倒引当金戻入額

当社の連結子会社であるSUMCO TECHXIV株式会社の財政状態の改善によるものであります。

 

※４．事業構造改善費用

「事業再生計画」の実行に伴い発生した費用であり、その内容は、希望退職の募集等による特別加算金等であり

ます。

 

 

（有価証券関係）

　子会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額は27,057百万円、前事業年度の貸借対照表計上額は27,057百万円）は、

市場価額がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成25年12月31日）
 

当事業年度
（平成26年12月31日）

繰延税金資産    

繰越欠損金 45,455百万円 46,241百万円

関係会社株式 30,320  30,320

固定資産 11,212  8,456

退職給付引当金 3,593  3,756

たな卸資産 1,618  306

その他 2,092  1,419

繰延税金資産　小計 94,293  90,501

評価性引当額 △94,293  △90,501

繰延税金資産　合計 －  －

    

繰延税金負債    

固定資産 △136  △136

繰延税金負債　合計 △136  △136

    

繰延税金負債の純額 △136  △136

    

再評価に係る繰延税金負債 △1,559  △1,558

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成25年12月31日）
 

当事業年度
（平成26年12月31日）

法定実効税率 37.8％  37.8％

（調整）    

評価性引当額 △36.3  △37.2

その他 △4.0  △0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △2.5  0.5

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成26年４月１日

以後に開始する事業年度から復興特別法人税が課されないことになりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税

金負債の計算に使用する法定実効税率は、平成27年１月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異等につ

いて従来の37.8％から35.3％に変更されます。

これによる当事業年度末における繰延税金資産及び繰延税金負債の金額、並びに当事業年度の法人税等調整額に与

える影響はありません。

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 
前事業年度

（自　平成25年２月１日
至　平成25年12月31日）

当事業年度
（自　平成26年１月１日
至　平成26年12月31日）

１株当たり純資産額 445円54銭 477円85銭

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純

損失金額(△)
△9円73銭 33円32銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 － 31円71銭

（注）１．前事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり

当期純損失金額であるため記載しておりません。

 

２．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の

算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成25年２月１日
至　平成25年12月31日）

当事業年度
（自　平成26年１月１日
至　平成26年12月31日）

１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額

(△)
  

当期純利益金額又は当期純損失金額(△)

（百万円）
△1,479 9,712

普通株主に帰属しない金額（百万円） 1,029 1,125

　（うち配当優先額（百万円）） (1,029) (1,125)

普通株式に係る当期純利益金額又は当期純損

失金額(△)（百万円）
△2,508 8,587

普通株式の期中平均株式数（株） 257,746,136 257,745,816

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額 － 1,125

（うち優先配当額（百万円）） (－) (1,125)

普通株式増加数 － 48,569,886

（うち優先株式数（株）） (－) (48,569,886)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要

Ａ種種類株式 450株

なお、概要は「第４ 提出会社の

状況、（１）株式の総数等」に記

載のとおりであります。

 

──────
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（重要な後発事象）

当社は、平成27年３月３日開催の取締役会において、事業再生計画後の新たな成長ステージの指針である「新中期経

営戦略」、並びに公募増資による当社普通株式の発行、当社種類株式の取得・消却による財務基盤の強化及び成長資金

の確保を軸とした「資本増強・資本再構築プラン」（以下「本プラン」といいます。）について決議いたしました。

本プランに基づく当社のＡ種種類株式及びＢ種種類株式の取得については、当社のＡ種種類株式を保有する新日鐵住

金株式会社、三菱マテリアル株式会社及びジャパン・インダストリアル・ソリューションズ第壱号投資事業有限責任組

合（以下合わせて「Ａ種種類株主３者」といいます。）と同日付にて「種類株式の処理に関する覚書」（以下「本覚

書」といいます。）を締結しました。

また、当社は、本プランの実現を目的として、同取締役会において、資本準備金の額の減少によるその他資本剰余金

への振り替え及び自己株式の取得を、平成27年３月25日開催の定時株主総会に付議することを決議し、同株主総会にて

承認可決されました。また、それとともに、当社は、当社普通株式の発行と同時の資本金及び資本準備金の額の減少に

よるその他資本剰余金への振り替えを、平成27年３月３日開催の取締役会において併せて決議いたしました。

これらの内容は以下のとおりであります。

 

１．Ａ種種類株式及びＢ種種類株式の取得について

（１）Ａ種種類株式の取得

（ア）金銭及びＢ種種類株式を対価とする取得請求権の行使①

Ａ種種類株主３者は、当社の既存の分配可能額の範囲内で、平成27年５月11日に、その保有するＡ種種類株式

各150株（合計450株）のうち各50株（合計150株）について、金銭（１株につき100百万円及び定款所定の経過Ａ

種配当金相当額）及びＢ種種類株式（Ａ種種類株式１株につき、１株）を対価とする取得請求権を行使します

（以下「本行使①」といいます。）。

（イ）金銭及びＢ種種類株式を対価とする取得請求権の行使②

当社は、平成27年３月３日に60,000百万円を発行予定額の上限とする発行登録書を提出しており、発行登録の

効力発生日から１年を経過する日まで（平成27年３月11日から平成28年３月10日）の間に、当社普通株式の公募

増資（以下「本公募増資」といいます。）を行うことを予定しております。本公募増資による手取金の額のうち

30,000百万円をＡ種種類株式取得資金とし、その残額を設備投資資金、投融資資金及び借入金の返済資金に充当

する予定です。但し、本公募増資の具体的な発行時期、発行方法、発行条件及び発行総額等は未定であり、当社

において市場動向等を総合的に勘案の上で決定し、決定した場合は速やかに開示いたします。

当社が本公募増資を行うことを決定し、その後本公募増資の払込みが完了した場合には、「４．新株式発行と

同時の資本金及び資本準備金の額の減少について」に記載のとおり、当社は、本公募増資の払込期日と同日付に

て、発行登録書に記載の発行予定額（60,000百万円）を上限として、本公募増資により増加する資本金及び資本

準備金の額を減少させ、その他資本剰余金に振り替える予定です（かかる資本金及び資本準備金の額の減少を以

下「本減資・減準備金」といいます。）。

当社が本減資・減準備金を完了した場合、これにより増加するその他資本剰余金により、当社は、Ａ種種類株

式の取得請求に備え、分配可能額を確保します。Ａ種種類株主３者は、本減資・減準備金の効力発生日又は平成

27年５月11日のいずれか遅い日に、その保有する全てのＡ種種類株式（本行使①に係るＡ種種類株式150株を除

いた残りの300株）について、金銭（1株につき100百万円及び定款所定の経過Ａ種配当金相当額）及びＢ種種類

株式（Ａ種種類株式１株につき、１株）を対価とする取得請求権を行使します（以下「本行使②」といいま

す。）。

 

（２）Ｂ種種類株式の取得

（ア）資本準備金の額の減少

当社は、本行使①及び本行使②に際して交付されるＢ種種類株式について、Ｂ種種類株式の当社普通株式を対

価とする取得請求権が行使された場合に発生する当社普通株式の希薄化を回避する目的で、法令上必要となる手

続を経て、下記（イ）及び（ウ）に記載の内容で、その全てを「３．自己株式（Ｂ種種類株式）の取得につい

て」に記載のとおり、会社法上の自己株式取得の方法により取得する方針です。

また当社は、かかる当社普通株式の希薄化を回避するためのＢ種種類株式の取得に充てる分配可能額を確保す

ることを目的として、「２．資本準備金の額の減少について」に記載のとおり、平成27年４月14日を効力発生日

として、9,000百万円の資本準備金の額の減少を行い、同額をその他資本剰余金に振り替えます。

（イ）本行使①に係るＢ種種類株式の取得

当社は、Ｂ種種類株式150株を、本行使①が行われる日である平成27年５月11日に、総額3,000百万円（１株に

つき20百万円）を対価として取得する予定です（以下「本自己株式取得①」といいます。）。これにより、本行

使①によりＡ種種類株主に交付されるＢ種種類株式150株は、同日付で、全て当社により取得されることとな

り、当該Ｂ種種類株式の当社普通株式を対価とする取得請求権が行使されることはありません。
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（ウ）本行使②に係るＢ種種類株式の取得

当社は、Ｂ種種類株式300株を、本行使②がなされた日に、総額6,000百万円（１株につき20百万円）を対価と

して取得する予定です（以下「本自己株式取得②」といいます。）。これにより、本行使②によりＡ種種類株主

に交付されるＢ種種類株式300株は、同日付で、全て当社により取得されることとなり、当該Ｂ種種類株式の当

社普通株式を対価とする取得請求権が行使されることはありません。

 

（３）本自己株式取得①又は本自己株式取得②が予定通りに完了しない場合の対応

本覚書締結後、(ⅰ)各Ａ種種類株主３者による本行使①が行われたにも拘らず、当該各Ａ種種類株主３者につい

て本自己株式取得①が平成27年５月11日に完了しない場合又は(ⅱ)各Ａ種種類株主３者による本行使②が行われた

にも拘わらず、当該各Ａ種種類株主３者について本自己株式取得②が本行使②の効力発生日に完了しない場合、若

しくは本自己株式取得②が平成28年３月10日までに完了しない場合（但し、本減資・減準備金の効力発生日が平成

27年５月11日以前の場合には、本自己株式取得②が平成27年５月11日までに完了しない場合）、当該Ａ種種類株主

３者と他の本覚書の当事者との関係において、本覚書は、同日の経過をもって効力を失います。但し、当社及びＡ

種種類株主３者は、他の本覚書の当事者より種類株式の発行会社による取得及び種類株主による取得請求権の行使

の時期の調整を含む本覚書の変更に関する申し出があった場合には、かかる本覚書の変更について合意を形成する

よう誠実に協議します。かかる協議に際し、当社及びＡ種種類株主３者は、既存株主の皆様の希薄化に対する懸念

に配慮する方針をもって協議を進めるものとします。

 

（４）取得したＡ種種類株式及びＢ種種類株式の消却

本行使①及び本行使②により取得したＡ種種類株式並びに本自己株式取得①及び本自己株式取得②により取得し

たＢ種種類株式は、その後、速やかに消却することを予定しています。

 

２．資本準備金の額の減少について

会社法第448条１項の規定に基づき、資本準備金の額を減少させ、その全額をその他資本剰余金に振り替えます。

（１）減少する準備金の項目及び金額

資本準備金の額　10,500,000,000円のうち、9,000,000,000円

（２）資本準備金の額の減少が効力を生ずる日

平成27年４月14日

 

３．自己株式（Ｂ種種類株式）の取得について

会社法第156条第１項の規定に基づき、自己株式を取得します。

（１）取得する株式の種類

Ｂ種種類株式

（２）取得する株式の数

450株を上限とする。

（３）株式を取得するのと引換に交付する金銭等の内容及びその総額

9,000,000,000円を上限とする。

（４）株式を取得することができる期間

平成27年３月25日定時株主総会終結の時から平成28年３月10日まで

（本プランに基づき取得する予定である株式の数450株のうち、150株については平成27年５月11日に、また300

株については本行使②がなされた日に、それぞれ取得する予定です。）

（５）取得の条件

取得の時点において、当該取得に係る取得する株式の数以上の数のＢ種種類株式が発行されていること

 

４．新株式発行と同時の資本金及び資本準備金の額の減少について

本行使②を実施するため、会社法第447条第１項及び第３項並びに第448条第１項及び第３項の規定に基づき、本公

募増資の払込みと同時に本減資・減準備金を行うものであります。

（１）減少すべき資本金及び資本準備金の額及びその方法

本公募増資により増加する資本金の額のうち、30,000百万円を減少し、その全額をその他資本剰余金に振り替え

ます。（但し、本公募増資により同時に増額する資本金の額がこれを下回る場合は、当該金額）

また本公募増資により増加する資本準備金の額のうち、30,000百万円を減少し、その全額をその他資本剰余金に

振り替えます。（但し、本公募増資により同時に増額する資本準備金の額がこれを下回る場合は、当該金額）

 

（２）新株式発行と同時の資本金及び資本準備金の額の減少が効力を生ずる日

本公募増資の払込期日と同日
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：百万円）
 

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却累
計額

有形固定資産 建物 126,212 213 924 4,596 125,501 60,496

 構築物 7,415 20 385 191 7,050 4,723

 機械及び装置 398,658 7,305 5,609 6,882 400,354 384,899

 車両運搬具 1,151 24 47 20 1,128 1,095

 工具、器具及び備品 4,653 126 288 136 4,492 4,252

 土地
15,330

[4,230]

－

 

7

[0]

－

 

15,322

[4,229]

－

 

 リース資産 205 67 189 27 84 23

 建設仮勘定 6,651 6,747 7,779 － 5,619 －

 計 560,280 14,504 15,231 11,854 559,553 455,490

無形固定資産 ソフトウェア 21,207 1,252 485 893 21,975 19,631

 その他 211 1,224 1,252 0 183 21

 計 21,419 2,476 1,738 894 22,158 19,653

（注）１. 当期増加の主な内訳

機械及び装置　　300㎜ ウェーハ製造設備　　　　　　　　4,525百万円

建設仮勘定　　　主に 上記設備の取得に関するものであります。

 

２. 当期減少の主な内訳

機械及び装置　300mm ウェーハ製造設備　伊万里工場　　　1,759百万円

機械及び装置　研究開発設備　　　　　　伊万里工場　　　1,329百万円

 

３. 「当期首残高」、「当期減少額」及び「当期末残高」欄の[　]内は内書きで、土地の再評価に関する法律（平

成10年3月31日公布法律第34号）により行った土地の再評価実施前の帳簿価額との差額であります。

 

４. 当期首残高及び当期末残高については、取得価額により記載しております。

 

 

【引当金明細表】

（単位：百万円）
 

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 964 － 768 196

賞与引当金 827 － 827 －
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（２）【主な資産及び負債の内容】

　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 １月１日から12月31日まで

定時株主総会 ３月中

基準日 12月31日

剰余金の配当の基準日 ６月30日　12月31日

１単元の株式数 普通株式100株、Ａ種種類株式１株、Ｂ種種類株式１株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社

取次所 ――――

買取手数料 無料（但し、証券会社の手数料を除く。）

公告掲載方法

電子公告とし、当社ホームページに記載する。

但し、事故その他やむを得ない事由によって電子公告をすることができない場

合は、日本経済新聞に掲載して公告する。

（公告アドレス　http://www.sumcosi.com/）

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）当社定款の定めにより、当社の株主（実質株主名簿に記載又は記録された実質株主を含む。以下同じ。）は、その

有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

（１）会社法第189条第２項各号に掲げる権利

（２）会社法第166条第１項の規定により請求をする権利

（３）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当及び募集新株予約権の割当を受ける権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1)有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第15期）（自　平成25年２月１日　至　平成25年12月31日）平成26年３月28日関東財務局長に提出。

(2)内部統制報告書及びその添付書類

平成26年３月28日関東財務局長に提出。

(3)四半期報告書及び確認書

（第16期第１四半期）（自　平成26年１月１日　至　平成26年３月31日）平成26年５月15日関東財務局長に提出。

（第16期第２四半期）（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）平成26年８月12日関東財務局長に提出。

（第16期第３四半期）（自　平成26年７月１日　至　平成26年９月30日）平成26年11月14日関東財務局長に提出。

(4)臨時報告書

平成26年３月31日関東財務局長に提出。

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会にお

ける議決権行使の結果）の規定に基づく臨時報告書であります。

(5)発行登録書（株券、社債券等）及びその添付書類

平成27年３月３日関東財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 

   平成27年３月25日

株式会社ＳＵＭＣＯ    

 

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 平野　　満　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 長沼　洋佑　　印

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ＳＵＭＣＯの平成26年１月１日から平成26年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結

財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ＳＵＭＣＯ及び連結子会社の平成26年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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強調事項

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成27年３月３日開催の取締役会において、「新中期経営戦略」及

び「資本増強・資本再構築プラン」（以下「本プラン」という。）を決議している。

本プランに基づくＡ種種類株式及びＢ種種類株式の取得について、会社は、Ａ種種類株主３者と同日付にて「種類株式

の処理に関する覚書」を締結している。

また、会社は、本プランの実現を目的として、同取締役会において、資本準備金の額の減少によるその他資本剰余金へ

の振り替え及び自己株式の取得を、平成27年３月25日開催の定時株主総会に付議することを決議し、同株主総会にて承認

可決されている。また、それとともに、会社は、同取締役会において、普通株式の発行と同時の資本金及び資本準備金の

額の減少によるその他資本剰余金への振り替えを併せて決議している。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

 

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ＳＵＭＣＯの平成26

年12月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、株式会社ＳＵＭＣＯが平成26年12月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の

内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務

報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

（※）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書 

 

   平成27年３月25日

株式会社ＳＵＭＣＯ    

 

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 平野　　満　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 長沼　洋佑　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ＳＵＭＣＯの平成26年１月１日から平成26年12月31日までの第16期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ＳＵＭＣＯの平成26年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。
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強調事項

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成27年３月３日開催の取締役会において、「新中期経営戦略」及

び「資本増強・資本再構築プラン」（以下「本プラン」という。）を決議している。

本プランに基づくＡ種種類株式及びＢ種種類株式の取得について、会社は、Ａ種種類株主３者と同日付にて「種類株式

の処理に関する覚書」を締結している。

また、会社は、本プランの実現を目的として、同取締役会において、資本準備金の額の減少によるその他資本剰余金へ

の振り替え及び自己株式の取得を、平成27年３月25日開催の定時株主総会に付議することを決議し、同株主総会にて承認

可決されている。また、それとともに、会社は、同取締役会において、普通株式の発行と同時の資本金及び資本準備金の

額の減少によるその他資本剰余金への振り替えを併せて決議している。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

（※）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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